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第 1章  序論 

1.1 研究の背景 

1.1.1 国内の生薬原料の需要と供給 

高齢化が進む日本では医療費の増大が問題となっている。そのため、自分自身の健康

に責任を持ち、軽度な身体の不調は自分で手当するセルフメディケーションの実践が推進

されており、2017 年 1 月からはセルフメディケーション税制が施行された（厚生労働省, 

2017）。セルフメディケーションには、漢方薬を含む OTC（over-the-counter）医薬品（一般用

医薬品および要指導医薬品）を使用することで医療機関での受診を控えること、健康維持

のためにサプリメントなどの健康食品を利用すること、食生活に気を配ることが含まれる（和

田ら, 2016）。これらの社会的背景を受け、近年、OTC 医薬品と漢方薬の材料となる生薬の

国内生産量は増加する傾向にある（厚生労働省, 2017）。 

また、日本では、高齢化によって現代医療だけでは治療し難い、生活習慣病、認知症な

どが増加しており、漢方薬がそれらの治療に有効であることが示されている（吉松, 2013a）。

そのため、セルフメディケーションだけではなく、臨床現場においても漢方薬の使用量は増

加している（日本漢方生薬製剤協会, 2017）。実際に、薬事工業生産動態統計調査（厚生労

働省, 2017）によると、医療用医薬品として使用される漢方薬および生薬の生産金額は近年

増加する傾向にある（Fig. 1.1）。 

現在、日本国内で消費される生薬の多くは、海外からの輸入に依存している。輸入生薬

の主な供給元は中国であり、2014 年には日本で使用された生薬原料の約 80%が中国から

の輸入品であった（日本漢方生薬製剤協会, 2017）。近年、中国では野生植物の乱獲による

自然破壊を防止することを目的として開始されたカンゾウとマオウの採取および輸出制限や、

政府による生薬原料の投機的買占め、生産者の高齢化による人員不足および人件費の高

騰などにより生薬原料の値段が高騰している（姜, 2011）。さらに、中国国内の需要および欧

米への輸出量も増加しており、生薬資源の枯渇が危惧されている（末岡, 2012）。そのため、

中国から日本への永続的な薬用植物の輸入は困難であると考えられている。 

現在、日本では薬用植物の需要を十分に満たすために、薬用植物の国内栽培の促進が

強く求められている。しかし、国内栽培では栽培面積の確保や栽培品目の拡大、農業人口

の減少・高齢化による人員不足の改善、栽培コストの調整、効率的な栽培法の開発などが

課題とされている（武田, 2012）。 
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1.1.2 薬用植物の栽培 

漢方薬の多くは複数の生薬を組み合わせて構成されているため、生薬の一つでも欠ける

と製造ができない。よって、安定して多品目の生薬を供給することが必要となる。さらに、生

薬および生薬製剤、漢方製剤は医薬品として取り扱われるため、薬価基準および品質基準

を常に満たす必要がある（指田, 2001）。 

一般に、薬用植物に含まれる生理活性物質の構成や濃度は、遺伝的背景、生育環境、

収穫時期、加工および保存方法などの要因に大きな影響を受ける（Yoshimatsu, 2012）。そ

のため、基準を満たし、かつ一定の品質を得るためには、栽培植物に適した環境に保つ必

要があると考えられる。さらに、生理活性物質の濃度は乾燥と保存の両過程で低下するため、

収穫時に濃度の高い植物体を収穫することが求められる。また、多くの薬用植物では、土耕

では連作障害や病害虫が問題になるにもかかわらず、登録農薬は少ない。 

このような背景を受け、植物工場における薬用植物の栽培は、1) 自然環境の影響を受

けずに安定的な生産が可能、2) 植物種が明確で品質が安定した薬用植物の供給が可

能、3) 農薬、土壌汚染や人為的環境かく乱を回避できる、4) 人手がかからない、5) 

短期間で収穫可能、6) 野外・水耕栽培に適した優良品種の選抜・育成が短期間で可能、

という利点があり、生薬の安全・安心な安定供給に有効である（吉松・乾, 2013）。さ

らに、植物工場では高度な環境制御を行うことができるため、生理活性物質の濃度を制御

することで、用途に合わせた品質の薬用植物を生産することができる。このため、植物工場

は薬用植物の栽培の場としての利用が期待されている。 

 

1.1.3 アカジソについて 

1.1.3.1 用途と需要 

医療用医薬品、OTC 医薬品、サプリメントの材料となる薬用植物のひとつにアカジソ

（Perilla frutescens L.）がある。アカジソは、シソ科の一年生植物で、古くから薬用の他に、食

用または着色に使用されている。アカジソの乾燥葉は、生薬‘ソヨウ’として第 17 改正日本薬

局方に登録されている。‘ソヨウ’には、胃、不安神経症、喘息および気管支炎の治療効果や、

抗アレルギー作用があり、漢方における配合処方としては香蘇散、柴朴湯、参蘇飲、神秘湯、

半夏厚朴湯、茯苓飲合半夏厚朴湯などがある（佐竹ら, 2011）。 

2008 年から行われている日本漢方生薬製剤協会の調査（日本生薬漢方製剤協会, 2017）

によると、近年、国内の‘ソヨウ’の消費量は増加傾向にある（Fig. 1.2）。また、国立研究開発
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法人医薬基盤・健康・栄養研究所で運用している「薬用植物総合情報データベース」および

「「健康食品」の安全性・有効性情報」に共通して存在する 57 素材について大手健康関連

商品オンラインショップにおける健康食品の実態調査を行った結果、製品数で比較すると

‘ソヨウ’は 9 位であり（竹林, 2017）、サプリメントを含む健康食品としても使用頻度が高い薬

用植物である。 

 

1.1.3.2 主要な生理活性物質 

日本のシソは、Perilla frutescens L.、P. citriodora L.、P. hirtella L.、P. setoyensis L.の 4種

に分類され、それぞれ独自のモノテルペンまたはフェニルプロパノイドを主成分とする精油

を含有している（Sato-Masumoto and Ito, 2014）。日本国内で主に栽培品種として用いられて

いるのは、食用、薬用とも主成分としてモノテルペンを含有する Perilla frutescens L.で、主要

な構成成分によって C（Citral）型、EK（Elsholtziaketone）型、PA（Perillaldehyde）型、PK

（Perillaketone）型、PL（Perillene）型、PT（Piperitenone）型、SF（Shisoflan）型に分類されてい

る（Tabata, 1997）。また、Perilla frutescens L.は、表皮細胞の液胞にアントシアニンを蓄積さ

せるアカジソと、蓄積させないアオジソが存在し（山崎, 2002）、薬用としては PA 型のアカジ

ソが用いられる。 

‘ソヨウ’の主要な生理活性物質はペリルアルデヒド（perillaldehyde: 以下 PA と略す）およ

びアントシアニン（anthocyanin: 以下 ANT と略す）であるシソニンである（Fig. 1.3）。PAは香

り成分で、中枢神経抑制作用（Sugaya et al., 1981）、抗うつ作用（Ito et al., 2008）、血管拡張

作用（Takagi et al., 2005）、抗菌作用（小田ら, 1982a; 小田ら, 1982b）を持つ。ANTはアカジ

ソ葉に大量に含まれている赤色色素であり、抗酸化能を持つ。また、第 17 改正日本薬局方

では、‘ソヨウ’の PA 濃度は乾燥重量あたり 0.08%以上であること、葉の両面または裏側が赤

色であることが規定されている。薬用に用いるシソは、葉が赤色で、シソ特有の香りであるPA

が強いものが良品とされている（渕野ら, 2010）。このため、PA と ANTは‘ソヨウ’としての生薬

の品質評価に重要な化合物である。 

さらに、近年、アカジソ葉に含まれるロズマリン酸（RA）（Sanbongi et al., 2003; Sanbongi et 

al., 2004）とルテオリン（LU）（Inoue et al., 2002）が抗アレルギーや抗炎症作用を持つことが

報告されている（Fig. 1.4）。このため、RA と LU は抗アレルギーのサプリメントに使用される

際に重要な化合物として注目されている。 

PA はテルペノイドであり、メバロン酸経路またはデオキシキシルロースリン酸経路で生合
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成されるイソペンテニルピロリン酸から生合成される（Fig. 1.5）。また、PA は葉の背軸側の表

面に存在するトリコームで生合成・蓄積される（吉田ら, 1986）。トリコームは基底細胞、分泌

細胞、蓄積空洞から構成され、PAは分泌細胞で生合成され、蓄積空洞に蓄積される。PAを

含む精油の含有量はトリコームの密度が高い葉ほど多いことが報告されている（吉田ら , 

1987）。他方、RAはフェニルプロパノイド、LUおよび ANTはフラボノイドであり、いずれもシ

キミ酸経路で生合成されるフェニルアラニンから生合成される（Fig. 1.6）。 
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Fig. 1.1 Domestic production value of prescription drug of Kampo preparation, crude drug, and 

other medicines which are manufactured from a single compound in crude drug (Statistics of 

Production by Pharmaceutical Industry, Ministry of Health, Labour and Welfare, 2017).  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 1.2 Consumption of ‘Soyo’ in Japan. The red and blue columns indicate the amount of 

‘Soyo’ produced in China, and Japan, respectively (Reports of investigation about domestic 

consumption of raw material for a crude drug, Japan Kampo Medicines Manufactures 

Association, 2017).  
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Fig. 1.3 Structures of perillaldehyde (PA) and shisonin (anthocyanin (ANT)), the main bioactive 

compounds in ‘Soyo’.  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 1.4 Structures of rosmarinic acid (RA) and luteolin (LU), the main bioactive compounds 

in red perilla.  
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Fig. 1.5 Terpenoid backbone biosynthesis. The red letters are compounds that are mentioned in 

the introduction (1.1.3.2 and 1.2.2). The underlined compounds are studied in this thesis 

(Diagram adapted from Sakurai et al., 2008 and KEGG Pathway, 2017). 
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Fig. 1.6 Biosynthetic pathway of rosmarinic acid, luteolin, and anthocyanin. The genes 

encoding enzyme protein are italicized and parenthesized. The underlined compounds are 

studied in this thesis (Diagram adopted from Petersen et al., 1993 and KEGG Pathway, 2017). 
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1.2 既往の研究 

1.2.1 環境条件がアカジソの生育および生理活性物質に及ぼす影響 

本研究グループの既往の研究では、薬用アカジソを光合成有効光量子束密度（PPFD）

50、200、400 µmol m-2 s-1で栽培した場合、PPFD200 µmol m-2 s-1で最も生育が大となったこ

と、PPFDが低いほど PA濃度が、高いほど ANT濃度が増加することを明らかにした（吉田、

2008 卒論）。また、食用アカジソでは、個体群の光合成速度を光源の赤青比を変えて測定

した場合、赤色光の割合が高いほど促進され（Goto et al., 2013）、栽培中の明期光源を赤色

LED または白色 LED に変えた場合、赤色 LEDで白色 LED よりも生育が促進されることが

明らかにされている（島野, 2016）。 

生理活性物質については、栽培中の明期光源に青色蛍光灯（FL）、緑色 FL、赤色 FLを

用いて薬用アカジソを生育させた場合、成長点から数えて第 3 または第 4 節葉において赤

色光の割合が高い条件ほどANT濃度が増加し、青色光の割合が高い条件ほど PA濃度が

増加することを明らかにした（Nishimura et al., 2009）。また、薬用アカジソに明期中（16 h d-1）

に 0.21 または 0.88 W m-2の UV-Bを 21日間照射した場合、成長点から数えて第 3 または

第 4節葉においての PA濃度が増加する傾向がみられたが、ANT濃度は低下することを報

告した（Nishimura et al., 2008）。その他にも、食用アカジソを温室内または人工気象室内で

7週間生育させた場合、人工気象室（PPFD 360 µmol m-2 s-1; 明期 12 h d-1; 気温 23 °C）

で生育した株の RA、カフェ酸、ルテオリン-7-O-グルコシドの濃度が温室（PPFD 289 µmol m-

2 s-1; 明期 6.8 h d-1; 気温 23 °C）で栽培した株よりもそれぞれ 7.9、6.6、20倍になったこと

が報告されている（Iwai et al., 2010）。また、Lu ら（2017）は、PPFDを 100、200、300 µmol m-

2 s-1、培養液中の電気伝導度（EC）を 1.0－3.0 dS m-1 に変え、薬用アカジソを栽培したとこ

ろ、PPFDおよび ECが低いほど RA濃度が増加するものの、PAおよび ANT濃度は PPFD

および ECに影響を受けないことを報告している。 

  

1.2.2 環境ストレス付与による生理活性物質の高含有化 

植物の生理活性物質の濃度を増加させる環境制御の1つに環境ストレスの付与がある。

例えば、抗酸化能を持つ二次代謝物質の濃度は青色光やUV照射など短波長の光によっ

て増加することが多く報告されている（Jansen et al., 1998; Rozema et al., 1997）。レタスのANT

は青色光割合の多い光源での栽培（Li and Kubota, 2009; 庄子ら, 2010）やUV照射（Goto et 

al., 2016; Tsormpatsidis et al., 2008）によって増加することが報告されている。レタスでは、フ
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ラボノイド、ポリフェノール、抗酸化能についてもUV割合の多い光源での栽培で増加するこ

とが報告されている（García-Macías et al., 2007; Tsormpatsidis et al., 2010）。また、PAの生合

成・蓄積の場であるトリコームについてもUVの影響を受けることが知られている。例えば、タ

バコでは、UV-B照射によってトリコームの形成が促進されることが報告されており（Barnes et 

al., 1996）、バジルではトリコームの正常な形成にはUV-Bが必要であることが報告されている

（Ioannidis et al., 2002）。 

さらに、植物の生理活性物質の濃度は低温でも増加することが報告されている。例えば、

PAと同様にイソペンテニルピロリン酸から生合成されるテルペン化合物（Fig. 1.5）での事例

として、セイヨウオトギリソウの葉のベツリン酸濃度は気温を低くすることで（de Abreu and 

Mazzaferia, 2005）、ウラルカンゾウの根のグリチルリチン濃度は培養液温度を低くすることで

（吉野, 2013 修論）それぞれ増加することが報告されている。他の事例として、フェニルプロ

パノイドおよびフラボノイド生合成経路の律速段階の酵素であるPAL（フェニルアラニンアン

モニアリアーゼ）およびCHS（カルコンシンターゼ）（Fig. 1.6）について、シロイヌナズナ

（Leyva et al., 1995）およびトウモロコシ（Christie et al., 1994）では、低気温によってこれらの

酵素をコードする遺伝子の発現量の増加がみられることが報告されている。また、トウモロコ

シ（Pietrini and Masacci, 1998）、ベニタデ（Polygonum hydropiper L.）（三浦・岩田, 1983）、レ

タス（Gazula et al., 2005）のANT濃度は気温を低くすることで増加することが報告されている。

さらに、赤系リーフレタスでは、UV-Aを照射しながら培養液温度を気温よりも低くすることで、

UV-Aのみを照射するよりもANT濃度が大となったことが報告されている（Voipio and Autio, 

1994）。  

これらの環境ストレスの付与は、短期間の処理で生理活性物質の濃度を増加させることが

多く、収穫直前の短期間の処理であれは生育が抑制される前に処理を終了させることがで

きる可能性がある。しかし、環境ストレスの付与がアカジソの主要な生理活性物質の濃度や

含有量に及ぼす影響については十分な調査が行われておらず、上述したアカジソの主要な

生理活性物質である PA、ANT、RA、LU が環境ストレスに対してどのような挙動を示すのか

を同時に調査した例は少ない。また、これまでの研究では PA と ANT 濃度を同時に増加ま

たは ANT を低下させずに PA を増加させる方法は明らかになっていない。さらに、アカジソ

について節位ごとに主要な生理活性物質濃度測定と生育調査を実施した例は少なく、収穫

方法を考慮して収穫部位全体の生理活性物質の濃度や含有量を増加させる条件について

は検討されていない。 
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1.2.3 アカジソの栽培について 

現在、アカジソを含む薬用植物の栽培の多くは露地で行われている。しかし、1.1.2 で述

べたように、薬用植物に含まれる生理活性物質の濃度や構成は、生育環境に大きく影響を

受けるため、露地栽培では安定して高品質な薬用植物を生産し続けることは難しい。さらに、

近年、生薬の安定供給と増加する需要への対応といった経済的な側面から栽培品の流通

が増加しており、漢方および生薬製剤の品質保証において残留農薬の管理が重要な課題

となっている（杉本ら, 2012）。‘ソヨウ’についても第 17改正日本薬局方において有機塩素系

の殺虫剤または農薬である総 BHC（ベンゼンヘキサクロリド）と総 DDT（ジクロロジフェニルト

リクロロエタン）の基準が設けられている。 

他方、温室および人工光型植物工場では、光、温度、湿度、CO2 濃度、養水分などの環

境要因を制御でき、安定した品質の薬用植物を計画・周年的に生産できる。さらに、温室で

は露地栽培よりも農薬の使用量を大幅に抑制でき、人工光型植物工場では農薬を使用せ

ずに薬用植物の生産を行うことができる。現在、薬用植物の商業生産が温室や人工光型植

物工場で行われている例はないが、一部では実用化に向けて研究開発が行われている。

例えば、温室ではウラルカンゾウ（吉松, 2013b）、ミシマサイコ（藤井ら, 1994）、スイカズラ

（Hikosaka et al., 2017）、人工光型植物工場ではニチニチソウ（Fukuyama et al., 2015; 

Fukuyama et al., 2017）、セントジョーンズワート（西村ら, 2006）などが挙げられる。 

人工光植物工場に限らず、水耕や培地耕などの養液栽培（水耕・培地耕・噴霧耕）を導

入している温室では、地上部だけではなく、地下部温度の制御も容易に行うことができる。ま

た、温室での薬用植物の栽培研究では、養液栽培では、土耕栽培よりも生育が促進され、

生理活性物質濃度が高いことが報告されている（南ら, 1995; 南ら, 1997; 兼子ら, 2013）。こ

のように、養液栽培を用いることで生育を促進し、収量を増加させることができる可能性があ

る。 

環境要因の中でも、光および温度環境は、光源や冷却・加温装置の設置などにより比較

的容易に制御でき、局所的な制御が可能である。実際の商業温室では、主に花成制御や

光合成促進、病害や虫害の防除を目的とした補光、冷暖房費の削減と生育促進を目的とし

た培地や植物の一部（主にイチゴのクラウン）の加温・冷却などが行われている。これらより、

本論文で想定する生産施設は、人工光型植物工場に加え、光および温度環境ならびに養

液栽培などで根域の温度を制御可能な温室と定義する。 

アカジソの収穫方法の例としては、地上部全体を一斉に収穫する方法（以下、全体収穫
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（Fig. 1.7 (A)）と略す）と、地上部の上位節を繰り返し収穫する方法（以下、一部収穫（Fig. 

1.7 (B)）と略す）が挙げられる。全体収穫では継続的に播種および育苗し、収穫ごとに新し

い株を定植することで、一部収穫では脇芽を伸ばし、同じ株から繰り返し収穫することで、連

続収穫が可能である考えられる。全体収穫では、株を長期間栽培せずに小型の株を繰り返

し定植、収穫することも可能である。このため、全体収穫は大型の植物の栽培が難しい人工

光植物工場でも適用できる。一部収穫では、収穫後も同じ株から繰り返し脇芽を伸ばして収

穫するが、収穫後に光合成を行う葉が残るため、全体収穫よりも脇芽の成長が早まり、収穫

の頻度を高くすることができると考えられる。アカジソの露地栽培ではいずれの収穫方法も

採用されている例があるが、多くは全体収穫が用いられている。 

さらに、温室および人工光型植物工場では、上述したような環境ストレスの付与によって

生理活性物質の濃度を増加させることも可能である。ただし、環境ストレスはしばしば植物の

生育を抑制するため、収量が低下する可能性がある。商業生産への実用化を考える場合、

収量を低下させずに生理活性物質の濃度を増加させることで生理活性物質の効率的生産

が達成できると考えられる。このため、環境ストレスの付与を収穫直前の短期間のみ行うなど、

生育が抑制されない程度のストレス付与方法を検討する必要がある。 

しかし、これまでの環境ストレス研究では、植物体の一部の濃度増加を調査しており、収

穫部位全体の濃度増加を調査している例は少なく、収穫部位の生育と生理活性物質濃度

への影響を総合的に評価している例は少ない。環境ストレス付与による生理活性物質の効

率的生産には、生理活性物質の濃度が増加する節位を把握するだけでは不十分である可

能性があり、その場合、生理活性物質の濃度が増加した部位からより効率的に生理活性物

質の濃度や含有量が高い葉を収穫できる方法を選択し、それらを組み合わせて提案する必

要があると思われる。また、収穫直前のストレス処理によって生理活性物質の効率的生産を

達成するには、期間あたり（例えば年間）の収量を低下させないことも重要である。例えば、

想定として新しい株を繰り返し収穫する場合には処理終了時（収穫日）の生育が、同じ株か

ら繰り返し収穫する場合には、処理終了時に加えて処理終了後の生育が大きく阻害されな

い方法を用いることが有効であると考えられる。 
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Fig. 1.7 Method adopted for harvesting of red perilla plants in greenhouses or plant factories 

with artificial light. (A) and (B) indicate harvest method the whole plant, and the part of plant, 

respectively.  

 

 

  



 19 

1.3 本研究の目的と論文の構成 

本論文では、温室および人工光型植物工場で利用が可能なUV照射および低温処理を

用いたアカジソの生理活性物質の効率的な生産方法を検討した。具体的には、アカジソの

生育を抑制せずに収穫部位全体の主要な生理活性物質の濃度を増加させる環境条件を

明らかにすることを目的として、人工気象室内でのUV照射および低温処理がアカジソの生

育および主要な生理活性物質に及ぼす影響を、展開後日数や節位ごとに調査した。 

本論文は5章からなる。第1章では、本研究の背景、目的および構成について述べた。第

2章では、アカジソの個葉の展開開始からの主要な生理活性物質の濃度および含有量の経

日変化と、PAと関連すると考えられるトリコームの形成時期を調査することで、それぞれの生

理活性物質の展開後日数に伴う濃度変化、生合成やトリコームの形成が活発に行われてい

る時期を明らかにした。第3章では、第2章で明らかとなったPAの生合成時期およびトリコー

ムの形成時期を参考にして、展開日数が異なる葉への短期的または長期的なUV照射が個

葉の生育および主要な生理活性物質の濃度に及ぼす影響を明らかにした。第4章では養液

栽培で制御可能な培養液温度、および気温が生育および主要な生理活性物質の濃度に

及ぼす影響を明らかにした。最後に、第5章では本研究の総括を行い、アカジソの生理活性

物質を効率的に増加させる環境ストレス付与方法を検討した。 

 

  



 20 

第 2章 生理活性物質の経日変化 

2.1 緒言 

アカジソの主要な生理活性物質のひとつである PA の濃度は、葉の展開開始から乾物重

の増加に伴い経日的に低下し、ANT については、展開開始後日数によらず一定の濃度を

示すことが報告されている（吉田、2009 卒論）。これは、PAとANTで生合成・蓄積が盛んに

行われる時期が異なることを示唆している。 

PAは葉裏面にあるトリコーム（Fig. 2.1）で生合成・蓄積され（吉田ら、1968）、葉の裏面のト

リコーム密度が高いほど PA を含む精油含有量が多い（吉田ら、1969）。トリコームとは、植物

体の表皮細胞の一部で、ある特定の二次代謝成分を蓄積する分泌型と蓄積させない非分

泌型に分類される（Werker, 2000）。分泌型のトリコームは、基底細胞、分泌細胞、貯蔵空間

から成り、分泌細胞で生合成された成分は貯蔵空間に蓄積される（Fig. 2.2）（Fahn, 2000）。

トリコームの形成時期についてはアカジソ個葉では不明であるものの、ニガヨモギでは葉の

展開開始初期で完了しており（Ascensão and Pais, 1987）、アサおよびミントでは葉の完全展

開まで続く（Maffei et al., 1989; Turner et al., 1980）と報告されている。このため、展開開始後

の経日的な PA 濃度の低下の理由としては、PA の生合成または分解速度の低下または増

加、トリコームの老化や破裂による蓄積場所の消失、葉の展開開始後に伴うトリコーム密度

の低下などが考えられる。 

他方、ANT については、表皮細胞で生合成・蓄積されることが知られている（Saito and 

Yamazaki, 2002）。表皮細胞の体積は、葉の展開によって増加することが予想されるため、

PA よりも生合成・蓄積の場に制限が少ないと考えられる。このため ANT は、展開中に継続

して生合成が行われることで、展開開始後日数によらず一定濃度となると考えられる。 

RAおよび LUについては、蓄積場所が不明であるため、PAや ANT とは異なる挙動を示

す可能性がある。しかし、RA および LU については、測定に用いる葉の大きさまたは展開

開始からの日数を揃えて濃度および含有量を調査した例はない。このため、これらの生理

活性物質が展開開始後に経日的に変化するかは不明であり、生合成や蓄積が盛んに行わ

れる時期についても不明である。 

本章では、人工環境下において、アカジソの主要な生理活性物質の濃度、個葉あたりの

含有量、トリコーム数の経日変化を調査した。その結果から、それぞれの成分の生合成時期

およびトリコームの形成時期を確認し、第 3章以降の UV照射や低温処理の処理区設定や

調査対象葉の決定に必要な基礎的知見を得ることを目的とした。  
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Fig. 2.1 Glandular trichomes present on the adaxial leaf surface of red perilla. Glandular 

trichomes including perillaldehyde appear as yellow circles (red square). 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 2.2 Structure of glandular trichome (adopted from Fahn, 2000).   
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2.2 材料および方法 

2.2.1 供試材料および栽培方法 

供試材料は、（独）医薬基盤研究所から分譲を受けたチリメンアカジソ（Perilla frutescens 

L. Britton var. acuta Kudo f.crispa Makino, 登録番号: 0657-79T）とした。種子を 24 h水道

水に浸漬させ、十分に給水させたウレタンスポンジに播種した。播種面に湿らせた紙タオル

およびラップを被せ、発芽まで 7日間保湿した。播種後 21日目に湛液水耕装置（容量 13.6 

L （54.4×38.4×6.5 cm））に 56 株ずつ移植し、エアポンプを用いてエアレーションを行った

（Fig. 2.3 (a) and (b)）。明期光源には白色蛍光灯（FHF32-EX-N-H, パナソニック（株））を用

い、環境条件は Table 2.1のように設定した。培養液には、OATハウスA処方 1/4単位（OAT

アグリオ（株））を用い、コンテナに 10 L 注入し、2 日おきに追液した。培養液の全量更新は

2週間ごとに行った。 

 

2.2.2 調査対象葉 

アカジソ葉は、対生のため 1節には 2葉が含まれる。このため、本研究では葉位を節番号

で表記した（Fig. 2.3 (c)）。さらに、節番号は主枝の基部から数えた。また、本研究では葉身

長が 1 cmに達した時点を展開 0日として展開開始後日数を数えた。 

アカジソ基部から第 1、2 節葉の完全展開時の葉面積および乾物重は、第 3 節葉以上の

葉と比較して 1/4－1/20 程度であった。また、第 4 節葉期までは、第 5 節葉以降の葉よりも

乾物重の増加が緩やかであったため、植物体が十分に成長した後に出葉する葉での生育

や生理活性物質濃度の結果と異なると考えられた。このため、完全展開時の乾物重が安定

しており、ある程度成熟した植物体から得られる第 5 節葉を調査対象とし、展開開始（葉長

が 1 cm 到達時）から 15 日間、展開開始後日数を揃えて生体重、乾物重、葉面積、比葉面

積、トリコーム数、トリコーム体積、生理活性物質の濃度および含有量を調査した。なお、調

査には調査開始時に播種後日数が 42－45日の株を用いた。 

 

2.2.3 トリコーム数および体積の調査 

トリコームの調査として、葉の裏側をデジタルマイクロスコープ（VHX-500, KEYENCE（株））

を用いて倍率 50倍で観察し、1葉につき 1－10枚（展開開始後 0－3日: 1枚、展開開始後

6－9日: 5枚、展開開始後 12－20日: 10枚）撮影した。得られた画像上でランダムに 4 mm2

の範囲を 4区域選択し、画像解析ソフト Image J（U.S. National Institutes of Health）を用いて
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葉面積あたりのトリコームの数（トリコーム密度）、各トリコームの大きさ（トリコーム面積）を測定

した。また、トリコーム密度に葉 1 枚あたりの葉面積を乗じて葉 1 枚あたりのトリコーム数を算

出した。さらに、トリコームの蓄積空洞（Fig. 2.2）を球型と仮定し、トリコーム面積から 1個あた

りのトリコーム推定体積を算出した。加えて、各トリコームの推定体積に葉 1 枚あたりのトリコ

ーム数を乗じて、葉 1枚あたりのトリコーム推定総体積を算出した。 

 

2.2.4 生理活性物質の分析 

ペリルアルデヒド（PA）、ロズマリン酸（RA）、ルテオリン（LU）の分析 

PA、RA、LUの抽出方法は、第17改正日本薬局方のソヨウのPAの定量法の抽出工程を

参考にした。ただし、抽出回数を3回から2回に減らし、抽出工程に30 minの超音波抽出を

追加した。 

粉砕した試料を2 mL容のマイクロチューブに0.05－0.10 g測り取り、1 mLのメタノールを加

えた。その後30 min、超音波洗浄機（ASU-2, output: 40 W, アズワン（株））内で超音波抽出

した。超音波抽出後、微量高速冷却遠心機（MX-305, （株）トミー精工）で遠心分離し（10 

min、4 °C、20,000 g）、上清を分収した。さらに残渣に0.5 mlメタノールを加えて、同様に抽

出、遠心分離を繰り返した。両上清をあわせて2 mL容のマイクロチューブに回収し、遠心分

離し（30 min, 4 °C, 20,000 g）、上清をシリンジフィルター（13HP020AN, 孔径: 0.20 µm, 東

洋濾紙（株））で濾過し、測定試料とした。 

分析には超高速液体クロマトグラフ（UHPLC, Nexera, （株）島津製作所）を用いた。

UHPLCでの分析条件は、ミント類の数種のポリフェノールを測定しているKrzyzanowskaら

（2011）の分析方法を参考にした。ただし、分析時間を7.5 minから10 minに延長した。検出

器としてPDA検出器（SPD-M20A, （株）島津製作所）を用いた。分析カラムとしてUPLC 

BEH C18カラム（φ1.7 µm, 2.1×50 mm, Waters Corp.）を用い、カラムオーブンは50 °C、流速

は0.4 mL min-1に設定した。移動相には、0.5%ギ酸（A液）と0.5%ギ酸-アセトニトリル:水（4:6）

（B液）を用い、総分析時間は10 minとして、以下のグラジエント条件で分析を行った: 0 (80% 

A); 5.1 min (50% A); 6.0 min (0% A); 9.0 min (0% A); 10.0 min (80% A)。検出波長はPA、

RA、LUで、それぞれ230、327、347 nmとした。それぞれの生理活性物質のリテンションタイ

ムは、PAが8.0 min、RAが5.7 min、LUが6.2 minであった。 

定量は絶対検量線法を用いて行い、検量線の作成にはPA標準品（和光純薬工業（株））、

RA標準品（和光純薬工業（株））、LU標準品（Siguma-Aldrich, Co. LLC.）をそれぞれ0.098 
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mg mL-1、0.05 mg mL-1、0.26 mg mL-1から10段階に希釈した標準溶液を使用した。 

 

アントシアニン（ANT）の分析 

ANTの抽出および分析は、アカジソのANT濃度を測定しているGongら（1997）の方法と同

一とした。粉砕した試料を0.02－0.05 g測り取り、1.5 mLの1%塩酸メタノールと共に2.0 mL容

のマイクロチューブに入れ、4 °Cで48 h静置し、ANTを抽出した。その後、攪拌し、30 min程

度静置し、10倍に希釈した後、分光光度計（V-550, 日本分光（株））を用いて517 nmにおけ

る吸光度を測定した。定量は絶対検量線法を用いて行い、ANT濃度はシアニジン-3-グルコ

シド当量として算出した。検量線の作成にはシアニジン-3-グルコシド（C3G）標準品（フナコ

シ（株））を0.025 mg mL-1から8段階に希釈した標準溶液を使用した。 

 

生理活性物質の濃度計算方法 

生理活性物質の絶対量が一定であっても、含水率が低下すると生体重あたりの濃度は増

加する。含水率は葉の成熟度（展開開始後日数）によって変動する可能性があるため、本

研究ではこれらの生理活性物質の乾物重あたりの濃度および葉 1枚あたりの含有量で評価

した。また、本試験では、生理活性物質の濃度は全て乾物重あたりで示し、トリコームで生合

成・蓄積される PA のみ葉面積あたりの濃度も示した。サンプルの乾物重はサンプルの生体

重に同一葉の乾物率を乗じて求め、葉面積はサンプルの乾物重に同一葉の比葉面積を乗

じて求めた。また、葉 1 枚あたりの含有量は、乾物重あたりの濃度に第 5節葉の乾物重を乗

じて求めた。 
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Fig. 2.3 The appearance of red perilla plants ((a) and (b)) during cultivation. The investigations 

of growth and bioactive compounds were started at 36 days after sowing (c). Node number is 

shown in red. 

  

 

Table 2.1 Environmental conditions during the cultivation period.  

*PPFD: photosynthetic photon flux density provided to culture panel. 

 

  

10 cm

1

2
3

4

5

(a) 7 days after sowing (b) 24 days after sowing

(c) 42 days after sowing

Light period 16 h d-1

PPFD* 200 µmol m-2 s-1

Air temperature （light/dark） 25/20 °C

CO2 conc. 1000 µmol mol-1

Relative humidity 70%
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2.3 結果 

2.3.1 生育 

第 5節葉の乾物重は展開開始後 12日まで増加し、展開開始後 12から 15日にかけての

増加は緩やかだった（Fig. 2.4 (a)）。葉面積（cm2）は展開開始後 0－3 日の間はほとんど増

加せず、展開開始後 3 日から 12 日にかけて急激に増加し、展開開始後 12 から 15 日にか

けての増加は緩やかだった（Fig. 2.4 (b)）。葉の厚さの指標となる比葉面積（cm2 g-1）は、展

開開始後3日のみ顕著に小となり、展開開始後 3から 12日にかけて緩やかに増加した（Fig. 

2.4 (c)）。 

 

2.3.2 トリコーム 

トリコーム密度（葉面積あたりのトリコーム数）は、展開開始後 0 日が最大となり、経日的に

低下した（Fig. 2.5 (a)）。葉 1枚あたりのトリコーム数は、展開開始後 3－6日において他の期

間と比較して急激に増加し、その後は緩やかに増加した（Fig. 2.5 (b)）。トリコームを球型と考

えて求めた 1 個あたりのトリコーム推定体積は、経日的に緩やかに増加した（Fig. 2.5 (c)）。

葉 1 枚あたりのトリコーム推定総体積は、展開開始後 3－9 日にかけて急激に増加し、その

後は緩やかに増加した（Fig. 2.5 (d)）。 

 

2.3.3 生理活性物質 

ペリルアルデヒド（PA） 

乾物重あたりの PA 濃度は、展開開始後 0、3 日で最大となり、その後低下した（Fig. 2.6 

(a)）。葉面積あたりの PA濃度は、展開開始後 3日で最大となり、展開開始後 3－12日にお

いて緩やかに低下し、展開開始後 12－15日では同程度の値となった（Fig. 2.6 (b)）。他方、

葉 1 枚あたりの PA 含有量は展開開始後 12 日まで増加し、展開開始後 12－15 日では同

程度の値となった（Fig. 2.6 (c)）。 

 

ロズマリン酸（RA） 

乾物重あたりの RA濃度は、展開開始後 0日から 6日にかけて減少し、展開開始後 6日

から 12日にかけて急激に増加した（Fig. 2.7 (a)）。RA含有量の経日変化は、乾物重と同様

の傾向を示し、展開開始後 12日まで増加した（Fig. 2.7 (b)）。 
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ルテオリン（LU） 

乾物重あたりの LU 濃度は、展開開始後 0 日で最大となり、展開開始後 12 日まで、乾物

重の増加に伴い経日的に低下した（Fig. 2.8 (a)）。LU含有量は、展開開始後 9日まで増加

後、展開開始後 12日で一度低下し、その後 15日にかけて増加した（Fig. 2.8 (b)）。 

 

アントシアニン（ANT） 

乾物重あたりの ANT 濃度は、展開開始後 0－9 日まで増減を繰り返し、展開開始後 12

日以降は一定の値を示した（Fig. 2.9 (a)）。ANT 含有量は、乾物重の経日変化と同様の傾

向を示し、展開開始後、経日的に増加した（Fig. 2.9 (c)）。 
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Fig. 2.4 Changes in dry weight (a), leaf area (b), and specific leaf area (c) after the start of 

foliation at the 5th node counted from the stem base of the main shoot of perilla plants.  

Vertical bars indicate SE (n = 5).  
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Fig. 2.5 Changes in trichome density (a), number of trichomes per leaf (b), estimated trichome 

volume (c), and estimated trichome total volume (d) after the start of foliation of leaf at the 5th 

node counted from the stem base of the main shoot of perilla plants. Trichome density is specific 

to the number of trichomes. Vertical bars indicate SE (n = 5).  
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Fig. 2.6 Changes in perillaldehyde (PA) concentration (a, b) and content (c) after the start of 

foliation of leaf at the 5th node counted from the stem base of the main shoot of perilla plants. 

Vertical bars indicate SE (n = 4-5). 
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Fig. 2.7 Changes in rosmarinic acid (RA) concentration (a) and content (b) after the start of 

foliation at the 5th node counted from the stem base of the main shoot of perilla plants. Vertical 

bars indicate SE (n = 5).  

 

 

Fig. 2.8 Changes in luteolin (LU) concentration (a) and content (b) after the start of foliation at 

the 5th node counted from the stem base of the main shoot in perilla plants. Vertical bars indicate 

SE (n = 5). 
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Fig. 2.9 Changes in anthocyanin (ANT) concentration (calculated as cyanidin-3-glucoside 

(C3G) equivalent) (a) and content (b) after the start of foliation at the 5th node counted from 

the stem base of the main shoot of perilla plants. Vertical bars indicate SE (n = 5). 
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2.4 考察 

第 5節葉の乾物重および葉面積は展開開始後 12日まで増加し、展開開始後 12から 15

日にかけての増加は緩やかとなったことから、アカジソの葉は 12－15 日で最大展開となると

考えられた。また、比葉面積（cm2 g-1）は展開開始後 3 日から 12 日にかけて経日的に増加

したことから、経日的に葉の厚さは、展開開始後 3 日以降、最大展開となる展開開始後 12

日にかけて薄くなることが示された。 

既往の研究では、トリコームの形成時期について、ニガヨモギでは葉の展開初期で完了し

ており（Ascensão and Pais, 1987）、アサおよびミントでは葉の完全展開開始後まで続く

（Turner et al., 1980; Maffei et al., 1989）と報告されている。本試験では、トリコーム密度が展

開開始後 0 日以降は経日的に低下したことから、トリコームは展開初期に多く形成されてい

ることが予想された。また、葉 1枚あたりのトリコーム数は、展開開始後 3－6日にかけて他の

期間と比較して急激に増加し、その後は緩やかに増加した。このため、トリコーム形成は葉

の展開初期に限らず展開中も継続していること、中でも展開開始後 3 から 6 日で最も活発

に行われていることが示された。また、1 個あたりのトリコーム推定体積が経日的に緩やかに

増加した理由として、トリコーム形成後に徐々に PAなどの精油成分を蓄積しながら増加して

いくこと、展開初期では形成直後の小さいトリコームが多く存在することなどが考えられた。 

PA は、葉の表面（主に裏面）に存在するトリコームで生合成、蓄積され（吉田ら、1968）、ト

リコーム密度の低下に伴い、PAを含む精油濃度は低下する（吉田ら、1989）。本試験におい

ても乾物重あたりの PA 濃度の経日変化は、トリコーム密度の経日変化と同様の傾向を示し

た。PA 濃度が展開開始 3 日以降、展開日数が小さいほど大となったのは、PA の生合成お

よび蓄積場所であるトリコームの形成が展開初期でより活発に行われていることが理由であ

ると考えられた。葉面積あたりの PA 濃度が展開開始後 3 日で最大となったのは、展開開始

後 0－3 日でほとんど葉面積が拡大しなかったためと考えられた。他方、葉 1 枚あたりの PA

含有量は展開開始後 12 日まで増加しており、展開中は継続的に PA の生合成、蓄積が行

われていたと考えられた。このため、乾物重あたりや葉面積あたりの PA 濃度が経日的に低

下したのは、葉全体の乾物重、葉面積増加が PA 蓄積を上回ったためと考えられた。これら

の結果は、薬用アカジソ‘赤芳’を用いて PA 濃度および含有量の経日変化を調査した本研

究グループの既往の研究（吉田、2009 卒論）と同様の傾向であった。また、本調査結果から、

葉 1枚あたりの PA含有量の増加時期（展開開始後 0－12日）は、葉 1枚あたりのトリコーム

推定総体積の増加時期と概ね一致することが明らかとなり、トリコーム数およびトリコームの
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体積の増加が PA含有量の増加につながることが示唆された。 

生薬では、PA 濃度が高いものが良品とされるため、PA 濃度が高い時期に葉を収穫する

必要がある。本調査の結果、乾物重あたりの PA 濃度は展開開始後 0－3 日で高く、その後

減少した。しかし、展開開始後 3 日の葉では乾物重が小さいため、それよりも乾物重が大と

なる展開開始後 6－9日に PA濃度を高めて（低下を軽減して）収穫するのが望ましいと考え

られた。トリコームの体積増加、PA の生合成および蓄積は完全展開後も継続したと考えられ

たが、トリコームの形成は展開開始後 3－6日で活発に行われていたことから、展開開始後 6

－9 日の PA 濃度を高めるためには、展開開始後 0－6 日にストレス処理を行い、トリコーム

形成を誘導することや、展開中にストレス処理を行い、トリコーム内の PA の生合成を促進す

る手法を明らかにする必要があると考えられた。 

RA は PA のようにトリコームに蓄積されないと考えられるため、トリコームの経日変化との

関係はみられなかった。RA 濃度は展開開始後 0－6 日で 9 日以降よりも小となったことか

ら、RA の蓄積量は、展開開始後 0－6 日で少なく、葉が成熟してから生合成量が増加し、

展開開始後 9 日以降は一定濃度になったと考えられた。RA 濃度は展開開始後 9 日以降

で大となることから、RA濃度の高い葉を得るためには展開開始後 9日以降に収穫するのが

適当と考えられた。上述のように、PAについては、展開開始後 6－9日の濃度を高めて収穫

するのが適当と考えられるため、生薬としての品質を高めるには、展開開始後 6－9日にRA

濃度を増加させる処理を検討する必要があると考えられた。 

LUについても PAのようにトリコームには蓄積されないと考えられるため、トリコームの経日

変化との関係はみられなかった。乾物重あたりの LU 濃度は、展開開始後 0 日で最大となり、

その後急激に低下した。LU 含有量は、展開開始後 0 から 9 日にかけて経日的に増加した

ことから、展開開始後 9 日までは生合成・蓄積が行われていると考えられた。しかし、展開開

始後 9－15日では低下する傾向がみられたことから、展開開始後 9日以降は生合成が行わ

れていない、または生合成よりも分解が多く行われることで蓄積量が低下すると考えられた。

このため、LU 濃度が高い葉を得るためには、PA の場合と同様に、展開開始後の濃度低下

をストレス処理により軽減することが可能か確認する必要がある。 

ANTは、葉の表皮細胞で生合成、蓄積される（Saito and Yamazaki, 2002）。乾物重あたり

の ANT 濃度は展開開始後ほぼ一定であり、ANT 含有量は乾物重と同様の傾向を示した。

このため、ANT の生合成および蓄積は展開中継続的に行われていると考えられた。また、

ANT 濃度は他の主要生理活性物質よりも展開日数による影響を受けないと考えられた。た
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だし、既往の研究では環境条件の変化によって ANT濃度が増減することが報告されている

（三浦・岩田, 1983; Leyva et al., 1995; Pietrini and Massacci, 1998）ため、ストレス処理より濃

度が増減する可能性がある。このため、ANT 濃度に関しては、その他の生理活性物質の濃

度が増加する環境条件における変動を確認する必要があると考えられた。  
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2.5 第 2章のまとめ 

UV照射および低温処理などの環境ストレスによるトリコーム形成の誘導および PA濃度の

増加に適したストレス処理時期は、展開開始後 0－6日だと考えられた。ただし、トリコーム内

の PAの蓄積量が増加する可能性があるため、展開開始後 6日以降のストレス処理による効

果も確認する必要があると考えられた。さらに、PA 濃度が増加することが示された条件が、

RA、LU、ANTに及ぼす影響を調査する必要があると考えられた。 
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第 3章 UVが生育および生理活性物質に及ぼす影響 

3.1 緒言 

UV照射によって濃度が増加する植物の生理活性物質には、ANTやアスコルビン酸など、

高い抗酸化能を持つものが多い。例えば、赤系リーフレタスのANT濃度は、14日間UVを照

射することで増加することが報告されている（海老澤ら, 2008）。このような抗酸化物質の濃度

の増加には、UV照射による細胞内の活性酸素種（Reactive oxygen species: ROS）の急速な

増加が引き金として関与していると考えられている。 

ROSとは強い反応性で生体物質を酸化する化合物の総称で、スーパーオキシド、過酸化

水素、ヒドロキシラジカル、一重項酸素、脂質ラジカルなどが含まれる。通常、ROSは植物の

細胞内で種々の代謝経路の副産物として常に生成されているが、それらは同じ細胞内に存

在するROS消去機構によって消去されている。植物細胞内のROS消去機構として、生体物

質の酸化状態を還元状態に戻す抗酸化酵素（スーパーオキシドジスムターゼ、グルタチオ

ンペルオキシダーゼ、カタラーゼなど）や、ROSに水素原子または電子を与えて還元する抗

酸化物質（アスコルビン酸、トコフェロール、カロテン、フラボノイドなど）などが知られている

（谷口, 遠藤, 2000）。 

シロイヌナズナでは、ROSの大量発生を目的としてγ線を照射すると、抗酸化物質である

ANTおよびアスコルビン酸の濃度増加（Nagata et al., 2003）に加え、葉のトリコーム発生、根

細胞の伸長および根毛の分化が誘導される（Nagata et al., 1999）ことが報告されている。同

論文（Nagata et al., 1999）では、メチルビオローゲン（ROS発生促進剤）の施与でも同様の反

応がみられること、γ線照射前の抗酸化物質の施与によって上述した反応がみられなくなる

ことから、ROSが抗酸化物質の生合成およびトリコームの形成を誘導していることを示してい

る。さらに、既往の研究では、UV-B照射によってタバコ葉のトリコームの数が増加すること

（Barnes et al., 1996）や、バジル葉のトリコーム体積が増加することが報告されている

（Ioannidis et al., 2002）。本論文の第2章では、トリコームの数または体積が増加することによ

ってトリコームで生合成および蓄積されるPAの濃度および含有量が増加することが示唆され

た。これらのことから、UV照射によってトリコームの形成を促進させることでPA濃度を増加さ

せられる可能性があると考えられた。 

ところで、既往の研究ではUV照射による二次代謝物質の増加量および生育抑制は、UV

の照射強度や波長、照射時間帯によって異なることが報告されている。例えば、モロヘイヤ

では、強度を0.5－1.5 W m-2に変えたUV-Bを明期（16 h d-1）中のみ7日間照射した場合、



 38 

UVの強度が大きいほど（積算照射量が多いほど）クロロゲン酸の濃度が大となること（酒井, 

2010 卒論）、赤系リーフレタスでは、1.0または3.5 W m-2のUVを明期中（16 h d-1）に3日間照

射した場合、光源の波長によってANT濃度の増加量が異なること（高橋ら, 2012; 林, 2014 

卒論）が報告されている。さらに、ニホンハッカにUV-Bを照射した場合、メントールの濃度は

照射時間帯に関わらずUVを照射しない場合よりも大となり、明期よりも暗期に照射した場合

に大となることが報告されている（小川、2014 修論）。 

アカジソでは、0.21または0.88 W m-2のUV-Bを明期中（16 h）に21日間照射すると子葉か

ら数えて第7－8節葉のPAおよびリモネン濃度が増加する傾向がみられ、ANT濃度が低下

したことが報告されているが（Nishimura et al., 2008）、その他の生理活性物質であるRAおよ

びLUに及ぼす影響は不明である。また、アカジソにUV-Bを明期または暗期に照射した場

合、暗期照射でのみ生育が抑制され、暗期照射の方がより大きいダメージを与えたことが報

告されている（Ota et al., 2017）。 

本章では、短期間の UV 照射が生理活性物質の濃度に及ぼす影響を調査することで、

生理活性物質を高蓄積させるのに効果的な短期 UV 照射の時期とその効果が持続する期

間を検討した（【試験 3–1】）。また、長期的に UVが生育および生理活性物質の濃度に及ぼ

す影響を調査した（【試験 3–2】）。これらの結果から、アカジソの効率的生産のための UV照

射方法および収穫方法を提案し、3.4 ではそれらの方法を用いて温室でアカジソの生産を

行った場合に、生理活性物質生産に必要な電力コストを試算した。 
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3.2 【試験 3–1】 短期的な UV照射時期 

3.2.1 目的 

食用アカジソについて、ピーク波長の異なる 3種類のUV光源（ピーク波長: 290, 310, 338 

nm）を用いて、PA濃度を増加させる光源を検討したところ、310 nmにピーク波長をもつ光源

を用いて 3.0 W m-2の UV を 3日間照射することで、生育抑制や葉の変色を伴わずに展開

初期の葉の PA濃度が UV無照射の場合よりも有意に増加することが示された（付録 1, Fig. 

S1.4）。そこで、【試験 3–1】では、3 日間の UV 照射が RA および LU 濃度やトリコーム数お

よび体積に及ぼす影響、PA 濃度の増加に有効な葉齢の範囲を明らかにするために、310 

nmにピーク波長をもつ光源を用いて 3.0 W m-2の UVを展開日数の違う葉に 3日間行い、

個葉の生育、生理活性物質の濃度・含有量、トリコーム形成に及ぼす影響を調査した。 

 

3.2.2 材料および方法 

3.2.2.1 供試材料および栽培方法 

供試材料は、（独）医薬基盤研究所から購入したチリメンアカジソ（Perilla frutescens L. 

Britton var. acuta Kudo f.crispa Makino, 登録番号: 0657-79T）とした。種子を 24 h水道水に

浸漬させ、十分に給水させたウレタンスポンジに播種した。播種面に湿らせた紙タオルおよ

びラップを被せ、7 日間白色蛍光灯（FHF32-EX-N-H, パナソニック（株））の下に置いた。播

種後 21 日に湛液水耕装置（容量 13.6 L）に 56 株ずつ移植し、エアポンプを用いてエアレ

ーションを行った。その他の環境条件は。培養液には、OATハウスA処方 1/4単位（OATア

グリオ（株））を用いた。培養液はコンテナに 10 L 注入し、2 日おきに追液した。培養液の全

量更新は 2 週間ごとに行った。栽培中の光源には白色蛍光灯を用い、環境条件は 2.2.1

（Table 2.1）と同様とした。 

 

3.2.2.2 処理区 

試験には第 5節葉の葉長が 1 cmに到達した株を使用した。処理区は、第 5節葉の葉長

が 1 cm に到達した日を展開開始日とし、展開 0 または 3 日目から 3 日間 UV 照射を行う

P0-3 区、P3-6 区と UV を照射しない Control を設けた。UV 光源には UV 蛍光灯

（TL20W/01RS, Phillips Co., Inc.、ピーク波長: 310 nm）を用いた（Fig. 3.1）。UV強度は第 5

節葉上で 3 W m-2に調整し、場所による強度の違いが 10%以内になるように調節した。試験

は 2回繰り返し行った。 
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3.2.2.3 測定および算定項目 

測定対象葉および測定項目 

測定対象葉は第 5 節葉とし、生体重、乾物重、葉面積、生理活性物質の濃度を調査した。

調査は展開開始後 0日（葉長が 1 cm到達時）から 3日ごとに展開開始後 12日まで行った。

また、繰り返し実験の 2 回目では、株全体の部位別の乾物重および葉面積、トリコームの密

度および体積を調査した。葉については節ごとに生体重、乾物重、葉面積を調査した。各

測定日における調査株は 6 株とし、トリコームの調査方法については 2.2.3、各生理活性物

質の分析方法および乾物重あたりの濃度の算定方法については 2.2.4 と同様とした。 

 

3.2.2.4 統計解析 

 データは全て平均値を掲載した。処理区間の平均値は t 検定または Tukey-Kramer 検定

を用いてエクセル統計（（株）エスミ）上で比較し、5%または1%水準で有意差検定を行った。 
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Fig. 3.1 Spectral irradiance of the UV light source (TL20W/01RS, peak wavelength, 310 nm, 

Phillips Co. Inc., the Netherlands). Relative spectral intensity of each lamp was normalized to 

1.0 at 313 nm. The spectral energy distribution was measured by spectroradiometer (USR-

45DA, USHIO Co., Ltd., Japan). 

  

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

250 350 450 550 650
Wavelength (nm)

R
el

at
iv

e 
va

lu
e



 42 

3.2.3 結果 

3.2.3.1生育 

2 回目の試験のみ調査した、株あたりの総乾物重（Fig. 3.2 (a)）および総葉面積（Fig. 3.2 

(b)）は全ての項目で UV 照射時期によらず処理区間で同等となった。1 回目および 2 回目

の試験で測定した第 5 葉の乾物重（Fig. 3.3）、葉面積（Fig. 3.4）は、ともに UV 照射時期や

調査日によらず処理区間で同等となった。 

 

3.2.3.2 トリコーム数 

UV 照射を行なわなかった Control において、葉面積あたりのトリコーム密度は展開開始

後 0日で最大となり、展開開始後 0から 6日にかけて急激に低下した（Fig. 3.5 (a)）。Control

のトリコーム密度の経日変化は、第 2 章での結果と同様となった。UV を照射した P0-3 およ

び P3-6において、葉面積あたりのトリコーム密度は展開開始後 9および 12日で Control よ

りも大となる傾向がみられた。トリコームの推定体積は展開開始後 3－6 日目では UV 照射

区で Controlよりも大となる傾向がみられ、展開開始後 9－12日では Controlよりも有意に小

となった（Fig. 3.5 (b)）。 

 

3.2.3.2 生理活性物質 

ペリルアルデヒド（PA） 

UV-B照射を行わない場合、PA濃度は展開開始後 0－3日で最大となり展開開始後 3日

以降、経日的に低下した（Fig. 3.6）。これは、第 2 章での結果と同様となった。1 回目（Fig. 

3.6 (a)）、2回目（Fig. 3.6 (b)）の試験とも、P0-3の UV照射終了日である展開開始後 3日の

PA濃度はいずれも P0-3で Control よりも大となった。P3-6の UV照射終了日である展開開

始後 6 日の PA 濃度は、1 回目の試験では Control との差はなく、2 回目の試験では P3-6

で Control よりも大となる傾向がみられた。しかし、PA 濃度が増加した 2 回目の試験でも展

開開始後 6日の PA濃度は Controlの展開開始後 3日よりも低かった。 

 

ロズマリン酸（RA） 

UV 照射を行わない場合、RA 濃度は展開開始後 0－6 日で展開開始後 9 日以降よりも

低く、展開開始 6－9 日にかけて増加した（Fig. 3.7）。これは、第 2 章での結果と同様となっ

た。1回目、2回目の試験とも、P0-3の RA濃度は展開開始後 3－9日で、P3-6の RA濃度
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は展開開始後 9日で Control よりも大となった（Fig. 3.7）。 

 

ルテオリン（LU） 

UV照射を行わない場合、LU濃度は展開開始後 0日以降、経日的に低下した。これは、

第 2章での結果と同様となった。1回目、2回目の試験とも、展開開始後 6日の LU濃度は、

UV-B照射区で Control よりも小となる傾向がみられた（Fig. 3.8）。 

 

アントシアニン 

UV 照射を行わない場合、アントシアニン濃度は展開開始後日数によらず一定となった

（Fig. 3.9）。これは、第 2章での結果と同様となった。1回目、2回目の試験とも、展開開始後

6および 12日の ANT濃度は UV照射区で Control よりも小となる傾向が見られ、展開開始

後 9日では Controlで UV照射が大となる傾向が見られた。 
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Fig. 3.2 Effects of three day UV irradiation on dry weight (a) and leaf area (b) of whole red 

perilla plants. The levels of UV were set at 3.0 W m-2. UV0-3 and UV3-6 indicate the treatment 

code, in which UV irradiation was carried out at 0-3 and 3-6 days after start of foliation of the 

leaf at the 5th node, respectively.  

 

Fig. 3.3 Effects of three day UV irradiation on dry weight of leaves at the 5th node of the main 

shoot of red perilla plants. The levels of UV were set at 3.0 W m-2. UV0-3 and UV3-6 indicate 

the treatment code, in which UV irradiation was carried out at 0-3 and 3-6 days after start of 

foliation of the leaf at the 5th node, respectively. The measurements were repeated twice; (a) 

and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, respectively. Vertical bars indicate SE 

(n = 6). Different letters indicate significant differences among the treatments at P < 0.05 by 

Tukey-Kramer’s test.  
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Fig. 3.4 Effects of three day UV irradiation on leaf area of the leaves at the 5th node of the main 

shoot of red perilla plants. The levels of UV were set at 3.0 W m-2. UV0-3 and UV3-6 indicate 

the treatment code, in which UV irradiation was carried out at 0-3 and 3-6 days after start of 

foliation of the leaf at the 5th node, respectively. The measurements were repeated twice; (a) 

and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, respectively. Vertical bars indicate SE 

(n = 6). Different letters indicate significant differences among the treatments at P < 0.05 by 

Tukey-Kramer’s test. 

Fig. 3.5 Effects of three day UV irradiation on trichome density (a) and estimated trichome 

volume of leaves at the 5th node of the main shoot of red perilla plants. The levels of UV were 

set at 3.0 W m-2. UV0-3 and UV3-6 indicate the treatment code, in which UV irradiation was 

carried out at 0-3 and 3-6 days after start of foliation of the leaf at the 5th node, respectively. 

The measurements were repeated twice; (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd 

experiment, respectively. Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate significant 

differences among the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test.  
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Fig. 3.6 Effects of theree day UV irradiation on perillaldehyde (PA) concentration in leaves at 

the 5th node of red perilla plants. The levels of UV were set at 3.0 W m-2. UV0-3 and UV3-6 

indicate the treatment code, in which UV irradiation was carried out at 0-3 and 3-6 days after 

start of foliation of the leaf at the 5th node, respectively. The measurements were repeated twice; 

(a) and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, respectively. Vertical bars indicate 

SE (n = 6). Different letters indicate significant differences among the treatments at P < 0.05 

by Tukey-Kramer’s test. 
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Fig. 3.7 Effects of three day UV irradiation on rosmarinic acid (RA) concentration in leaves at 

the 5th node of the main shoot of red perilla plants. The levels of UV were set at 3.0 W m-2. 

UV0-3 and UV3-6 indicate the treatment code, in which UV irradiation was carried out at 0-3 

and 3-6 days after start of foliation of the leaf at the 5th node, respectively. The measurements 

were repeated twice; (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, respectively. 

Vertical bars indicate SE (n = 6). ** indicate significant differences at the P < 0.01 level with 

t-test between Control and P0-3. Different letters indicate significant differences among the 

treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 
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Fig. 3.8 Effects of three day UV irradiation on luteolin (LU) concentration in leaves at the 5th 

node of red perilla plants. The levels of UV were set at 3.0 W m-2. UV0-3 and UV3-6 indicate 

the treatment code, in which UV irradiation was carried out at 0-3 and 3-6 days after start of 

foliation of the leaf at the 5th node, respectively. The measurements were repeated twice; (a) 

and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, respectively. Vertical bars indicate SE 

(n = 6). Different letters indicate significant differences among the treatments at P < 0.05 by 

Tukey-Kramer’s test. 
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Fig. 3.9 Effects of three day UV irradiation on anthocyanin (ANT) concentration (calculated as 

cyanidin-3-glucoside (C3G) equivalent) in leaves at the 5th node of red perilla plants. The levels 

of UV were set at 3.0 W m-2. UV0-3 and UV3-6 indicate the treatment code, in which UV 

irradiation was carried out at 0-3 and 3-6 days after start of foliation of the leaf at the 5th node, 

respectively. The measurements were repeated twice; (a) and (b) show the results of the 1st and 

2nd experiment, respectively. Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate 

significant differences among the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 
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3.2.4 考察 

本試験では、展開開始後 12 日までの生育に処理区間で差はなかったことから、本試験

のUV照射条件ではアカジソの生育は抑制されないことが示された。既往の研究では、播種

後 28日のアカジソに 0.21 または 0.88 W m-2の UV-Bを本試験と同一の UV光源を用いて

明期中（16 h d-1）21 日間照射したところ、いずれの強度でも UV 照射を行わない場合よりも

生育が抑制された（Nishimura et al., 2008）。Nishimura ら （2008）の積算 UV照射量は 254 

kJ または 1064 kJであり、本試験では 518.4 kJであり、Nishimura ら（2008）よりも本試験で小

だった。UV 照射期間は Nishimura ら（2008）は 21 日間、本試験では 3 日間であり、

Nishimuraら（2008）よりも本試験で短かった。これらより、本試験のUV-B照射区で生育が抑

制されなかったのは、UV照射期間が 3日間と短かったことが理由と考えられた。 

PA濃度は、展開開始後 0－3日に UV を照射した P0-3の展開開始後 3日で Control よ

りも大となる傾向がみられた。しかし、展開開始後 6 日目以降は処理区間の差はみられなか

ったことから PA 濃度を増加させるには展開開始後 0－3 日に UV-B を照射する必要がある

と考えられた。PA はモノテルペン化合物であり、モノテルペンの生合成経路の最上流では

ゲラニル 2 リン酸からリモネンシンターゼ（Ls）によってリモネンが生合成される（Fig. 3.15）。

PA はリモネンからペリルアルコールを経て生合成される化合物であり、アカジソと同じシソ科

のペパーミントでは、屋外または人工気象室で栽培した場合に UV-BBE（生物学的影響量）

7.1 kJ m-2の UV-Bを数日（期間不明）照射した場合、Lsをコードする遺伝子である Lsの発

現量が増加し、リモネンから生合成される精油の濃度が増加したことが報告されている

（Dolzhenko et al., 2010）。PA の生合成および蓄積場所であるトリコームの推定体積は展開

開始後 3－6日目では UV照射区で Control よりも大となる傾向がみられたことから、本試験

においても UV-B照射によってトリコーム内の PAを含む二次代謝物質の生合成が促進され

た可能性があると考えられた。よって、本試験では展開開始後 0－3 日の UV の照射によっ

てトリコームでの PA 蓄積が早まったことで展開開始後 3 日の PA 濃度が Control よりも大と

なった可能性がある。 

また、本試験では、葉面積あたりの密度は、展開開始後 9および 12日で Controlよりも大

となる傾向がみられたことから、UV 照射によってトリコームの形成は促進されるものの、本試

験の条件では葉面積や乾物重が急激に増加する展開開始後 6－9 日での PA 濃度が増加

するほどトリコーム密度は高まらなかったと考えられた。既往の研究では、トリコームの形成

は葉のごく初期から行われていることが報告されていることから、トリコームの数は葉の展開
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のごく初期に決まっており、短期的な UV 照射ではトリコーム数決定の時期に UV 照射を行

えていない可能性が考えられた。このため、生育を抑制しない条件で UV の照射の期間を

前側に延ばし、トリコームの形成時期に UV 照射を行うことで、最大展開時のトリコーム密度

が増加し PA 濃度が増加する可能性が考えられた。また、展開開始後 9－12 日のトリコーム

体積が UV 照射区で Control よりも小となったのは、UV 照射によってトリコームの形成が促

進されたことで、蓄積空洞に PA などの二次代謝物質が十分に蓄積されていないトリコーム

が多かったことが一因である可能性がある。 

以上より、PA 濃度を増加させるには展開開始後 0－3 日の UV-B 照射が効果的であると

考えられ、展開開始後 0－3 日の UV-B 照射は、個葉あたりのトリコーム数およびトリコーム

体積を増加させると考えられた。ただし、P0-3の UV-B照射終了日から 3日目（展開開始後

6日）には PA濃度に処理区間差はみられなくなることから、展開開始後 0－3日に UV-B照

射した場合は UV照射終了後速やかに収穫する必要があると考えられた。 

RA 濃度は展開開始後 3－9 日で、P3-6 の RA 濃度は展開開始後 9 日で Control よりも

大となったが、いずれの処理でも展開開始後 12 日では Control と同等の濃度となった。RA

濃度は展開開始後 12 日で最大となるため、濃度が低い展開初期ほど UV 照射による濃度

の増加が顕著だったと考えられた。また、UV 照射終了後は展開開始後 0－3 日で照射した

場合は 6 日、展開開始後 3－6 日で照射した場合は 3 日、濃度が高い状態が維持されるこ

とが示された。RA はフェニルプロパノイド類に分類され、フェニルプロパノイド生合成経路で

生合成される化合物である（Fig. 1.2）。フェニルプロパノイド生合成経路の最上流の反応で

は、フェニルアラニンアンモニアリアーゼ（PAL）によってフェニルアラニンからケイヒ酸が生合

成される。PAL の活性は様々な環境要因によって制御されており、低栄養条件や傷害によ

ってPALをコードしている遺伝子の発現が高まることが報告されている（桜井ら、2008）。PAL

の発現量は、UV照射でも増加することが報告されている（Li et al., 1993）。また、これまでに

シソ科のムラサキにおいてエリシター（高等植物の組織もしくは培養細胞に生体防御反応を

誘導する物質）応答による RA 生合成酵素の活性が調べられており、特に CYP98A6 の活

性が上昇するとRA生合成が促進されることが報告されている（Matsuno et al., 2002）。UV照

射と CYP98A6をコードする遺伝子である CYP98A6 との関連は明らかにされていないが、バ

ジルの CYP98A6は白色 FLを 100 µmol m-2 s-1で 24 h連続照射すると、同じ光強度の青色

FL および赤色 FL を 24 h 連続照射した場合よりも発現レベルが高くなることから（庄子、

2010）、CYP98A6 は光環境に影響を受けると考えられる。よって、本試験においては UV 照
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射で CYP98A6の発現量が増加し、RA濃度が増加した可能性がある。 

他方、フラボノイドである LU や ANT は UV 照射によって濃度が変化しないまたは低下

する傾向がみられた。LU については蓄積場所が不明だが、アカジソの ANT については葉

の表皮細胞で生合成・蓄積されることが報告されている（Saito and Yamazaki, 2002）。フラボ

ノイドは UV や青色など短波長の光を吸収するものが多く、これらの光が葉の内部に多く入

射するのを防いでいると考えられている。 

既往の研究では、抗酸化能を持つ二次代謝物質の濃度は青色光や UV 照射によって増

加することが多く報告されている（Jansen et al., 1998; Rozema et al., 1997）。例えば、レタスの

ANTは青色光割合の多い光源での栽培（Li and Kubota, 2009; 庄子ら, 2010）や UV照射

（Tsormpatsidis et al., 2008）によって増加することが報告されている。また、レタスの ANT生

合成酵素であるカルコンシンターゼ（CHS）や UDPグルコース-フラボノイド 3-O-グルコシルト

ランスフェラーゼ（UFGT）をコードする遺伝子の発現レベルが UV-B 照射で高まることが報

告されている（Goto et al., 2016）。 

他方、アカジソの ANT濃度は、UV-B照射によって低下する例が多く報告されている。例

えば、播種後 28 日目のアカジソに 0.21 または 0.88 W m-2の UV-B を明期中（16 h d-1）21

日間照射したところ、いずれの強度でも UV 照射を行わない場合よりも ANT 濃度が低下し

たこと（Nishimura et al., 2008）や、0.24 W m-2の UV-B照射を第 3節のアカジソ葉に 7日間

照射した場合にも ANT 濃度が低下したこと（Ota et al., 2017）が報告されている。本試験で

の UV照射条件とアカジソの ANT濃度が低下した既往の研究（Nishimura et al., 2009; Ota 

et al., 2017）とを比較すると、UV強度は本試験で最も高く、積算 UV照射量は Nishimura ら

（2009）の 0.88 W m-2で 21日間照射した条件が最大で、Ota ら（2017）の条件が最小であっ

た。このため、本試験においても ANTは UV-Bによって分解されていた可能性がある。これ

らより、本試験の UV-B 照射条件では ANT の生合成促進と分解がどちらも引き起こされた

可能性があると考えられた。しかし、本試験の分析方法では、サンプリング時の ANTの蓄積

量のみを調査しているため、UV-B照射が ANTの生合成に及ぼす影響は不明である。 

以上より、ピーク波長 310 nmの UV波長を持つ光源で展開開始後 0－3日に UV-Bを照

射し、照射終了後速やかに収穫することで、生育抑制を伴わずに PA および RA の濃度が

高い葉を得られることが示された。よって、3日間のUV照射後、一部収穫で最上位節から 2

節程度収穫することで PA および RA 濃度が高い葉を収穫できると考えられた。また、本試

験で用いたアカジソは気温 25/20 °Cの条件下で 6日ごとに 1節出葉し、本試験の UV照射
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条件では、生育は抑制されなかった。このため、最上位節の葉が展開 3 日程度の時に最上

位節から 2節収穫する場合、収穫から次の収穫まで 15日程度空ける必要があり、収穫前 3

日間の UV 照射を行う場合、次の収穫までは 12 日間 UV 照射を休止することができる。既

往の研究ではアカジソの生育は長期間の UV 照射で抑制されることが報告されているため

（Nishimura et al., 2009）、最上位節を収穫する一部収穫を用い、UV照射を断続的に行い、

一定期間、適時に収穫を行うことで PA および RA 濃度の高い葉を効率的に生産できる可

能性が示された。 
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3.3 【試験 3–2】 長期的な UV照射 

3.3.1 目的 

【試験3–1】より、3日間の短期的なUV照射で展開開始後3日の葉のPAおよびRA濃度が

一時的に増加するものの、展開開始後6日以降の葉のPAおよびRA濃度は増加しないこと

が示された。この理由として、PAに関してはトリコームの数は葉の展開のごく初期に決まって

おり、短期的なUV照射ではトリコーム数決定の時期にUV照射を行えていない可能性が考

えられた。シロイヌナズナでは、葉内にROSを人為的に発生させた場合、処理時に展開初

期だった葉のみでトリコームの形成が促進されることが報告されている（Nagata et al., 1999）。

このため、トリコームの形成を促進するためには葉の展開初期にUVなどの環境ストレスを与

える必要があると考えられる。 

そこで本試験では、湛液水耕栽培に移植直後から30日間UVを照射し、UV照射中に展

開を始めた葉の生育および生理活性物質の濃度に及ぼす影響を経日的に調査した。既往

の研究ではアカジソに21日間UV照射（0.21または0.88 W m-2）を明期（16 h d-1）中に16 h行

った場合、生育が抑制され、ANT濃度が低下したことが報告されている（Nishimura et al., 

2009）。このため、UV強度を0.21または0.88 W m-2よりも低く設定する、または1日の照射時

間を短くする必要があると考えられた。アカジソと同じシソ科である二ホンハッカでは、2 hの

UV照射を行う時間帯を明期開始直後、明期中間（16 h明期で明期開始後8－9 h）、暗期開

始前に変えたところ、暗期開始前にUV照射を行った場合のみ葉に障害がみられたことが報

告されている（伊藤, 2009 卒論）。このため、暗期終了前のUV照射を行わないことで葉の障

害や生育抑制を回避できる可能性がある。そこで、【試験3–2】ではUV照射の時間を8 hに短

縮し、明期の中間または暗期にUV照射を行った。 

 

3.3.2 材料および方法 

3.3.2.1 供試材料および栽培方法 

供試材料は、（独）国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所から購入したチリメン

アカジソ（Perilla frutescens (L.) Britton var. acuta Kudo f.crispa Makino, 登録番号: 0657-

79T）とした。種子を 24 h水道水に浸漬させ、十分に給水させたウレタンスポンジに播種した。

播種面に湿らせた紙タオルおよびラップを被せ、7 日間白色蛍光灯（FHF32-EX-N-H, パナ

ソニック（株））の下に置いた。播種後 21 日目に湛液水耕装置（容量 13.6 L (54.4×38.4×6.5 

cm)、）に 56 株ずつ移植し、エアポンプを用いてエアレーションを行った。培養液には、OAT
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ハウスA処方 1/4単位（OATアグリオ（株））を用いた。培養液は湛液水耕装置に 10 L入れ、

2 日おきに追液した。培養液の全量更新は 2 週間ごとに行った。栽培中の光源には白色蛍

光灯（FHF32-EX-N-H, パナソニック（株））を用い、環境条件は 2.2.1 と同様とした（Table 

2.1）。 

 

3.3.2.2 処理区 

UV照射は、たん液水耕装置への移植日である播種後21日から開始した。本試験では、

第3節以上の節の葉は展開開始日よりも前からUVが照射されており、いずれの節位でも葉

の展開初期からUVが照射されていた。UV光源には【試験3-1】と同様にUV-B蛍光灯

（TL20W/01RS, Phillips Co., Inc.、ピーク波長: 310 nm）を用いた（Fig. 3.1）。 

処理区は、UV照射時間帯を明期開始後4–12 hとしたUV_L、暗期開始後0–8 hとした

UV_D、照射を行わないControlとした。UV照射区（UV_LおよびUV_D）のUV-B光源からの

UV強度は栽培面上で1.0 W m-2に設定し、栽培面上でのUV強度のばらつきは設定値の

±10%以内になるように調整した。 

 

3.3.2.3 測定および算定項目 

調査は、試験開始後6日から試験開始後30日まで6日ごとに5回行った。測定項目は、部

位別の生体重、乾物重、節位別の生理活性物質濃度および株あたりの含有量とした。ただ

し、生理活性物質の濃度については処理開始後30日のみ調査を行い、株あたりの含有量

については第3－第6節葉の合計とした。生理活性物質の分析対象葉は第3節葉以上をとし、

それぞれの節についている2葉のうち片方を分析に、もう片方を乾物重の測定に用いた。 

各測定日における調査株は6株とし、各生理活性物質の分析方法および乾物重あたりの

濃度の算定方法については、2.2.4と同様とした。 
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3.3.3 結果 

3.3.3.1 生育 

株あたりの総乾物重（Fig. 3.10 (a)）および地上部の乾物重（Fig. 3.10 (b)）は、照射開始後

12日から24日までUV_DがUV_LおよびControlよりも大となる傾向がみられ、特に照射開始

後18日ではUV_DでControlよりも有意に大となった。根の乾物重は、照射開始後12日から

24日までUV_DがUV_LおよびControlよりも大となる傾向がみられ、特に照射開始後18およ

び24日ではUV_DでControlよりも有意に大となった（Fig. 3.10 (c)）。主枝葉（Fig. 3.11 (a)）、

主茎（Fig. 3.11 (b)）、側枝（Fig. 3.11 (c)）の乾物重はいずれも照射開始後18および24日に

UV_DでControlよりも大となる傾向がみられ、主枝葉および主茎は、照射開始後18日で、根

は照射開始18および24日でUV_DがControlよりも有意に大となった。しかし、いずれの部位

の乾物重も照射開始後30日では、処理区間に差はみられなかった。 

節位ごとの葉の乾物重は、UV照射開始時に展開が完了していた第1および第2節葉では

処理区間に差はなかった（Fig. 3.12 (a) and (b)）。他方、UV照射開始後に展開を始めた第3

節葉（Fig. 3.12 (c)）および第4節葉（Fig. 3.12 (d)）の乾物重は、照射開始後18および24日に

UV_DでControlよりも大となる傾向がみられ、特に照射開始後18日の第4節葉では、UV_D

がControlよりも有意に大となった。第3および第4節葉の乾物重については、照射開始後30

日では処理区間の差はなかった。第5節葉（Fig. 3.12 (e)）および第6節葉（Fig. 3.12 (f)）の乾

物重は、照射日数によらず処理区間で差はなかった。処理終了時の主枝葉の総乾物重は、

処理区間で差はなく、処理によらず第3、第4および第5節が第1、第2および第6節よりも大と

なり、主枝葉の総乾物重の90%以上を第3－6節葉が占めていた（Fig. 3.13）。 

 

3.3.3.2 生理活性物質 

ペリルアルデヒド（PA） 

UV照射開始後 30日の PA濃度は、UV照射の有無や UV照射時間帯によらず、最も展

開後日数が小さい第 6節葉で最大となり、節位が低いほど小となった（Fig. 3.14 (a)）。PA濃

度を処理区間で比較すると、いずれの節位でも処理区間の差はみられず（Fig. 3.14 (a)）、株

あたりの PA含有量にも処理区間の差はなかった（Fig. 3.14 (b)）。 

 

ロズマリン酸（RA） 

UV 照射開始後 30 日の RA 濃度は、UV 照射の有無や UV 照射時間帯によらず、最も
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展開後日数が小さい第 6節葉で最小となり、節位が高いほど大となった（Fig. 3.15 (a)）。RA

濃度を処理区間で比較すると、第 3－5 節葉では Control、UV_L、UV_D の順に小となり、

第 6 節葉では UV_D でその他の区よりも小となる傾向がみられた。また、株あたりの RA 含

有量は、Control、UV_L、UV_Dの順に小となった（Fig. 3.15 (b)）。 

 

ルテオリン（LU） 

UV 照射開始後 30 日の LU 濃度は、Control および UV_L では最も展開後日数が小さ

い第 6節葉で最大で、節位が低いほど小となり、UV_Dでは節位によらず一定の濃度となっ

た（Fig. 3.16 (a)）。LU濃度を処理区間で比較すると、第 3－4節では UV_Dで Controlおよ

び UV_L よりも大となり、第 5－6 節葉では Control で UV 照射区よりも大となる傾向がみら

れた。特に、第 4 節葉では、UV_D が UV_L よりも有意に大となった。また、株あたりの LU

含有量は、UV_Lが Controlおよび UV_D よりも小となる傾向がみられた（Fig. 3.16 (b)）。 

 

アントシアニン（ANT） 

UV照射開始後 30日の ANT濃度は、Controlおよび UV_Dでは節位によらず処理区間

の差はなく、UV_L では節位が高いほど小となる傾向がみられた（Fig. 3.17 (a)）。ANT 濃度

を処理区間で比較すると、第 4 節葉では処理区間の差はなく、その他の節位では UV 照射

区で Control よりも小となる傾向がみられた。また、株あたりの ANT 含有量は処理区間で差

はみられなかった（Fig. 3.17 (b)）。 
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Fig. 3.10 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the total dry 

weight of whole plant (a), dry weight of the above ground parts (b), and dry weight of the root 

(c) of red perilla plants. The UV-B intensity was set at 1.0 W m-2, and the duration of UV 

irradiation was 8 h. Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate significant 

differences among the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

 

 

Fig. 3.11 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the dry weight 

of leaves (a) and stem (b) of the main shoot and the dry weight of lateral shoots (c) of red perilla 

plants. The UV-B intensity was set at 1.0 W m-2, and the duration of UV irradiation was 8 h. 

Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate significant differences among the 

treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 
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Fig. 3.12 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the dry weights 

of leaves by node, 1st (a), 2nd (b), 3rd (c), 4th (d), 5th (e), and 6th (f)) node, of the main shoot 

of red perilla plants. The UV-B intensity was set at 1.0 W m-2, and the duration of UV irradiation 

was 8 h. Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate significant differences 

among the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3.13 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the dry weight 

of leaves of the main shoot. The UV-B intensity was set at 1.0 W m-2, and the duration of UV 

irradiation was 8 h. Vertical bars indicate SE (n = 6).  
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Fig. 3.14 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the 

concentration (a) and content (b) of perillaldehyde (PA) in red perilla plants. The UV-B intensity 

was set at 1.0 W m-2, and the duration of UV irradiation was 8 h. Vertical bars indicate SE (n = 

6).  

 

 

Fig. 3.15 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the 

concentration (a) and content (b) of rosmarinic acid (RA) in red perilla plants. The UV-B 

intensity was set at 1.0 W m-2, and the duration of UV irradiation was 8 h. Vertical bars indicate 

SE (n = 6). 
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Fig. 3.16 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the 

concentration (a) and content (b) of luteolin (LU) in red perilla plants. The UV-B intensity was 

set at 1.0 W m-2, and the duration of UV irradiation was 8 h. Vertical bars indicate SE (n = 6). 

 

 

Fig. 3.17 Effects of UV-B irradiation period (light [UV_L] or dark [UV_D]) on the 

concentration (a) and content (b) of anthocyanin (ANT) (calculated as cyanidin-3-glucoside 

(C3G) equivalent) in red perilla plants. The UV-B intensity was set at 1.0 W m-2, and the 

duration of UV irradiation was 8 h. Vertical bars indicate SE (n = 4). 
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3.3.4 考察 

本試験では、照射開始後24日までは暗期のUV照射により主枝の葉と茎の生育が促進さ

れ、総乾物重が増加した。節位別の葉の乾物重でみると、特に第3および第4節葉の乾物重

の増加が促進されることが示された。本試験で用いたUV光源にはUV-Bの他に微量の可視

光を含んでいた（UV強度が1.0 W m-2のとき、PPFD 0.6 µmol m-2 s-1程度）ため、暗期にUV-

Bを照射したUV_Dでは暗期中にUVだけでなく微量の可視光も照射されていた。そ菜類で

は、温室で高圧ナトリウムランプを用いて、PPFD 32.6 µmol m-2 s-1で24日間、暗期に補光を

行った場合、生育が促進されることが報告されている（福田ら, 2000）。よって、本試験でも

UV光源の可視光によって暗期が中断されたことで、ControlよりもUV_Dで生育が促進され

た可能性がある。また、UV照射区ではANT濃度が低下する傾向がみられた。ANTは表皮

細胞に蓄積され、緑色光および青色光を吸収する。このため、緑色光および青色光が多く

含まれる光源下でANT濃度の高い植物を栽培する場合、照射された光は葉の表皮でANT

によって吸収され、葉の内部にある葉緑体に到達する光が少なくなる。既往の研究におい

て、アカジソの光合成速度や生育が同じPPFDの光を照射した場合でも光源の赤色光の割

合が高いほど大となるのは、赤色光はANTに吸収されないため葉緑体に到達する光が多い

ことが理由であると考えられている（Goto et al., 2012; 島野, 2016）。本試験においては、明

期光源に青色光と緑色光を含む白色蛍光灯を用いているため、ANT濃度が低かったUV照

射区ではControlよりも葉緑体に到達する光の量が多くなり、生育が促進された可能性があ

る。 

UV照射開始後30日ではControlとUV区で生育が同程度となった。既往の研究ではアカ

ジソに明期中（16 h d-1）21日間、UVを照射した場合、生育が抑制された（Nishimura et al., 

2009）という報告があるため、本試験においてもUVの照射期間が長くなることで生育が抑制

されたと考えられた。 

長期 UV照射では、PA 濃度は節位によらず増加しなかった。本試験の仮説では、UV照

射によって葉内のROSの発生量が増加し、トリコームの形成が促進されると考えたが、PA濃

度は増加しなかったため、長期 UV 照射はトリコームの密度や体積、PA の生合成に影響を

及ぼさないと考えられた。この理由として、本試験条件では、短期UV照射よりも照射強度が

低く、1 日あたりの照射時間も短いため、細胞内の ROS 濃度がトリコームの形成や PA の生

合成を促進するほど増加しなかったことが考えられた。また、バジルではUV-B照射によって

トリコーム体積は増加するもの、破裂したトリコームの数も増加することが報告されている
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（Ioannidis et al., 2002）。このため、本試験においても破裂したトリコームの数は UV 照射区

で Control よりも大となり、処理区間で差が見られなかった可能性がある。 

第 3および第 4節葉の RA濃度は UV_Dで Control よりも低くなった。このため、暗期の

UV 照射では RA が分解または生合成が抑制されている可能性があると考えられた。他方、

第 3および第 4節葉の LU濃度は UV_Dで Controlおよび UV_L よりも高くなった。これら

のことから、UV の照射時間帯によってそれぞれの生理活性物質の蓄積に及ぼす影響は異

なることが示された。 

以上より、長期の UV 照射では生育は抑制されないものの、PA 濃度は UV 照射区と UV

無照射で同程度となること、RA については第 3－4 節で、ANT については節位によらず濃

度が低下することが示された。LU については、暗期の UV 照射によって第 3－4 節葉の濃

度がUV無照射よりも高くなるものの、第 5－6節葉の濃度はUV無照射よりも低くなり、株あ

たりの含有量としてはいずれも同程度となることが示された。これらより、長期の UV 照射は

収穫部位全体の生理活性物質の濃度や含有量を増加させることができないため、生理活

性物質の効率生産には不適であると考えられた。 
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3.4 UV照射を用いた栽培での生理活性物質生産に必要な消費電力量の試算 

3.4.1 目的 

【試験 3–1】からアカジソの生理活性物質濃度を増加させるには 3日間の UV照射が適し

ていると考えられ、3日間、3 W m-2で明期中（16 h d-1）に UV照射を行い、最上位節（葉身

長 3–5 cm）を一部収穫することで PAおよび RA濃度が高い葉を収穫できると考えられた。 

既往の研究では、閉鎖型施設における苗や葉菜類の生産についてエネルギーや消費電

力量の試算が行われている（谷村ら, 1991; 大山ら, 2000; 大山ら, 2001; 西村ら, 2001; 横

井ら, 2003）。また、ミラクリン生合成遺伝子が導入された組換えトマト（Kato et al., 2011）や、

ヒトアディポネクチンまたはウシ α-ラクトアルブミン生合成遺伝子が導入された組換えイチゴ

（吉田, 2013）について、それぞれ有用物質生産に必要なエネルギーや消費電力量を試算

した例が報告されている。 

現在アカジソは主に露地栽培で大きく育てた株を年に 1回、全体収穫することで生産され

ており、施設栽培への移行を想定した場合、販売価格や生産コスト面から人工光型植物工

場への移行は考えにくい。そこで、本節ではまず、温室でアカジソ葉を生産することを想定

し、UV 照射を行い、最上位節の一部収穫を繰り返す場合に、生理活性物質を生産するた

めに必要な消費電力量を試算した。 
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3.4.2 材料および方法 

3.4.2.1 栽培施設 

本研究では、実際に温室での栽培を行っていないため、温室の環境制御に必要な消費

電力量については、本研究グループで温室内の気温制御に必要な資源エネルギー量を試

算した Goto ら（2017）の報告にある暖房負荷、夜間冷房負荷、日中の細霧冷房に使用する

水量のデータを利用した。同論文では、温室内でのトマト栽培を想定し、環境シミュレーショ

ンソフトを用いて屋外気象データから温室内気温を推定し、世界数カ国でのシミュレーショ

ン結果について報告している。本試算では、その中で日本の茨城県つくば市を想定して行

ったシミュレーション結果を基にした（Table 3.1）。このシミュレーションでは、温室内の冷房に

ついて、日中は細霧冷房（気温 28 °C 以上かつ相対湿度 90%以下で稼働）、夜間はヒート

ポンプ（気温 25 °C 以上で稼働）で行い、暖房（15°C 以下で稼働）について、ヒートポンプ、

重油、LPガス、木質ペレットを使用した場合に必要な資源・エネルギー量を試算している。 

本試算では、温室内の冷房については Goto ら（2017）と同様に日中は細霧冷房、夜間は

ヒートポンプを使用すること想定し、暖房についてはヒートポンプを用いることを想定した。な

お、本試算で想定した温室の大きさについては、同論文に準じ、間口 8 m、奥行き 21 m、軒

高 3.5 m、棟高 4.5 m、平均高さ 4 m、総床面積 168 m2の南北棟温室とした。 

 

3.4.2.2 栽培方法 

現在、アカジソの生産を温室で行っている例はないため、畝幅や定植方法などについて

は温室での周年栽培が行われているアオジソ（アカジソの成分変種）の栽培方法（岡, 2004）

を参考に設定した。アオジソの栽培では、本舗への植え付けは畝幅 1.2 m（植え床 0.8 m、通

路 0.4 m）、条間 0.4 mの 2条植え、株間 0.15 mの 1株 1本植えである。 

本試算では、培地として土壌や固形培地を用いず、培養液のみを利用するたん液水耕

栽培を想定し、栽培ベンチ上に苗を上述した定植方法で定植すると仮定した。栽培ベンチ

の幅、その幅と合わせた通路の幅を上述した植え床、畝幅と同一と仮定した。すなわち、栽

培ベンチの幅は 0.8 m とし、長さ 18 m、深さ 0.1 m と仮定した（Fig. 3.18）。温室の東西にそ

れぞれ 0.4 m、南北にそれぞれ 1 mの通路を設け、南北方向に長い栽培ベンチを 6列設置

することを想定した。この場合、栽培ベンチ 1 列に定植される苗の数は 240 株で、温室全体

では 1440株と想定される。植物が定植されている面積は 86.4 m2である。 
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3.4.2.2 収穫方法 

 本試算では、アカジソの最上位節が展開開始後 0－3日にUV照射し、UV照射終了日に

最上位節を収穫することを想定した。節の発生速度は 6 日に 1 節であることから、UV 照射

終了日の 3日後に次の節が発生することになる。アカジソを周年生産するためには発生した

すべての葉を収穫せずに、光合成を行う葉を残す必要があるため、以下のような収穫間隔

を想定した。 

 

（ケース 1） 2節発生したうちの 1節を収穫・・・12日で 1回収穫（30.4回/年） 

（ケース 2） 4節発生したうちの 3節を収穫・・・24日で 3回収穫（45.6回/年） 

 

3.4.2.3 温室 1棟の年間の総消費電力量 

本試算の式で用いた記号の一覧表を Table 3.2に示した。上述のように、Gotoら（2017）は

暖房および夜間の冷房にヒートポンプを用い、日中は細霧冷房および換気により、温室内

気温の制御を行う場合の資源・エネルギー量の試算をしている。本試算でも同様の環境制

御を行うと想定した。加えて、アカジソは短日植物であるため、短日条件になる 8月下旬から

4上旬に電照を行うことを想定した。これらを基準として、さらに、UV照射を行うことを想定す

ると、温室 1 棟の年間の総消費電力量（W［kWh］）は、年間のヒートポンプ（WHP［kWh］）、細

霧冷房（WFC［kWh］）、電照（WL［kWh］）、UV 照射（WUV［kWh］）の消費電力量の和として、

以下の式（1）で表される。 

 

W ＝ WHP + WFC + WL + WUV                   式（1）             

 

なお、照明器具から射出される光エネルギーは、植物や壁面に吸収さた後、光合成で化

学エネルギーに固定される（約 1%程度）ものを除き、熱エネルギーに変換される。また、光

に変換されなかった電力は熱エネルギーとして温室内に放出される。そのため、照明器具

（本試算の想定では電照光源および UV光源）により消費された電力のほとんどは熱エネル

ギーに変換される。この熱エネルギーが放出された時間帯が、暖房を行っている時間帯で

あれば暖房負荷を減少させ、冷房を行っている時間帯であれば冷房負荷を増加させる。し

かし、本試算ではすでに温室 1棟の年間の気温制御に必要な資源・エネルギー量を試算し

ている結果を引用しているため、これら照明からの熱エネルギーが放出された場合、気温制
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御に必要な資源・エネルギー量にどの程度影響を及ぼすかは不明である。そのため、本試

算では照明（電照光源および UV 光源）から温室内に放出される熱エネルギーについては

考慮しないこととした。以下にそれぞれの項目の試算方法について述べる。 

 

ヒートポンプの消費電力量（WHP） 

温室 1棟の年間のヒートポンプの消費電力量（WHP［kWh］）は、温室 1棟の年間の暖房負

荷（QHeating［kJ］）および夜間冷房の冷房負荷（QCooling［kJ］）の和を、ヒートポンプの成績係数

（Coeficcient of performance: COP）で除して、以下の式（2）より求められる。 

 

WHP = (QHeating + QCooling) /COP / 3600               式（2）             

 

ここで、QHeatingおよび QCooling は、上述した Goto ら（2017）の値（Table 3.1）、QHeating 133000 

MJ、QCooling 5360 MJを用いた。また、ヒートポンプの COPを 3.0一定として、計算した結果、

WHP は 12811.1 kWh であった。なお、COP とは、ヒートポンプが単位時間あたりに吸収また

は発生する熱量とそのために入力した電力との比である（大山ら, 1998）。 

 

細霧冷房の消費電力量（WFC） 

温室 1棟の年間の細霧冷房の消費電力量（WFC［kWh］）は、温室 1棟の細霧冷房装置の

消費電力（PFC）に年間稼働時間を乗じて求められる。細霧冷房装置の年間稼働時間は、年

間で細霧冷房に使用した水量（F［kg］）を、細霧冷房装置の噴霧速度（υ［kg m-2 h-1］）と温室

の総床面積（ATotal［m2］）で除して求められる。よって、WFCは以下の式（3）より求められる。 

 

WFC = PFC ・ F / ( υ ・ ATotal)                    式（3）             

 

ここで Fは、上述した Goto ら（2017）の値を用い、15369 kg とした。また、細霧冷房の能力

は千葉大学園芸学研究科の実験圃場に設置してある細霧冷房装置を参考にし、PFC は0.3 

kW、υ は 1.68 kg m-2 h-1 と仮定した。想定した温室の ATotalは 168 m2であるため、WFCは

16.3 kWhであった。 

 

電照の消費電力量（WL） 



 68 

温室 1 棟の年間の電照の消費電力量（WL［kWh］）は、1 灯あたりの電照光源の消費電力

（PL［kW］）、温室 1 棟あたりの電照光源の設置数（NL）、年間の電照光源の点灯時間（tL）を

用いて以下の式（4）より求められる。 

 

WL = PL ・ NL ・ tL                               式（4）             

 

一般的なアオジソ栽培では、8 月下旬から 4 月上旬で夜間に 3－4 h の電照が行われて

おり、電照設備としては、40–100 W の白熱電球が利用され、10a （1000 m2）あたり 50–100

個設置（0.05–0.1個 m-2）される（川田ら, 1996）。本試算では、PLを 0.1 kW、NLを 5灯（苗を

定植した面積（86.4 m2）を分母にして、単位面積あたり約 0.06 個 m-2）と想定した。また、ｔL

は 636 h（1年あたり 212日、1日 3 時間点灯）と想定した結果、WLは 318 kWhであった。 

 

UV照射の消費電力量（WUV） 

温室 1 棟の年間の UV 照射の消費電力量（WUV［kWh］）は、WL と同様に以下の式（5）よ

り求められる。 

 

WUV = PUV ・ NL ・ tUV                           式（5）             

 

ここで、UV光源には、【試験 3–1】で使用した UV蛍光灯（TL20W/01RS, Phillips Co., Inc.）

を用いることとし、Puvを 0.023 kW（実測値）、NLを 87灯（苗を定植した面積（86.4 m2）を分母

にして、単位面積あたり約 1 個 m-2）とした。なお、NLは【試験 3-1】での単位面積あたりの設

置灯数（2.6個 m-2）と遮光率（50%）から決定した。1日あたりの UV照射時間は 16 h とし、1

年あたりの収穫回数（ケース 1、2）に応じて、それぞれ 91.2 日、146.1日とした。 すなわち、

tLはそれぞれ 1460.8 h、2190.4 h とした。 

 

3.4.2.4 生理活性物質の収量および生産に必要な消費電力量 

温室 1棟の 1年あたりの生理活性物質（PA、RA、LU、ANT）の収量（Y［mg］）は、収穫葉

の生理活性物質（PA、RA、LU、ANT）の濃度（C［mg g-1DW］）、温室 1 棟での収穫 1 回あ

たりの葉の収量（L［g］）、収穫回数（H）を用い、以下の式（6）より求めた。 
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Y = C ・ L ・ H                             式（6）            

 

ここで、Cは【試験 3–1】のデータ（2回の試験の平均値）を用いた（Table 3.3）。また、Lは、

1 株あたりの葉の収量（【試験 3–1】のデータを引用）に想定した温室 1 棟あたりの定植株数

（1440株）を乗じて求め、UV照射の有無によらず 43.2 g とした。さらに、温室 1棟の 1年あ

たりの葉の収量は、Lにケース 1、2の Hを乗じて求めた。その結果、温室 1棟の 1年あたり

の葉の収量は、ケース 1で 1313.3 g、ケース 2で 1969.9 gであった。 

本試算では、それぞれのケースにおいて、温室 1 棟の 1 年あたりの消費電力量（W）を Y

で除して、生理活性物質 1 mg生産するために必要な消費電力量（E［kWh mg-1］）を以下の

式（7）より求めた。 

 

E = W / Y                                 式（7）             

        

 

 

  



 70 

Table 3.1 Overview of the simulation results (Tsukuba, Japan, Goto et al., 2017). 

The total heating load (Qheating [kJ]) and cooling load in night time (Qcooling [kJ]) were used for 

the test calculation of electric power consumption (EPC) of heat pump of annual cultivation in 

a greenhouse (WHP [kWh]). The total water required for fogging was used for the test calculation 

of EPC for fog cooling of annual cultivation in a greenhouse (WFC [kWh]). 

 

Fig. 3.18 The layout of an assumed greenhouse in a trial calculation of cultivation of red perilla 

plants. 

  

Month

Anbient weather Estimated Estimated requirement

Solar radiation

(kJ m-2)

Air temp.

( C)

R.H. 

(%)

Wind 

speed

(m s-1)

Air temp.

( C)

R.H. 

(%)

Heating load

(kJ month-1)

Cooling load in night 

time

(kJ month-1)

Water required for 

fogging

(kg month-1)

1 3.02E+05 2.0 67 2.20 16.8 31 3.44E+07 0.00E+00 0

2 3.29E+05 2.8 68 2.50 17.1 32 2.75E+07 0.00E+00 0

3 4.47E+05 6.1 69 2.60 17.8 36 1.98E+07 0.00E+00 0

4 4.77E+05 11.8 75 2.80 19.2 50 6.76E+06 0.00E+00 0

5 5.65E+05 16.6 77 2.60 21.5 57 1.33E+06 7.91E+04 115

6 4.74E+05 19.7 83 2.50 23.2 67 9.24E+04 3.81E+05 343

7 4.93E+05 23.6 83 2.20 25.1 76 2.76E+03 1.67E+06 5306

8 5.30E+05 25.5 82 2.50 25.9 80 0.00E+00 2.62E+06 8301

9 3.76E+05 21.1 83 2.30 23.9 71 3.10E+04 6.22E+05 1304

10 3.24E+05 15.2 80 2.10 20.0 61 2.51E+06 0.00E+00 0

11 2.64E+05 9.5 78 2.00 17.9 50 1.25E+07 0.00E+00 0

12 2.59E+05 4.1 73 2.00 16.8 38 2.80E+07 0.00E+00 0

Total 1.33E+08 5.36E+06 15369

8 m

21 m

1.2 m 0.8 m 18 m

Cultivation bench
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Table 3.2 Variables and its value used in the present calculation.  

*Values in this column are given as input data. Other values are calculated using equation (1)–

(8) with the input data. EPC indicated electric power consumption, and -UV and +UV indicated 

non-UV irradiation and UV irradiation condition, respectively. 

 

Table 3.3 Concentrations of bioactive compounds in 5th node leaves of red perilla (C), and yield 

of leaves in a greenhouse (L). 

These values were referred from results in 【Experiment 3–1】.  

 

  

C (mg g-1DW)
L (g) 

PA RA LU ANT

- UV 12.8 9.1 0.9 28.0 43.2

+UV 15.7 26.5 0.5 30.7 43.2

Symbol Variable name Equation Value* Unit

ATotal Floor area of greenhouse (3) 168 m2

C Concentration of bioactive compounds (5) Show Table3.2 mg g-1DW

E Electricity cost in production of bioactive compounds (7) kWh mg-1

F Water required for fogging (3) 15369 kg

H Annual harvesting frequency (6) 30.4, 48.6

NL Number of light source for lighting (4) 5

NUV Number of light source for UV irradiation (5) 87

PFC Power consumption for fog cooling (3) 0.3 kW

PL Power consumption for lighting (4) 0.1 kW

PUV Power consumption for UV irradiation (5) 0.023 kW

QCooling Cooling load (2) 1.33E+08 kJ

QHeating Heating load (2) 5.36E+06 kJ

tL Annual hours of lighting (4) 636 h

tUV Annual hours of UV irradiation (5) 1460.8, 2190.4 h 

W Total EPC of greenhouse (1), (7) kWh

WFC Total EPC of fogg cooling (1), (3) 16.3 kWh

WHP Total EPC of heat pump (1), (2) 12811 kWh

WL Total EPC of lighting (1), (4) 318 kWh

WUV Total EPC of UV irradiation (1), (5), (8) kWh

Y Yield of bioactive compounds (6), (7), (8) mg

L Yield of leaf (6) 43.2 g

υ Fogging velocity (3) 1.68 g m-2 h-1
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3.4.3 結果 

温室 1棟の年間の総消費電力量（W）は、UV照射を行わない場合（—UV）、13145.4 kWh

であり、UV 照射を行う場合（＋UV）、ケース 1 では 16065.3 kWh、ケース 2 では 17823.0 

kWh であった（Table 3.4）。W に占める温室 1 棟の年間の UV 照射の消費電力量（WUV）の

割合（WUV / W）は、ケース 1で 18.2%、ケース 2で 26.2%であった。 

温室 1 棟の 1 年あたりの PA、RA、ANT の収量（Y）は、いずれのケースでも＋UV が－

UV よも大となった（Table 3.5）。LUの Yについては、いずれのケースでも＋UVが—UV より

も小となった。 

生理活性物質 1 mg 生産するために必要な消費電力量（E）は、いずれの生理活性物質

についても UV 照射の有無によらず、ケース 2 でケース 1 よりも小となった（Table 3.6）。PA

の Eは、ケース 1では＋UV と－UVで同等であったが、ケース 2では－UVで＋UV よりも

大となった。RA の E は、いずれのケースでも＋UV が－UV よりも小となった。LU および

ANTの Eはいずれのケースでも＋UVが－UV よりも大となった。 

 

  



 73 

Table 3.4 Estimated electric power consumption (EPC [kWh]) of heat pump (WHP), fog cooling 

(WFC), lighting (WL) and UV irradiation (WUV) of annual cultivation in a greenhouse. 

WUV/W indicated percentages of WUV per W. –UV and +UV indicate no-UV irradiation and UV 

irradiation condition, respectively. Annual harvesting frequency in case 1 and 2 was assumed 

to be 30.4 and 48.6, respectively.  

 

Table 3.5 Estimated yield of bioactive compounds in red perilla of annual cultivation in a 

greenhouse (Y).  

–UV and +UV indicated no-UV irradiation and UV irradiation condition, respectively. Annual 

harvesting frequency in case 1 and 2 was assumed to be 30.4 and 48.6, respectively. 

 

Table 3.6 Electricity cost in production of bioactive compounds in red perilla of annual 

cultivation in a greenhouse (E).  

–UV and +UV indicated no-UV irradiation and UV irradiation condition, respectively. Annual 

harvesting frequency in case 1 and 2 was assumed to be 30.4 and 48.6, respectively.  

EPC (kWh)
WUV/W (%)

WHP WFC WL WUV W

-UV

12811.1 16.3 318

0000.0 13145.4 -

+UV
Case 1 2919.9 16065.3 18.2

Case 2 4677.5 17823.0 26.2

Case
Y (mg)

PA RA LU ANT

-UV
1 16810 11951 -1182 36772

2 26929 19145 -1893 58908

+UV
1 20618 34802 -0657 40318

2 33030 55752 -1052 64588

Case
E (kWh mg-1)

PA RA LU ANT

-UV
1 0.78 1.10 11.12 0.36

2 0.49 0.69 06.94 0.22

+UV
1 0.78 0.46 24.47 0.40

2 0.54 0.32 16.94 0.28
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3.4.4 考察 

本試算では、＋UV の温室 1 棟の年間の消費電力量は、最上位節の一部収穫を行う場

合、収穫間隔を 2節に 1節を収穫する場合（ケース 1）で 1.22倍、4節に 3節を収穫する場

合（ケース 2）で 1.36 倍であった。他方、＋UV の RA 濃度の収量はいずれの収穫間隔でも

約 2.9倍となり、増加した消費電力量に対して増加率は大となった。 

生理活性物質の収量（Y）を収穫間隔で比較すると、いずれの成分についても UV照射の

有無によらず 4 節に 3 節収穫する場合で 2 節に 1 節収穫する場合よりも大となった。また、

生理活性物質量（1 mg）を生産するために必要な消費電力量（E）については、RA では収

穫間隔によらず＋UV で－UV よりも小となり、その他の成分および収穫間隔については＋

UV と－UVで同等、または+UVで－UVよりも大となった。RAの Eについて収穫間隔で比

較すると、UV 照射を行い、4 節あたり 3 節収穫する場合で最小となった。また、本試算の範

囲では、収穫間隔によらず RA を 1 mg生産するために必要な消費電力量は UV照射を行

う場合で UV照射を行わない場合よりも小となることが示された。さらに、UV照射を行い、収

穫間隔を 4 節あたり 3 節にすることで最も少ない消費電力量で RA を生産することができる

と考えられた。 

これらより、本試算の範囲では、最上位節の繰り返し収穫を行う場合、収穫前に 3 日間の

UV 照射を行うことで PA、RA および ANT 収量が UV 照射を行わない場合よりも大となるこ

とが示された。さらに RAを 1 mg生産するために必要な消費電力量は、UV照射を行い、収

穫間隔を 4節あたり 3節とすることで最小となることが示された。 
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3.5 第 3章のまとめ 

短期の UV照射では、ピーク波長 310 nmの UV波長を持つ光源で展開開始後 0－3日

に UV-B を照射し、照射終了後に最上位節の一部収穫を行うことで、生育抑制を伴わずに

PAおよび RAの濃度が高い葉を得られることが示された。 

長期の UV照射では生育は抑制されないものの、PA濃度は UV照射区と UV無照射で

同程度となること、RA については第 3－4 節で、ANT については節位によらず濃度が低下

することが示された。LU については、暗期の UV 照射によって第 3－4 節葉の濃度が UV

無照射よりも高くなるものの、第 5－6 節葉の濃度は UV 無照射よりも低くなり、株あたりの含

有量としてはいずれも同程度となることが示された。これらより、長期の UV 照射は収穫部位

全体の生理活性物質の濃度や含有量を増加させることができないため、生理活性物質の効

率生産には不適であると考えられた。また、短期間の UV 照射を行う場合にも継続して UV

を照射せずに、UV照射を中断する必要があることが示唆された。 

これらのことから、3日間のUV照射後、一部収穫で最上位節を収穫することで PAおよび

RA 濃度が高い葉を収穫できると考えられた（【試験 3-1】）。さらに、【試験 3–1】の結果をもと

に、温室でアカジソの生産を行う際に環境制御にかかる費用を試算した。その結果、最上位

節の繰り返し収穫を行う場合、収穫前に 3日間のUV照射を行うことで PA、RAおよびANT

収量が UV 照射を行わない場合よりも大となることが示された。さらに RA を 1 mg 生産する

ために必要な消費電力量は、UV照射を行い、収穫間隔を 4節あたり 3 節とすることで最小

となることが示された。 

以上より、最上位節を収穫対象とする一部収穫を用い、UV 照射を断続的に行い、収穫

間隔を 4 節あたり 3 節とし、連続的に収穫を行うことで PA および RA 濃度の高い葉を効率

的に生産できる可能性が示された。ただし、【試験 3–2】では長期間の UV照射によって RA

濃度が低下したため、今後は断続的な照射がアカジソの生理活性物質に及ぼす影響につ

いても調査する必要があると考えられた。  



 76 

第 4章 低培養液温が生育および生理活性物質に及ぼす影響 

4.1 緒言 

植物の生理活性物質の濃度は、しばしば低温によって増加することが報告されている。

例えば、ANT 含有量が多いベニタデでは、明期のみ、または明期および暗期の気温を

10 °C または 15 °Cに制御することで ANT濃度が増加することが示されている（三浦・岩田, 

1983）。また、シロイヌナズナ（Leyva et al., 1995）およびトウモロコシ（Christie et al., 1994）で

は、フェニルプロパノイドおよびフラボノイド生合成経路の律速段階の酵素であるフェニルア

ラニンアンモニアリアーゼ（PAL）およびカルコン酸シンターゼ（CHS）をコードする遺伝子の

発現量は低気温（4 °C）で増加することが報告されている。アカジソの RA はフェニルプロパ

ノイド、LU および ANT はフラボノイドであることから、低気温はこれらの生理活性物質の生

合成を促進する可能性がある。さらに、レタスの水耕栽培では、PPFD 90－150 µmol m-2 s-1、

気温 16－18 °C の時、培養液温度を 13－14 °C に制御すると ANT 濃度が増加したことが

報告されている（Voipio and Autio, 1994）。他方、PA と一部同様の経路で生合成されるテル

ペンの例として、セイヨウオトギリソウの葉のベツリン酸濃度は気温を低くすることで（de Abreu 

and Mazzaferia, 2005）、ウラルカンゾウの根のグリチルリチン濃度は培養液温度を 10－15 °C

の低温にすることで（吉野, 2013 修論）増加することが報告されている。 

低気温下では、CO2 の取り込みが不十分になりやすいため、強光に曝されると活性酸素

種（ROS）による障害が起きやすい（桜井ら, 2008）。植物の体内で ROS が増大すると、ROS

を除去し傷害を抑制するために、抗酸化物質の生成が誘導される。また、地下部温度の低

下は吸水速度の低下による水分欠乏を引き起こし、植物は水ストレスに曝される。水ストレス

状態では、気孔が閉鎖することで CO2 の取り込み量が不十分となり、低気温下と同様に

ROS による障害が起こる。RA、LU および ANT は抗酸化物質であるため、低気温または低

培養液温によってこれらの成分が増加する可能性がある。 

さらに、温室や人工光型植物工場では、養液栽培を用いることが多いため、地下部の温

度を容易に制御でき、局所的な制御が可能である。気温についても、ダクトなどを使用する

ことで局所的な制御が可能である。局所的な温度制御では、施設内の全ての気温を制御す

るよりもコストを抑えることができる可能性があり、同じ施設内でも、同時期に温度制御を行う

区画と行わない区画を設けることができる。 

既往の研究では、培養液温のみを低くした場合には地上部の乾物重は低下しないことが

多く報告されており（Beauchamp and Lathwell, 1967; Cumbus and Nye, 1982）、食用のアカジ
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ソでは気温を 15 °C 以下にすると、6 日間の処理でも地上部の生育が抑制されることが示さ

れた（付録 2）。そこで本章では、培養液温（【試験 4–1】）がアカジソの生育および生理活性

物質濃度に及ぼす影響を調査し、生理活性物質の増加に効果があった培養液温条件で処

理の期間を検討した（【試験 4–2】）。さらに、植物が正常に生育すると考えられる気温範囲で、

異なる気温下での低培養液温度処理が生理活性物質の濃度に及ぼす影響を調査した

（【試験 4–3】）。これらの結果から、アカジソの効率生産のための低培養液温処理方法およ

び収穫方法を提案し、4.5 ではそれらの方法を用いて温室でアカジソの生産を行った場合

に、生理活性物質生産に必要な電力コストを試算した。 
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4.2 【試験 4-1】 培養液温 

4.2.1 目的 

食用アカジソでは気温が低いほど ANT濃度が増加するものの（付録 2, Fig. S2.2）、低気

温処理では生育が抑制されることが示された（付録 2, Table S2.1）。既往の研究では、地下

部温度を低くすることで多くの植物の生理活性物質の濃度が増加することが報告されており

（Voipio and Autio, 1994; Sakamoto and Suzuki, 2015）、培養液温のみを低くした場合には地

上部の乾物重は低下しないことが多く報告されている（Beauchamp and Lathwell, 1967; 

Cumbus and Nye, 1982）。食用アカジソでは低培養液温処理によって RAおよび ANT濃度

が増加し（付録 3, Figs. S3.2 and S3.4）、その際に地上部の生育は抑制されないことが示され

た（付録 3, Table S3.1）。そこで、本試験では地下部温度が薬用アカジソの生育および生理

活性物質の濃度に及ぼす影響を調査した。 

 

4.2.2 材料および方法 

4.2.2.1. 供試植物および生育条件 

供試材料は医薬基盤健康・栄養研究所から購入したアカジソ  [Perilla frutescens L. 

Britton var. acuta (Kudo) f. crispa (Makino), 0657-79T] とした。種子を水道水に 24 h浸漬

後、ウレタンスポンジ上に播種した。播種後、ウレタンスポンジを 7 日間白色蛍光灯下

（FHF32-EX-N-H, パナソニック（株））に置いた。播種後 18 日に 56 株を 13.6 L 容

（54.4×38.4×6.5 cm）の湛液水耕栽培装置に移植し、エアポンプを用いてエアレーションを行

った。培養液は 1/4 単位の OAT ハウス A 処方（OAT アグリオ（株））とした。移植前に約 10 

Lの培養液をコンテナに注ぎ、一日おきに新しい培養液を追加した。コンテナ内の全培養液

は 2 週間ごとに更新した。処理開始前は培養液温を制御しなかった。栽培中の光源には白

色蛍光灯を用い、環境条件は 2.2.1 と同様とした（Table 2.1）。 

 

4.2.2.2 処理区 

低培養液温処理は、第 5節葉が展開開始後 0－3日（播種後 39日）に開始した。本研究

の環境条件では、アカジソの 1 節葉は約 6 日ごとに展開したため、処理開始時の展開開始

後日数は、第 3 葉で 12－15 日（最大展開）、第 4 節葉で 6－9 日、第 5 節葉で 0－3 日で

あった。分析対象葉は、第 3、第 4、第 5 節葉と、処理開始時には展開を始めていなかった

第 6節葉とした。処理区の培養液温は 10、12、15 °C（低培養液温）、20 °C（Control）に設定
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し、6 日間その温度に維持した。処理期間中のコンテナ内の培養液量は 16 L とした。その

他の環境条件は 2.2.1 と同様とした（Table 2.1）。 

本研究では、培養液温の制御にはハンディークーラー（TRL-107NHF, トーマス科学（株））

および温度調節器（TC-107, トーマス科学（株））を用いた。さらに、培養液温を均一にする

ために水中ポンプを用い、エアポンプとエアストーンを用いてエアレーションを行った。 

 

4.2.2.3 生育調査 

生育調査は処理開始後 6日に行い、部位別の生体重と乾物重および主枝の葉面積を測

定した。本研究では、側枝は出芽直後で小さかったため、茎と葉を分けずに測定した。第 3

節葉以上の片方の葉は主要生理活性物質（PA、RA、LU、ANT）の分析に用い、もう一方の

葉は生体重と乾物重の測定に用いた。葉の含水率は、乾物重を生体重で除し、100（%）を

乗じた値（乾物率）を 100から減じて求めた。 

主要生理活性物質の乾物重あたりの濃度は、サンプル中の含有量をサンプルの乾物重

で除してもとめた。1節葉あたりの PA、RA、LU、ANTの含有量はそれぞれの成分の乾物重

あたりの濃度にそれぞれの節位の葉の乾物重を乗じてもとめた。 

また、本試験では、培養液温度処理による植物体の蒸散量の変化を調査した。蒸散量の

調査には各処理区 4株用い、あらかじめ培養液温度を 10、12、15、20 °Cに制御しておいた

コンテナに移植し、移植直後からの 4 h（0－4 h）と移植後 24 h後からの 4 h（24－28 h）の蒸

散速度を重量法で測定した。 

 データは全て平均値を掲載した。処理区間の平均値は Tukey-Kramer 法を用いてエクセ

ル統計（（株）エスミ）上で比較し、5%または 1%水準で有意差検定を行った。 
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4.2.3 結果 

4.2.3.1 生育 

処理開始時の展開開始後日数は、第 3 葉で 12－15 日（最大展開）、第 4 節葉で 6－9

日、第 5 節葉で 0－3 日であり、第 6 節葉については展開開始前であった。処理終了時の

主枝の節数は処理区間で差はなく、全て第 6節まで出葉していた。処理終了時の展開開始

後日数は、第 3葉で 18－24日、第 4節葉で 12－15日、第 5節葉で 6－9日、第 6節葉で

0－3日であった。培養液温の 6日間の平均値は、10、12、15および 20 °C処理でそれぞれ

10.0、12.4、15.2および 20.2 °Cであった。乾物重および葉面積はいずれの処理区でも処理

開始から増加し（Table 4.1）、6 日間の処理では、主枝の節数、生体重、葉面積および乾物

重に処理区間で有意差はみられなかった。地上部含水率は、培養液温が低下するほど小と

なる傾向がみられ、特に培養液温 10 °C で生育した植物の地上部含水率は、培養液温 

15 °C および 20 °C で生育した植物よりも有意に小となった。さらに、培養液温 12 °C 以下

で処理開始後約 30 分に葉の萎れが観察され、90－120 分後に徐々に回復したことが観察

された。 

 

4.2.3.2 主要な生理活性物質 

生理活性物質の含有量 

処理終了時の主枝の葉の乾物量は、処理によらず第 3、第 4 および第 5 節が第 1、第 2

および第 6 節よりも大となり、主枝葉の総乾物重の 85%は第 3－5 節葉が占めていた（Fig. 

4.1）。さらに、第 1節および第 2節は処理開始時に完全展開しており、それらの節位の葉の

乾物重は、第 3、第 4、第 5 節よりも小さかった。したがって、本研究では第 3－6 節葉の生

理活性物質の総含有量を株あたりの生物活性化合物含有量として示した。 

 

ペリルアルデヒド（PA） 

乾物重あたりの PA濃度は、処理に関わらず全ての節位で、第 17改正日本薬局方によっ

て規定されている 0.08%より高かった（Fig. 4.2 (a)）。また、PA濃度はいずれの処理区でも処

理終了時に最上位葉であった第 6節葉で最大となり、下位葉ほど低かった。第 4（完全展開

葉）および第 5（完全展開前）節葉における乾物重あたりの PA 濃度は処理区間で有意差が

なかった。他方、第 6節葉における PAの濃度は、培養液温 12 °C以下で Control より高い

傾向がみられた。株あたりの PA含有量は処理区間で有意差がなかった（Fig. 4.1 (b)）。 
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ロズマリン酸（RA）濃度 

RA 濃度はいずれの処理区でも第 6 節葉で最小となり、下位葉ほど高かった。また、RA

濃度はすべての節位で培養液温が低下するほど増加した（Fig. 4.3 (a)）。RA含有量は培養

液温の低下に伴い増加し、培養液温 10 °Cでその他の処理区よりも有意に大となった（Fig. 

4.3 (b)）。 

 

ルテオリン（LU）濃度 

LU 濃度は、処理に関わらず第 6 節葉で最大となり、第 5 節葉以下では第 6 節の濃度よ

りも低かった（Fig. 4.4 (a)）。培養液温 10および 12 °C では第 6節葉で最大となり、下位葉

ほど小となった。また、各節位の LU 濃度は節位に関わらず培養液温 10 °C でその他の処

理区よりも大となった。1株あたりの LU含有量は、培養液温 10 °Cでその他の処理区よりも

有意に大となった（Fig. 4.4 (b)）。 

 

アントシアニン（ANT）濃度 

ANT濃度は、Controlでは節位による差はなく、培養液温 15 °C以下では第 6節葉で最

大となり、第 5節以下では第 6節よりも低かった（Fig. 4.5 (a)）。また、ANT濃度は、第 4およ

び第 5 節においては処理間で差はなかったが、第 6 節においては培養液温 15 °C 以下で

Control よりも高い傾向がみられた。ANT含有量は、処理区間で有意差がなかった（Fig. 4.5 

(b)）。 

 

4.2.3.3 蒸散速度 

移植直後からの 4 h の葉面積あたりの蒸散速度は、培養液温度を 12 °C または 10 °C に

した場合に 20 °C よりも小となる傾向がみられた（Fig. 4.6）。移植後 24 h後からの 4 hの葉面

積あたりの蒸散速度は、培養液温度を 10 °C にした場合に低下する傾向がみられたが、移

植直後ほど処理区間差はみられなかった。 

 

 

  



 82 

Table 4.1 Effects of nutrient solution temperature on dry weights and water content of red perilla 

plants. 

The plants were harvested at six days after the treatment began (n = 6). Different letters indicate 

significant differences among treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4.1 Effects of nutrient solution temperature (NST) on dry weight of leaves in the main 

shoot. Vertical bars indicate SE (n = 6).  
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Fig. 4.2 Effects of nutrient solution temperature (NST) on the concentration by node (a) and 

content in whole plant (b) of PA. Vertical bars indicate SE (n = 6).  

 

 

 

Fig. 4.3 Effects of nutrient solution temperature (NST) on the concentration by node (a) and 

content in whole plant (b) of RA. Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate 

significant differences among treatments (b) and that at same node (b) at P < 0.05 by Tukey-

Kramer’s test. 
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Fig. 4.4 Effects of nutrient solution temperature (NST) on the concentration by node (a) and 

content in whole plant (b) of LU. Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate 

significant differences among treatments (b) and that at same node (a) at P < 0.05 by Tukey-

Kramer’s test. 

 

 

Fig. 4.5 Effects of nutrient solution temperature (NST) on the concentration by node (a) and 

content in whole plant (b) of ANT (calculated as cyanidin-3-glucoside (C3G) equivalent). 

Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate significant differences among 

treatments at same node (a) at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test.  
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Fig. 4.6 Effects of nutrient solution temperature (NST) on transpiration rate per leaf area of 

perilla plant 0–4 h and 24–28 h after the start of nutrient solution temperature treatment. Vertical 

bars indicate SE (n = 4). Different letters indicate significant differences among the NST 

treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 
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4.2.4 考察 

本試験では、培養液温 12 °C 以下では処理開始時に葉の急激な萎れが観察され、この

際、吸水量の減少による水ストレスが植物に付与されたと考えられる。既往の研究では、培

養液温 12‐30 °C の範囲では根域温度の低下とともにキュウリ（Tachibana, 1987）やイネ

（Takeshima, 1964; Nagasuga et al., 2011）の吸水量が減少したと報告されている。本試験で

も、処理開始後 1－4 h の蒸散速度は培養液温 12 °C 以下で急激に低下したことから、温

12 °C 以下の低培養液温処理によって吸水量が抑制されたと考えられた。一般に、葉の水

ポテンシャルが減少すると、植物内部の水分欠乏を抑制するために、気孔が徐々に閉鎖し、

蒸散量を低下させる（Tezara et al., 1999）。本試験でも培養液温 12 °C以下では処理開始後

90–120 min で萎れが回復したことから、この間に蒸散量の調節（低下）により植物内部の水

分欠乏が緩和されたと考えられた。また、処理開始後 24－28 h の蒸散速度の処理区間の

差は処理開始後 0－4 hでの差よりも小さくなっていることから、処理開始後に吸水量の調節

も行われたと考えられた。処理開始後 6 日目の植物体の外観は処理区による差はみられな

かったものの、地上部の含水量は培養液温が低いほど低かった。このことから、培養液温

12 °C 以下では水ストレスは 6 日間継続していたと示唆された。また、本研究の範囲では 6

日間の低NST処理によって総乾物重の有意な低下はみられなかったが、前述のように植物

体は継続的な水ストレス状態にあったと考えられ、処理の期間を延長した場合には総乾物

重が低下する可能性があると考えられた。 

乾物重あたりの RAおよび LU濃度は節位によらず培養液温 10 °Cで Control よりも大と

なったが、PAおよび ANT濃度は第 6節葉のみで低培養液温が Control よりも大となった。

よって、低培養液温によるそれぞれの生理活性物質の濃度の増加は、葉齢によって異なる

ことが示唆された。 

一般的に、活性酸素種（ROS）の生成量は、水ストレス条件下で増加することが知られて

おり（Ksouri et al., 2007）、環境ストレス下での RA、LU、ANTなどの抗酸化成分の生合成お

よび蓄積量の増加は、ROS の生成量の増加によって誘導されることが多く報告されている

（Blokhina et al., 2003）。また、Voipio and Autio（1994）は、気温 16－18 °C下で培養液温を

13－14 °C に制御することで培養液温を制御しないよりもレタスの ANT 濃度が増加すること

を報告している。Sakamoto and Suzuki（2015）は、水耕栽培において培養液温 10 °Cで NST 

15 °C 以上よりも赤系リーフレタスの ANT および総フェノールの濃度、抗酸化能が増加した

ことを報告した。さらに、Gazula ら（2005）は、気温 20－30 °C下では、気温が低いほどレタス
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葉のANT濃度が増加することを報告した。さらに、フェニルプロパノイドおよびフラボノイドの

生合成経路における律速酵素である PALをコードする遺伝子の発現レベルが 4 °Cの低気

温によってシロイヌナズナ（Leyva et al., 1995）およびトウモロコシ（Christie et al., 1994）で上

昇したことが報告されている。よって、フェニルプロパノイドである RA や、フラボノイドである

LUおよび ANTの生合成は低培養液温で増加した可能性がある。 

本試験では 6 日間の低培養液温処理によって葉の乾物重は低下せず、培養液温 10 °C

によって全ての節位で RAおよび LU濃度が増加したことで、RAおよび LUの株あたりの含

有量が 2倍となった。さらに、培養液温 10 °Cでは RAおよび ANT濃度および含有量も低

下しなかった。よって、本試験の 6日間（短期）の低培養液温（10 °C）処理は、アカジソのRA

および LU 濃度および収量を Control の 2 倍に増加させる有効な方法と考えられた。今後

は、温室での栽培を想定し、気温が異なる場合に低培養液温処理によって同じ効果が得ら

れるかを調査する必要があると考えられた。 

以上より、6日間の低培養液温処理（10 °C）によって葉の乾物重や PAおよび ANT濃度

を低下させずに、全ての節位で RA および LU 濃度が増加することが明らかとなった。よっ

て、本試験の 6日間（短期）の低培養液温（10 °C）処理は、全体収穫でも一部収穫でも収穫

部位全体の RA および LU 濃度および含有量を増加させることができ、最上位節のみの一

部収穫では、PAおよびANT濃度が高い葉を得られると考えられた。アカジソの生理活性物

質の効率的な生産に有効な方法であると考えられた。 
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4.3 【試験 4–2】 培養液温処理の期間 

4.3.1 目的 

【試験 4-1】より、6日間の低培養液温処理（10 °C）によって葉の乾物重や PAおよび ANT

濃度を低下させずに、全ての節位で RA および LU 濃度が増加することが明らかとなった。

ただし、処理開始後 6 日の含水率は低培養液温処理区で Control（培養液温 20 °C）よりも

小となったことから、植物体は継続的な水ストレス状態にあったと考えられ、処理の期間を延

長した場合には総乾物重が低下する可能性がある。本試験では、生育の抑制や PA および

ANT 濃度の低下を伴わずに RA および LU 濃度を増加させられる低培養液温処理の期間

を明らかにするために、低培養液温処理の期間を検討した。 

 

4.3.2 材料および方法 

供試材料および栽培方法は、4.2.2 と同様とした。 

本試験では、分析対象葉を第 5 節葉とし、第 5 節葉が展開開始後 0 日に達した時点で

試験を開始した。処理区は、培養液温度を 10 °Cに制御した LT区、培養液温を制御しない

Controlを設けた。また、本試験では、LT区の湛液水耕装置内の培養液温度は処理開始前

に 10 °C まで下げ、そこに試験に用いた植物を移植した。LT の培養液温は 4.4.1 と同様の

方法で制御した。 

処理開始後 0、3、6、9、12 日に総乾物重、第 5 節葉の乾物重、第 5 節葉の生理活性物

質の調査を行った。生理活性物質の濃度の分析および算定方法は 2.2.4 と同様とした。試

験は 2回行った。 
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4.3.3 結果 

4.3.3.1 生育 

地上部乾物重は、2 回の試験とも処理開始後 6 日までは Control と LT で差はなく、処理

開始後 9日以降は LT が Control よりも有意に小となった（Fig. 4.7）。他方、根の乾物重は、

2 回の試験とも処理開始後 3 日から LT が Control よりも有意に小となった（Fig. 4.8）。生理

活性物質濃度の調査を行った第 5節葉の乾物重は、2回の試験とも処理開始後 6日までは

Controlと LTに差はなく、処理開始後 9日以降で LTがControlよりも優位に小となった（Fig. 

4.9）。地上部の含水率は、2 回の試験とも処理開始後 6 日以降に LT で Control よりも有意

に小となった（Fig. 4.10）。 

 

4.3.3.2 生理活性物質 

ペリルアルデヒド（PA） 

PA濃度は、2回の試験とも Controlでは展開開始後 0日で最大となり、LTでは展開開始

後 0日（2回目の試験）または 3日（1回目の試験）で最大となった（Fig. 4.11）。Control と LT

で比較すると、PA濃度は 2回の試験とも処理開始後 3日で Control よりも LT で大となる傾

向がみられ、処理開始後 9日以降は Control と LTに差はみられなかった。 

 

ロズマリン酸（RA） 

RA濃度は、2回の試験とも Control では展開開始後 9日以降で展開開始後 6日以前よ

りも大となる傾向がみられた（Fig. 4.12）。LTの RA濃度は、展開開始後 3日から 6日にかけ

て低下し、展開開始後 6 日から 9 日にかけて増加する傾向がみられた。Control と LT で比

較すると、RA濃度は、2 回の試験とも処理開始後 3および 9日で Control よりも LTで有意

に大となり、処理開始後 12日では、Control と LTに差はみられなかった。 

 

ルテオリン（LU） 

LU濃度は、2回の試験とも Controlでは展開開始後 0日で最大となり、LTでは展開開始

後 0日（1回目の試験）または 3日（2回目の試験）で最大となった（Fig. 4.13）。Control と LT

で比較すると、LU濃度は、2回の試験とも処理開始 3および 12日では LTで Controlよりも

大となる傾向がみられ、処理開始後 6および 9日は Control と LTで差はみられなかった。 
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アントシアニン（ANT） 

 ANT 濃度は 2 回の試験とも、Control および LT ともに展開開始後日数による変動はみら

れなかった（Fig. 4.14）。Control と LT で比較すると、ANT 濃度は、処理開始後 6 日までは

Control と LT に差はなく、処理開始後 9 日以降に LT で Control よりも大となる傾向がみら

れた。 
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Fig. 4.7 Time-course of dry weight of above-ground part in red perilla plant under low nutrient 

solution temperature (LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, 

respectively. Nutrient solution temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the average NST 

of Control was about 23.5 °C. Vertical bars indicate SE (n = 6). * and ** indicate significant 

differences between Control and LT at P < 0.05 and 0.01 by t-test. 

 

 

Fig. 4.8 Time-course of dry weight of root in perilla plant under low nutrient solution 

temperature (LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, respectively. 

Nutrient solution temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the average NST of Control 

was about 23.5 °C. Vertical bars indicate SE (n = 6). * and ** indicate significant differences 

between Control and LT at P < 0.05 and 0.01 by t-test. 
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Fig. 4.9 Time-course of dry weight of leaves at 5th node in main shoot of perilla plant under 

low nutrient solution temperature (LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd 

experiment, respectively. Nutrient solution temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the 

average NST of Control was about 23.5 °C. Vertical bars indicate SE (n = 6). ** indicates 

significant differences between Control and LT at P < 0.01 by t-test. 

 

 

 

Fig. 4.10 Time-course of water content in above-ground part of perilla plant under low nutrient 

solution temperature (LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, 

respectively. Nutrient solution temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the average NST 

of Control was about 23.5 °C. Vertical bars indicate SE (n = 6). * and ** indicates significant 

differences between Control and LT at P < 0.05 and 0.01 by t-test. 
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Fig. 4.11 Time-course of perillaldehyde (PA) concentration of 5th node leaves in perilla plant 

under low nutrient solution temperature (LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd 

experiment, respectively. Nutrient solution temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the 

average NST of Control was about 23.5 °C. Vertical bars indicate SE (n = 6). 

 

 

Fig. 4.12 Time-course of rosmarinic acid (RA) concentration of 5th node leaves in perilla plant 

under low nutrient solution temperature (LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd 

experiment, respectively. Nutrient solution temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the 

average NST of Control was about 23.5 °C. Vertical bars indicate SE (n = 6). * and ** indicate 

significant difference among treatments at P < 0.05 and 0.01 by t-test. 
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Fig. 4.13 Time-course of luteolin (LU) concentration of 5th node leaves in perilla plant under 

low nutrient solution temperature (LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd 

experiment, respectively. Nutrient solution temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the 

average NST of Control was about 23.5 °C. Vertical bars indicate SE (n = 6). * and ** indicate 

significant difference among treatments at P < 0.05 and 0.01 by t-test. 

 

 

Fig. 4.14 Time-course of anthocyanin (ANT) concentration (calculated as cyanidin-3-glucoside 

(C3G) equivalent) of 5th node leaves in perilla plant under low nutrient solution temperature 

(LT). (a) and (b) show the results of the 1st and 2nd experiment, respectively. Nutrient solution 

temperature (NST) of LT was set at 10 °C and the average NST of Control was about 23.5 °C. 

Vertical bars indicate SE (n = 6). 
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4.3.4 考察 

試験 4-1 と同様に、本試験では培養液温を 10 °C に制御した LT で処理開始後 30 min

で一時的に萎れた。これは、地下部の低温による吸水量の低下が原因であると考えられた。

地上部乾物重は処理開始後 6日まで Control と LTに差がなかったが、根の乾物重は処理

開始後 3日以降に LTで Controlよりも有意に小となった。これらの結果から、収穫部位であ

る地上部の乾物重を低下させずに低培養液温処理を行える処理期間は 6 日までであり、9

日以上処理を継続させると、地上部の乾物重は低下することが示された。 

一般的に、10–35 °C 程度の温度範囲では、植物体の呼吸速度は温度が高いほど高く、

10 °C上昇した時に約 2倍になる（山岸, 1995）。本試験の Control と LTの培養液温はそれ

ぞれ、23.5 °Cおよび 10 °Cであり、LTで Control よりも 13.5 °C低かった。このため、根の呼

吸は Control で LT よりも大きく、炭素消費量は Control で大となっていたと考えられる。しか

しながら、乾物重は LT で Control よりも小となったことから、地下部に分配された光合成産

物の量は LT で Control よりも少なかった可能性がある。トマトでは、気温 25 °C の時に地下

部の温度を 10－15 °C に制御すると、地下部の温度をそれ以上に制御した場合よりも根へ

の光合成産物の分配量が少なくなることが報告されている（宍戸ら, 1994）。これらのことから、

本試験においても地下部の低温により、地下部への光合成産物の分配量が少なくなったこ

とで地上部よりも先に根の乾物重が低下したと考えられた。 

PA 濃度については低培養液温処理でも短期 UV 照射の結果と同様に展開開始 6 日ま

での葉で増加する傾向がみられた。このため、UV 照射および低培養液温処理では展開初

期の葉でのみ PA 濃度が増加することが示された。他方、RA 濃度は処理開始後 9 日まで

LTで Control よりも大となったが、LU濃度は処理開始後 3および 12日に LTで Control よ

りも大となり、その他の調査日では Control と同程度の値となった。PA 濃度は【試験 4-1】と

同様に処理開始後 6 日（展開開始後 6 日）の葉では LT で Control よりも大となる傾向がみ

られたが、展開開始後 9 日以降は Control と LT で同程度となった。ANT については処理

期間によらず Control と LTで同程度となった。RAおよび LU濃度が LTで増加した理由に

ついては、4.2.4 と同様に地下部温度の低下により、吸水が抑制されたことで地上部が水スト

レス状態になったことで ROSの発生量が増加したことが一因となっていると考えられる。 

以上より、処理期間を 6日とした場合、展開後日数によらず LUおよび RA濃度が生育抑

制や PA および ANT の濃度低下を伴わずに増加するものの、処理期間が 9 日以上になる

と生育が抑制されることが示された。よって、低培養液温の期間は 6日が適当と考えられた。  
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4.4 【試験 4–3】 低培養液温処理中の気温 

4.4.1 目的 

【試験 4–1】および【試験 4–2】の結果より、低培養液温処理（10 °C）によって葉の乾物重

や PAおよび ANT濃度を低下させずに全ての節位で RAおよび LU濃度が増加すること、

処理の期間は 3－6 日が適していることが示された。一般的に、地下部の温度が低下すると、

根からの吸水が抑制され、蒸散と吸水のバランスが崩れることで地上部が水ストレス状態に

なる。水ストレス下での生理活性物質の生合成の促進は、植物体内で活性酸素種（ROS）の

発生量が増加することが一因であると考えられる。蒸散速度は、光強度や気温などに影響を

受けるため、これらの条件が異なる場合は低培養液温処理が植物の生育や生理活性物質

濃度に及ぼす影響は異なる可能性がある。さらに、フェニルプロパノイドやフラボノイドの生

合成に関連する酵素の遺伝子の発現レベルは気温に影響を受けることが知られており

（Chennupati et al., 2012; Leyva et al., 1999）、RAはフェニルプロパノイド、ANTおよび LU

はフラボノイドであるため、これらの化合物の生合成は気温の影響を受ける可能性がある。

そこで、本研究では、植物の生育が正常に行われる気温の範囲で、気温が低培養液温処

理（10 °C）中のアカジソの生育および節位ごとの主要な生理活性物質の濃度に及ぼす影

響を明らかにした。 

 

4.4.2 材料および方法 

供試材料および栽培方法は、4.2.2 と同様とした。 

処理は、播種後 42日に開始し、人工気象室で行った。明期光源はメタルハライドランプと

した。処理区は気温（明/暗期）を 20/15、25/20、30/25 °C に制御した人工気象室内に培養

液温度を制御しない NC（Not controlled）、培養液温度を 10 ℃に制御する LT（Low 

temperature）を設置し、計 6処理区とした（Table 4.2）。いずれの気温下でも NCの培養液温

度は昼夜の温度差によって変動したが、Table 4.2 では処理期間中（6 日間）の平均値で示

した。湛液水耕装置内の培養液量は 16 L とし、低温処理区の湛液水耕装置内の培養液温

度を試験開始前に 10 °C まで下げ、そこに試験に用いた植物を 14 株ずつ移植した。低温

処理は 6 日間行い、処理開始 6 日後に生育および生理活性物質の濃度を調査した。培養

液温の制御は 4.3.2 と同様とした。 

また、本試験では、異なる気温下での培養液温処理による植物体の蒸散量の変化を調

査した。蒸散量の調査には各処理区 4 株を用い、あらかじめ培養液温度を 10 °C に制御し
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ておいたコンテナに移植し、移植直後から 4 h（0－4 h）の明期中の蒸散速度を重量法で測

定した。また、測定開始後 4 hで吸水した培養液の重量から吸水速度を算定した。 
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Table 4.2 Environmental conditions during the experimental period. 

The values were averaged for the experimental period (six days). NC (not controlled) and LT 

(low temperature) indicate treatments with different nutrient solution temperatures. Nutrient 

solution temperature in NC during the experimental period changed with changing air 

temperature in the light and dark period. PPFD: photosynthetic photon flux density. 

 

 

 

 

 

  

Treatment code of nutrient solution 

temperature
NC LT NC LT NC LT

Setting air temperature (light/dark) (oC) 20/15 25/20 30/25
Air temperature (light/dark) (oC) 19.8/16.0 25.4/21.1 30.9/26.2

Relative humidity (%) 70 68 67

CO2 conc. (µmol mol-1) 1020 1007 1017

PPFD (µmol m-2 s-1) 202 204 202 201 201 202

Nutrient solution temperature (oC) 17.2 9.4 22.3 9.3 27.4 9.3
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4.4.3 結果 

4.4.3.1 生育 

処理開始後 6日の主枝の節数および葉の乾物重は、NCおよび LT間、気温間に差はな

かった（Table 4.3）。主茎の乾物重は、NC および LT 間の差はなく、NC では気温が低いほ

ど小となり、LT では気温 30/25 °C でその他の気温下よりも大となる傾向がみられた。側枝の

乾物重は気温によらず LTで NC よりも小となり、気温間の差はなかった。根の乾物重は、気

温によらず LTでNCよりも小となり、NCでは気温が低いほど小、LTでは気温間の差はなか

った。総乾物重は、LT で NC よりも小となり、NC では気温が低いほど小となる傾向がみられ

た。地上部の含水率は、気温によらず LT で NC よりも小となり、NC および LT で気温が低

いほど小となる傾向がみられた。二元配置の分散分析の結果、培養液温は側枝および根の

乾物重、総乾物重、地上部の含水率に、気温は主枝および根の乾物重、地上部の含水率

に有意な影響を及ぼすことが示された。 

 

4.4.3.2 生理活性物質 

ペリルアルデヒド（PA） 

第 4 節葉の PA 濃度は、NC および LT とも気温が高いほど大となる傾向が見られた（Fig. 

4.15）。第 6節葉の PA濃度は、気温によらず LTで NC よりも大となる傾向がみられ、NCで

気温 20/15 °C がその他の気温よりも大、LT で気温が低いほど大となる傾向がみられた。他

方、第 5節葉の PA濃度に処理区間の差はみられなかった。二元配置の分散分析の結果、

PA 濃度は第 4 節葉では気温に、第 6 節葉では培養液温に有意な影響を受けることが示さ

れた（Table 4.4）。 

 

ロズマリン酸（RA） 

全節位の RA濃度は、気温によらず LTで NCよりも大となる傾向がみられ、NCでは節位

によらず気温が低いほど大となった（Fig. 4.16）。さらに、RA濃度は節位によらず NCおよび

LT とも気温 20/15 °Cで最大となった。二元配置の分散分析の結果、RA濃度は第 6節葉で

は培養液温に、節位によらず気温に有意な影響を受けることが示された。 

 

ルテオリン（LU） 

全節位の LU 濃度は、気温によらず LT で NC よりも大となる傾向がみられ、第 5 節およ
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び第 6 節葉において、気温が低いほど大となる傾向が見られた（Fig. 4.17）。他方、第 4 節

葉の LU 濃度は気温が高いほど大となる傾向がみられた。二元配置の分散分析の結果、

RA 濃度は第 4 および第 6 節葉では培養液温および気温に有意な影響を受けることが示さ

れた。 

 

アントシアニン（ANT） 

ANT濃度は、第 6節葉において気温によらず LTで NC よりも大、NC および LT で気温

が低いほど大となる傾向がみられた（Fig. 4.18）。第 5 節および第 4 節葉については気温や

培養液温によらず同等の ANT濃度となった。二元配置の分散分析の結果、ANT濃度は第

6節葉では培養液温および気温に有意な影響を受けることが示された。 

 

4.4.3.3 蒸散速度および吸水速度 

処理開始 0－4 hの蒸散速度は、気温によらず LTでNCよりも有意に小となった（Fig. 4.19 

(a)）。気温間で蒸散速度を比較すると、NC および LT とも気温が高いほど大となった。吸水

速度も蒸散速度と同様の傾向を示したが、気温 30 °C では、NC と LT に有意な差はみられ

なかった（Fig. 4.19 (b)）。 
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Table 4.3 Effects of air temperature in the low nutrient solution temperature treatment on growth 

of red perilla. 

The average nutrient solution temperature in the NC (not controlled) treatments at air 

temperature (light/dark period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 17.2, 22.3, and 27.4 °C, 

respectively, and that in LT (low temperature) treatments at air temperature (light/dark period) 

of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 9.3, 9.3, and 9.4 °C, respectively. The plants were harvested at 6 

days after the start of each treatment (n = 6). * and ** indicate significant differences among 

the air temperature of the treatments or between NC and LT at P < 0.01 and 0.05 by a two way 

ANOVA. 

  

Treatment of 

nutrient solution 

temperature

Air temperature

(Light/dark, oC)

The 

number of 

node

Dry weight (g)
Water content in 

above part (%)
Main shoot

Lateral 

shoot
Root Total

Leaves Stem

Before the start of treatment 5 0.45 0.07 - 0.10 0.29 84.2

NC

20/15 6 1.10 0.18 0.15 0.35 1.79 72.4

25/20 6 1.09 0.22 0.20 0.42 1.93 73.6

30/25 6 0.97 0.24 0.25 0.51 1.96 75.8

LT

20/15 6 1.14 0.17 0.14 0.25 1.70 69.9

25/20 6 0.98 0.17 0.10 0.25 1.51 71.1

30/25 6 1.00 0.26 0.14 0.32 1.73 71.0

Nutrient solution temperature NS NS NS ** ** ** **

Air temperature NS NS ** NS ** NS *
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Fig. 4.15 Effects of air temperature in low nutrient solution temperature treatments on 

concentration of perillaldehyde (PA) in red perilla plants at 6 days after the start of the 

treatments. The average nutrient solution temperature in the NC (not controlled) treatment at 

air temperature (light/dark period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 17.2, 22.3, and 27.4 °C, 

respectively, and that in the LT (low temperature) treatment at air temperature (light/dark 

period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 9.3, 9.3, and 9.4 °C, respectively. Vertical bars indicate 

SE (n = 6).  
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Fig. 4.16 Effects of air temperature in low nutrient solution temperature treatments on 

rosmarinic acid (RA) concentration in red perilla plants at 6 days after the start of the treatments. 

The average nutrient solution temperature of the NC (not controlled) treatment at air 

temperature (light/dark period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 17.2, 22.3, and 27.4 °C, 

respectively, and that in the LT (low temperature) treatment at air temperature (light/dark 

period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 9.3, 9.3, and 9.4 °C, respectively. Vertical bars indicate 

SE (n = 6). 
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Fig. 4.17 Effects of air temperature in low nutrient solution temperature treatments on luteolin 

(LU) concentration in red perilla plants at 6 days after the start of the treatment. The average 

nutrient solution temperature in the NC (not controlled) treatment at air temperature (light/dark 

period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 17.2, 22.3, and 27.4 °C, respectively, and that in the LT 

(low temperature) treatment at air temperature (light/dark period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 

9.3, 9.3, and 9.4 °C, respectively. Vertical bars indicate SE (n = 6).  
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Fig. 4.18 Effects of air temperature during low nutrient solution temperature treatment on 

anthocyanin (ANT) concentration (calculated as cyanidin-3-glucoside (C3G) equivalent) in red 

perilla plants at 6 days after the start of the treatment. The average nutrient solution temperature 

in the NC (not controlled) treatment at air temperature (light/dark period) of 20/15, 25/20, 

30/25 °C was 17.2, 22.3, and 27.4 °C, respectively, and that in LT (low temperature) temperature 

at air temperature (light/dark period) of 20/15, 25/20, 30/25 °C was 9.3, 9.3, and 9.4 °C, 

respectively. Vertical bars indicate SE (n = 6). 
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Table 4.4 Results of the two-way ANOVA of the concentrations of bioactive compounds in red 

perilla plants. 

* and ** indicate significant differences among the air temperature treatments or between NC 

(not controlled) and LT (low temperature) treatment at P < 0.01, 0.05, and NS indicates not 

significant by a two way ANOVA. 

 

Fig. 4.19 Effects of air temperature during low nutrient solution temperature treatments on 

transpiration rate (a) and water absorption (b) per leaf area of red perilla plants at 0－4 h after 

the start of the treatment. Vertical bars indicate SE (n = 4). * and ** indicate significant 

differences between NC (not controlled) and LT (low temperature) treatment at P < 0.05 and 

0.01 by t-test. Different letters indicate significant differences among air temperature treatments 

at P < 0.05 and 0.01 by Tukey-Kramer’s test. 

  

Response variable Node position Nutrient solution temp. Air temp.

PA conc. 4 NS **
5 NS NS
6 ** NS

RA conc. 4 NS **
5 NS *
6 * *

LU conc. 4 ** *
5 NS NS
6 ** *

ANT conc. 4 NS NS
5 NS NS
6 * **
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4.4.4 考察 

4.3.4 で述べたように、一般的に、地下部の温度が低下すると、根からの吸水が抑制され

ることが知られている。例えば、イネでは 15 °C以下（Murai-Hatano et al., 2008）、ダイズでは

14 °C以下（Markhart et al., 1979）の地下部温度で急激に吸水速度が低下することが報告さ

れている。本試験でも、吸水速度は培養液温が低いほど小となったことから、本試験でも同

様に、培養液温（地下部温度）を 10 °Cに制御した LTで吸水が抑制され、NC よりも地上部

の含水率が低下したことが示された。また、本試験条件では気温が低い場合にも蒸散速度

および吸水速度が低下し、含水率が低下することが示された。 

また、水ストレス下では ABA 濃度の増加により気孔が閉鎖され、葉からの蒸散が抑制さ

れる（Ackerson, 1980; Radin, 1984）。本試験でも試験 4-1 と同様に LTで処理開始 1 h程度

で地上部の萎れが観察され、その後 1.5 h程度で回復した。これは、低培養液温処理によっ

て吸水速度が低下したことで葉の水ポテンシャルが低下した後、続いて気孔が閉鎖し、蒸散

が抑制されたことが理由であると考えられる。このように、気孔が閉鎖すると、気孔からのCO2

の取り込みが少なくなり、光合成が抑制される（Chaves, 1991; Cornic and Massacci, 1996）。

その他にも、葉の水ポテンシャルが低下すると、葉の細胞の光合成活性の低下が起こること

が知られている（平沢, 2001）。処理終了時のクロロフィル濃度に処理区間の差はなかったこ

とから、処理後に LTで NC よりも総乾物重が小となったのは、CO2の取り込み量が減少した

ことや光合成活性が低下したことが理由と考えられた。また、トマトでは、気温 25oCの時に地

下部の温度を 10－15 °C に制御すると、地下部の温度をそれ以上に制御した場合よりも根

への光合成産物の分配量が少なくなることが報告されている（宍戸ら, 1994）。本研究で気温

によらず LTでNCよりも根の乾物重が顕著に低下したのは、地下部が低温となったことで根

への分配が抑制されたことが一因であると考えられた。 

一般的に水ストレス下では、植物体内で ROSの発生量が増加する（Ksouri et a., 2007）。

既往の研究では、ROS がトリコームの形成（Nagata et al., 1999）や抗酸化物質の生合成

（Blokhina et al., 2003）を促進することが報告されている。このため、本研究でも光合成が抑

制された LT で ROS の発生量が増加し、トリコームで生合成、蓄積される PA や、抗酸化成

分である RA、LU、ANTの濃度が NC よりも大となった可能性がある。 

ANT濃度は NC、LT ともに第 6節葉でその他の節位よりも小であり、ANTは展開初期で

は濃度が低かった。他方、第 4節および第 5節葉では濃度の差はみられなかったことから、

アカジソの場合、ANT は展開後数日で一定濃度となると考えられた。また、第 4節および第



 108 

5 節葉の ANT 濃度に処理による差はみられなかったことから、試験終了時に一定濃度とな

る葉齡（本研究では試験終了時に展開開始後 6－15 日）では気温および低培養液温処理

の影響を受けにくいと考えられた。 

RA および LU については節位によらず、LT で NC よりも濃度が大となったことから、これ

らの化合物はいずれの気温下でも葉齡によらず低培養液温処理によって濃度が増加すると

考えられた。また、RA と LU について、第 4 節葉の LU を除いて、NC、LT ともに気温が低

いほど濃度が大となる傾向がみられた。これらより、RA と LU は低培養液温処理に加え、気

温を 20/15 oCに制御することでも増加することが示された。 

RA はフェニルプロパノイド、LU はフラボノイドであり、いずれもフェニルアラニンを起源と

して生合成される。トルコギキョウの花弁において、生育気温を 20、25、30 °C にした場合、

生育気温が低い株ほど花弁のフラボノイド濃度が増加したことを報告している（福田・中山, 

2008）。スイカの葉では、生育気温を 15、25、35 °Cに変えた場合、気温が低いほどフェニル

プロパノイド生合成経路の律速酵素である PAL の活性およびフェノール性化合物の濃度が

増加することが報告されている（Rivero et al., 2001）。また、ダイズの種子では、種子形成から

成熟までの期間を 4 ステージ（日数は不明）に分け、気温を 33/25 °C、23/15 °Cに制御した

ところ、いずれのステージにおいても気温 33/25 °Cで 23/15 °C よりも数種のフラボノイドの濃

度およびそれらの生合成に関連する遺伝子の発現レベルが低下し、遺伝子の発現レベル

の差は成熟直前のステージで最も大きかったことが報告されている（Chennupati et al., 2012）。

また、シソ科のスペアミントでは、RA が主なフェノール類であることが知られており、気温

30/30 °Cで気温 20/18 °Cよりもフェノール類の濃度および抗酸化能が低下することが報告さ

れている（Fletcher et al., 2005）。同論文では、気温 30/30 °C 下での RA濃度の低下は RA

の上流の化合物の競合が理由であることが示唆されている。よって、本研究においても同様

の理由で気温 30/25 °C で RA の生合成が抑制された可能性が考えられた。また、フェニル

プロパノイドである RA、フラボノイドである ANT および LU が増加した節位は化合物ごとに

異なったことから、気温および低培養液温処理によって生理活性物質が増加する節位は、

生理活性物質によって異なることが示された。 

以上より、アカジソの主要な生理活性物質が培養液温や気温によって増加する程度は、

生理活性物質の種類や節位（葉齢）ごとに異なることが明らかになった。培養液温を制御し

ない場合、気温 20/15 °C －30/25 °C 下では、気温が高いほど RA および LU 濃度が低下

することが示された。これらより、気温によらず、6 日間の低培養液温処理（10 °C）を行うこと
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に加え、気温を 20/15 °C にすることで、主枝葉の乾物重を低下させずに主要な生理活性物

質の濃度、特に RAおよび LU濃度を高められることが明らかになった。 
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4.5 低培養液温処理を用いた栽培での生理活性物質生産に必要な消費電力量の試算 

4.5.1 目的 

【試験 4-1】、【試験 4-2】および【試験 4-3】からアカジソの生理活性物質濃度を増加させる

には 6日間の 10 °Cでの低培養液温処理が適していると考えられ、6日間の低培養液温処

理後、一部収穫で最上位節から 4節程度収穫することで RAおよび LU濃度が高い葉を収

穫でき、RA および LU の収量も増加すると考えられた。また、本試験で用いたアカジソは気

温 25/20 °Cの条件下で 6日ごとに 1節出葉した。このため、一部収穫を繰り返す場合には、

収穫後は新しく 4節が出節した後に処理をかける必要があると考えられた。 

3.4.1 で述べたように、これまで、閉鎖型施設における苗や葉菜類の生産について（谷村

ら, 1991; 大山ら, 2000; 大山ら, 2001; 西村ら, 2001; 横井ら, 2003）や、遺伝子組換えイチ

ゴ（吉田, 2013）やトマト（Kato et al., 2011）について有用物質生産に必要なエネルギーや消

費電力量を試算した例が報告されている。本論文の第 3章でも温室栽培で 1年間、最上位

節の一部収穫を繰り返す場合、UV 照射を行う場合と行わない場合に生理活性物質を生産

するために必要な消費電力量を試算し、RA 1 mg を生産するために必要な消費電力量は、

UV 照射を行い、最上位節の一部収穫を 4 節あたり 3 節行うことで最小となることが示され

た。 

本節では、温室でアカジソ葉を生産することを想定し、低培養液温処理を行い、最上位

節のみ、または最上位節から 4 節の一部収穫を繰り返す場合、生理活性物質を生産するた

めに必要な消費電力量を試算した。 
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4.5.2 材料および方法 

4.5.2.1 栽培施設、栽培方法および収穫方法 

栽培施設は 3.4.2.1、栽培方法は 3.4.2.2 と同様と想定した。【試験 4–1】では節位によらず

RA および LU 濃度が増加し、PA および ANT については最上位節葉で増加したため、本

試算では、以下の 2つの収穫方法を想定した。 

  

 （ケース 1）最上位節を収穫 

2節発生したうちの 1節を収穫・・・12日で 1回収穫（年間 30.4回） 

 （ケース 2）最上位節から 4節を収穫   ・・・24日で 1回収穫（年間 15.2回） 

 

本論文の第 4 章で用いた環境条件で栽培を行う場合、アカジソの節の発生速度は 6 日

に 1節であった。このため、本試算では、同様の速度で出節すると仮定した。そのため、6日

間の低培養液温処理を行い、最上位節のみを連続で繰り返し収穫する場合には処理を 6

日よりも長く継続する必要がある。【試験 4–2】では、6 日より長く低培養液温処理を行うと地

上部の生育が著しく抑制された。このため、6 日間の低培養液温処理を行い、最上位節の

一部収穫を繰り返す場合は、処理の継続期間を 6日以内にすることが必要となる。3.4.2.2で

も述べたが、最上位節の一部収穫を繰り返す場合は、加えて、光合成を行う葉を残す必要

がある。また、最上位節から 4 節を一部収穫する場合、次の収穫までに 4 節出節するように

収穫予定を決める必要がある。このため、この収穫方法では 1 回目の収穫以降は、収穫 18

日後（3節出節後）に処理を開始することとした。 

 

4.5.2.2 低培養液温処理の消費電力量（WLT）の試算 

本試算で式に用いた記号の一覧表を Table 4.5 に示した。温室内の気温制御には、暖房

および夜間の冷房にヒートポンプを用い、日中は細霧冷房および換気により気温制御を行う

ことを想定した。また、3.4.2.3 と同様に電照を行うこととした。さらに温室で低培養液温処理

を行うことを想定すると、温室 1 棟の 1 年あたりの総消費電力量（W［kWh］）は、温室 1 棟の

1 年あたりのヒートポンプ（WHP［kWh］）、細霧冷房（WFC［kWh］）、電照（WL［kWh］）、低培養

液温処理（WLT［kWh］）に必要な消費電力量の和として、以下の式（9）で表される。 

 

W ＝ WHP + WFC + WL + WLT                     式（9）             
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WHP、WFC、WLは 3.4.2.3 と同一の式（2）, （3）, （4）よりそれぞれ 12811.1、16.3、318 kWh を

であった。以下に、WLTの試算方法について述べる。 

 

低培養液温処理の消費電力量（WLT） 

温室 1 棟の 1 年あたりの低培養液温処理の消費電力量（WLT［kWh］）は、温室 1 棟の低

培養液温処理 1 回（6 日間）あたりに除去する熱量（QLT［kJ］）を、培養液温を制御するため

に使用したクーラーの COP で除し、1 年あたりの処理の回数（＝収穫回数）（H）を乗じること

で求められ、以下の式（10）で表される。 

 

WLT = QLT / 3600 ・ COP ・ H                       式（10）          

 

ここで、クーラーの COP は 2.5 と仮定した。前述したように、1 年あたりの処理の回数はケー

ス 1で 30.4回、ケース 2で 15.2回である。QLTは、処理開始時に室温と同等の温度の培養

液（20.4 °C）を目標温度（10 °C）まで下げるために除去する熱量（QInitial［kJ］、以下、初期低

培養液温処理負荷）と、培養液温を 6 日間 10 °C に維持するために除去する熱量（QMaintain

［kJ］、維持低培養液温処理負荷）の和である。以下に QInitial および QMaintain の試算方法に

ついて述べる。 

 

初期低培養液温処理負荷（QInitial） 

初期低培養液温処理負荷（QInitial［kJ］）は、培養液の比熱容量（c［kJ kg-1 K-1］）、培養液

の質量（m［kg］）、低培養液温処理開始前の培養液温（＝温室内気温）と培養液の目標温

度の差（dT［K］）、温室 1 棟のたん液水耕（DFT）装置の数を用いて、以下の式（11）より求め

られる。 

 

QInitial ＝ c ・ m ・ dT ・ DFT                 式（11）             

 

DFT装置として、縦 18 m、横 0.8 m、深さ 0.1 mで、発泡スチロール製、容量は 1440 Lの

ものを用いることとした。なお、DFT 装置内は培養液で完全に満たされていると仮定した。よ

って、培養液の質量は 1440 kgであったと仮定した。培養液の比熱容量は水と同じ 4.182 kJ 
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kg-1 K-1 とし、低培養液温処理開始前の培養液温は温室の気温と同一と仮定し、低培養液

温処理開始前の培養液温と培養液の目標温度の差は 10.4 °C とした。また、温室 1 棟の

DFT 装置の数は 6 と仮定した。これらより、初期低培養液温処理負荷は、375777.8 kJ であ

った。 

 

維持低培養液温処理負荷（QMaintain） 

維持低培養液温処理負荷（QMaintain［kJ］）は、DFT装置表面の素材の熱貫流率（ht［W m-

2 K-1］）、DFT 装置の表面積（ADFT［m2］）、温室内気温と培養液の目標温度の差（dT［K］）、

温室 1棟の DFT装置の数、低培養液温処理時間（tLT）を用いて、以下の式（12）から求めら

れる。 

 

Qmaintain = ht ・ ADFT ・ dT ・ DFT ・ tLT ・ 3600 / 1000   式（12）             

 

本試算で仮定した DFT の表面の素材の発泡スチロールの熱貫流率は 0.035 W m-2 K-1

（北村ら, 2008）であり、DFT装置の表面積は 32.56 m2である。また、温室内気温と培養液の

目標温度の差は 10.4 °C とし、温室 1棟の DFT装置の数は 6 と仮定した。低培養液温処理

時間は、6日間の積算時間であるので、114 hである。これらより、維持低培養液温処理負荷

は 29184.0 kJ であった。以上より、温室 1 棟の低培養液温処理 1 回（6 日間）あたりに除去

する熱量（QLT［kW］）は 404961.8 kJであった。温室 1棟の 1年あたりの WLTは、ケース 1の

場合 Hは 30.4であるため、1367.9 kWh、ケース 2の場合 Hは 15.2であるため、683.9 kWh

であった。 

 

4.5.2.3 生理活性物質の収量および生産に必要な消費電力量の試算 

温室 1 棟の 1 年あたりの生理活性物質（PA、RA、LU、ANT）の収量（Y［mg］）は、3.4.2.4

と同様に収穫葉の生理活性物質（PA、RA、LU、ANT）の濃度（C［mg g-1DW］）、温室 1 棟

の 1 回収穫あたりの葉の収量（L［g］）、収穫回数（H）を用いて、3.4.2 に示した式（6）から求

めた。 

C には【試験 4–1】のデータを用いた（Table 4.6）。L はケース 1 の場合、最上位節の葉の

1株あたりの収量に温室 1棟の定植株数（1440株）を乗じて求め、ケース 2の場合、最上位

節から 4 節の葉の 1 株あたりの節あたりの収量に温室 1 棟の定植株数を乗じて求めた。L
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は、ケース 1 では収穫対象を最上位節（Table 4.7 では第 6 節葉のみ）、ケース 2 では収穫

対象を最上位節から 4節（Table 4.7では第 3から第 6節葉）とした。その結果、温室 1棟の

1年あたりの葉の収量は Table 4.7のようになった。 

本試算では、それぞれのケースにおいて、温室 1 棟の 1 年あたりの消費電力量（W）を Y

で除して、生理活性物質 1 mg 生産するために必要な消費電力量（E［kWh mg-1］）を 3.4.2

に示した式（7）より求めた。 
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Table 4.5 Variables and its value used in the present calculation. 

*Values in this column are given as input data. Other values are calculated using equation (9)–

(12) with the input data. EPC indicated electric power consumption. 

 

Table 4.6 Concentrations of bioactive compounds (C) in leaves of red perilla. 

NC and LT indicated non-controlled nutrient solution temperature and low nutrient solution 

temperature treatment, respectively. These values were referred from results in 【Experiment 

3–1】. The leaves at the top node (6th node) and top four nodes (3—6th nodes) were assumed to 

be harvest part in the case1 and 2, respectively. 

  

Symbol Variable name Equation Value* unit

ADFT Surface area of DFT container (12) 32.56 m2

c Specific heat capacity of nutrient solution (11) 4.182 kJ kg-1 K-1

dT Difference in temperature of between air and nutrient solution (11) 10.4 K

H Annual harvesting frequency (10) 30.4, 15.2

ht Heat transmission coefficient (12) 0.035 W m-2 K-1

QInitial Initial cooling load in low nutrient solution temperature treatment (11) 375777.8 kJ

QLT Coolomg load in low nutrient solution temperature treatment (10) 404961.8 kJ

QMaintain Maintain cooling load in low nutrient solution temperature treatment (12) 29184.0 kJ

tLT Period of low nutrient solution temperature treatment (12) 114 h

m Wight of nutrient solution (11) 1440 kg

W Total EPC of greenhouse (9) kWh

WFC Total EPC of fog cooling (9) 16.3 kWh

WHP Total EPC of heat pump (9) 12811.1 kWh

WL Total EPC of lighting (9) 318 kWh

WLT Total EPC of low nutrient solutin temperature treatment (9), (10) kWh

C (mg g-1)

Node position

6th 5th 4th 3rd

NC

PA 008.2 03.7 03.5 01.8

RA 002.9 04.7 16.5 24.1

LU 003.7 01.8 03.6 01.0

ANT 051.0 66.7 70.8 68.3

LT

PA 012.5 04.7 03.3 02.8

RA 006.6 25.2 40.7 36.1

LU 008.4 07.1 04.8 03.1

ANT 103.3 68.9 76.4 66.6
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Table 4.7 Estimated yield of leaves (L) of red perilla in a greenhouse of NT and LT.  

NC and LT indicated non-controlled nutrient solution temperature and low nutrient solution 

temperature treatment, respectively. The leaves at the top node (6th node) and the top four nodes 

(3—6th nodes) were assumed to be harvest part in the case1 and 2, respectively. 

  

L (g)

6th 5th 4th 3rd Case 1 Case 2

NC 82.2 280.7 471.8 286.4 82.2 1121.1

LT 70.6 242.0 417.4 346.1 51.9 1057.4
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4.5.3 結果 

温室 1 棟の 1 年あたりの総消費電力量（W）は、低培養液温処理を行わない場合（NC）、

13145.4kWh であり、10 °C での低培養液温処理を行う場合（LT）、最上位節の一部収穫を

行ったケース 1（年間の収穫回数 30.4 回）では 14513.3 kWh、最上位節から 4 節の一部収

穫を行ったケース 2（年間の収穫回数 15.2回）では 13829.3 kWhであった（Table 4.8）。Wに

占める温室 1棟の年間の低培養液温処理の消費電力量（WLT）の割合（WLT / W）は、ケース

1で 9.43%、ケース 2で 4.95%であった。温室 1棟の 1年あたりの PA、RA、ANTの収量（Y）

は、収穫方法によらず LTで NC よりも大となった（Table 4.9）。 

生理活性物質 1 mgを生産するために必要な消費電力量（E）は、全ての生理活性物質で

低培養液温処理の有無によらず、ケース 2 でケース 1 よりも小となった（Table 4.10）。また、

RAおよび LUの Eは、ケース 1、ケース 2 ともに、LTで NCよりも小となった。ANTの Eは、

ケース 1では LTで NCよりも小となったものの、ケース 2では LT と NCで同等であった。他

方 PAの Eは、ケース 1では LTで NCよりも大となったものの、ケース 2では LT と NCで同

等であった。 
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Table 4.8 Estimated electric power consumption (EPC [kWh]) of heat pump (WHP), fog cooling 

(WFC), lighting (WL), and low nutrient solution temperature treatment (WLT) of annual 

cultivation in a greenhouse. 

WLT/W indicated percentages of WLT per W. NC and LT indicated non-controlled nutrient 

solution temperature and low nutrient solution temperature treatment, respectively. Annual 

harvesting frequency in case 1 and case 2 was assumed to be 30.4 and 15.2, respectively. The 

leaves at top node (6th node) and four nodes from the top (3—6th nodes) were assumed to be 

harvest part in the case1 and 2, respectively. 

 

Table 4.9 Estimated yield of bioactive compounds in red perilla of annual cultivation in a 

greenhouse (Y). 

NC and LT indicated non-controlled nutrient solution temperature and low nutrient solution 

temperature treatment, respectively. Annual harvesting frequency in case 1 and case 2 was 

assumed to be 30.4 and 15.2, respectively. The leaves at top node (6th node) and four nodes 

from the top (3—6th nodes) were assumed to be harvest part in the case1 and 2, respectively. 

  

EPC (kWh) WLT/W

(%)WHP WFC WL WLT W

NC

12811.1 16.3 318

0000.0 13145.4 -

LT
Case 1 1367.9 14513.3 9.43

Case 2 0683.9 13829.3 4.95

Case
Y (mg)

PA RA LU ANT

NC
1 20519 007312 09134 0127374

2 58807 246953 42377 1152894

LT
1 26829 014101 17948 0221631

2 66554 547412 81712 1199865
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Table 4.10 Electricity cost in production of bioactive compounds in red perilla of annual 

cultivation in a greenhouse (E). 

NC and LT indicated non-controlled nutrient solution temperature and low nutrient solution 

temperature treatment, respectively. Annual harvesting frequency in case 1 and case 2 was 

assumed to be 30.4 and 15.2, respectively. The leaves at top node (6th node) and four nodes 

from the top (3—6th nodes) were assumed to be harvest part in the case1 and 2, respectively. 

 

  

Case
E (kWh mg-1)

PA RA LU ANT

NC 1 0.64 1.80 1.44 0.10

2 0.22 0.05 0.31 0.01

LT 1 0.74 1.40 1.10 0.09

2 0.22 0.03 0.17 0.01
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4.5.4 考察 

本試算では、温室 1 棟の年間の消費電力量は、低培養液温処理行う場合（LT）、低培養

液温処理を行わない場合（NC）と比較すると、最上位節のみの一部収穫の場合（ケース 1）

で 1.10倍、最上位節から 4節の一部収穫の場合（ケース 2）で 1.05倍であった。RAおよび

LU の収量（Y）は、低培養液温処理行う場合（LT）、低培養液温処理を行わない場合（NC）

と比較すると、最上位節のみの一部収穫の場合 RAが 1.93倍、LUが 1.96倍、最上位節か

ら 4 節の一部収穫の場合 RA が 2.22 倍、LU が 1.93 倍となり、増加した消費電力量に対し

て増加率は大となった。 

生理活性物質の収量（Y）を収穫方法（最上位節のみ収穫または最上位節から 4 節収穫）

で比較すると、いずれの成分についても低培養液温処理の有無によらず最上位節から 4 節

収穫する場合で最上位節のみを収穫する場合よりも大となった。また、生理活性物質 1 mg

を生産するために必要な消費電力量（E）について、RA および LU の E は収穫方法によら

ず LT で NC よりも小となった。他方、PAおよび ANTの Eは、最上位節の一部収穫ではそ

れぞれ LT で NC より大、LT で NC より小となり、最上位節から 4 節の一部収穫ではいずれ

も LT と NC で同等であった。また、いずれの生理活性物質でも E は、最上位節から 4 節の

一部収穫で最上位節の一部収穫よりも小となった。 

これらより、本試算の範囲では、6日間の 10 °Cの低培養液温処理を行い、一部収穫を繰

り返す場合、最上位節のみを収穫する場合よりも最上位節から 4 節を収穫することで、生理

活性物質生産に必要な消費電力量は少なくなり、より効率的に生理活性物質を生産できる

と考えられた。また、RA および LU については、収穫方法によらず、低培養液温処理を行う

ことで、培養液温処理を行わない場合よりも 1 mg生産するための消費電力量は少なくなり、

効率的な生産ができると考えられた。 
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4.6 第 4章のまとめ 

6日間の低培養液温処理では、培養液温を 10 °Cに制御することで葉の乾物重や PAお

よび ANT濃度を低下させずに全ての節位で RAおよび LU濃度が増加し、RAおよび LU

の収穫部位全体の濃度および含有量が増加することが明らかとなった。さらに、最上位節で

は、10 °Cでの低培養液温処理によって PAおよび ANT濃度も増加した。よって、本試験の

6 日間（短期）の低培養液温（10 °C）処理は、全体収穫でも一部収穫でも収穫部位全体の

RAおよび LU濃度および含有量を増加させることができ、最上位節のみの一部収穫では、

PAおよび ANT濃度が高い葉を得られると考えられた。 

また、低培養液温処理の期間を 6 日とした場合、生育抑制や PA および ANT の濃度低

下を伴わずに LU および RA 濃度が増加するものの、処理期間が 9 日以上になると生育が

抑制されることが示された。よって、低培養液温の期間は 3－6 日が適当と考えられた。また、

気温 20/15 °C－30/25 °C 下では、気温によらず培養液温を 10 °C に制御することで、制御

しないよりも RA および LU 濃度が増加すること、この気温の範囲では気温が高いほど RA

および LU 濃度が低下することが示された。これらより、気温によらず、6 日間の低培養液温

処理（10 °C）を行うことに加え、気温を 20/15 °Cにすることで、主枝葉の乾物重を低下させず

に主要な生理活性物質の濃度、特に RA および LU 濃度を高められることが明らかになっ

た。また、10 °C での低培養液温処理によって RA および LU 濃度を増加させる場合、いず

れの生理活性物質も節位によらず濃度が増加するため、収穫は全体収穫および一部収穫

どちらを用いても収穫部位全体の濃度を増加させることができると考えられた。さらに、

20/15 °Cでの気温処理では RA濃度が節位によらず増加することから、これについてもどち

らの収穫方法でも収穫部位全体のRA濃度を増加させることができると考えられた。また、気

温によらず 10 °C での低培養液温によって最上位節の PA および ANT 濃度が増加したた

め、最上位節葉の一部収穫によって、PA および ANT 濃度が高い葉を収穫できると考えら

れた。 

以上より、6日間の低培養液温処理（10 °C）を行い、全体収穫または一部収穫を行うことで

RAと LUを、最上位節の一部収穫を行うことで PAおよびANTを高含有するアカジソの効率

的な生産が達成できると考えられた。加えて、気温処理（20/15 °C）により RAを高含有するア

カジソの効率的な生産が達成できると考えられた。 

さらに、【試験 4-1】の結果をもとに、温室でアカジソの生理活性物質を生産するために必

要な消費電力量を試算した。その結果、6 日間の低培養液温処理を行い、一部収穫を繰り
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返す場合、最上位節のみを収穫する場合よりも最上位節から 4節を収穫することで、生理活

性物質の生産に必要な消費電力量は少なくなり、より効率的に生理活性物質を収穫できる

ことが示された。また、RA および LU について、1 mg生産するために必要な消費電力量が

低培養液温処理を行う場合に低培養液温処理を行わない場合よりも小となったことから、低

培養液温処理を行うことでより効率的に生産できると考えられた。 
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第 5章 総括 

5.1 本論文の摘要 

本論文では、温室および人工光型植物工場で利用が可能なUV照射および低温処理を

用いたアカジソの主要な生理活性物質の効率的な生産方法を検討した。 

第 2 章では、個葉に着目して展開開始後の日数と主要な生理活性物質（ペリルアルデヒド

（PA）、アントシアニン（ANT）、ロズマリン酸（RA）、ルテオリン（LU））の濃度変化との関係を調

査した。その結果、アカジソの葉は概ね展開開始後 12－15日で最大展開となり、PAと LUは

展開開始後 0－3 日で、RAは展開開始後 9－12日で濃度が高く、ANT は展開開始後の日

数によらず一定濃度となることが明らかとなった。また、PA の生合成・蓄積の場であるトリコー

ムの形成は葉の展開開始後 3－6日で活発に行われていることが示された。 

第 3章では、ピーク波長 310 nm の UV波長を持つ光源で展開 0－3日目に UV-B を照

射し、照射終了後速やかに収穫することで、生育抑制を伴わずに PA および RA の濃度が

高い葉を得られることが示された。また、ピーク波長 310 nm の UV 光源で 30 日間、1.0 W 

m-2の UVを 8 h d-1で照射した場合は、照射時間帯によらずアカジソの生育は抑制されず、

暗期に UV を照射した場合には 18 日間の UV 照射で生育が促進される傾向がみられた。

しかし、PA、LU および ANT 濃度は処理区間で差はなく、UV 照射によって下位節の葉の

RA 濃度が低下し、株あたりの RA 含有量が低下する傾向がみられた。このため、本論文で

の条件では長期間の UV照射は生理活性物質の効率的な増加には不適と考えられた。 

3 日間の UV 照射の結果を用いて、温室でアカジソを栽培する際に、収穫間隔を変えて

最上位節の一部収穫を行うことを想定して、生理活性物質の生産に必要な消費電力量を試

算した。その結果、最上位節の繰り返し収穫を行う場合、PA、RAおよびANT収量がUV照

射を行わない場合よりも大となること、RAを 1 mg生産するために必要な消費電力量は、UV

照射を行い、収穫間隔を 4節あたり 3節とすることで最小となることが示された。 

第 4章では、6日間の低培養液温処理（10 °C）によって葉の乾物重や PAおよび ANT濃

度を低下させずに全ての節位で RA および LU 濃度が増加することが明らかとなった。この

ため、低培養液温処理では収穫部位全体の RAおよび LU濃度、株あたりの生理活性物質

の収量も増加した。よって、本試験の 6 日間（短期）の低培養液温（10 °C）処理は、アカジソ

の RA および LU 濃度および収量を増加させるために有効な方法であると考えられた。さら

に、6日間（短期）の低培養液温（10 °C）処理は、最上位節では PAおよび ANT濃度も増加

したことから、最上位節のみを収穫する場合には PA および ANT 濃度および収量を増加さ
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せることができると考えられた。また、10 °C での低培養液温処理の期間を 3 または 6 日とし

た場合、生育抑制や PAおよび ANTの濃度低下を伴わずに LUおよび RA濃度が増加す

るものの、処理期間が 9日以上になると生育が抑制されることが示された。よって、低培養液

温の期間は 3－6 日が適当と考えられた。さらに、アカジソの主要な生理活性物質が培養液

温や気温によって増加する程度は、生理活性物質の種類や節位（葉齢）ごとに異なることが

明らかになった。培養液温を制御しない場合、気温 20/15 °C －30/25 °C下では、気温が高

いほど RA および LU 濃度が低下することが示された。これらより、気温によらず、6 日間の

低培養液温処理（10 °C）を行うことに加え、気温を 20/15 °C にすることで、主枝葉の乾物重

を低下させずに主要な生理活性物質の濃度、特に RA および LU 濃度を高められることが

明らかになった。 

序論で述べたように、アカジソの収穫方法の例としては、地上部全体を一斉に刈り取る全

体収穫、地上部の上位節（最上位節から 3－4 節程度）を刈り取るまたは摘み取る一部収穫

が挙げられる。全体収穫では継続的に播種することで収穫ごとに新しい株を定植することも

でき、株を大きく育てずに小さい株を繰り返し定植、収穫することができる。一部収穫では、

いずれも収穫後に脇芽を伸ばすことで同じ株から繰り返し収穫することが可能である。 

短期間の UV照射によって PAおよび RA濃度を増加させる場合、PAおよび RA濃度が

どちらも増加するために処理を行う期間が展開開始後 0－3日に限定されており、PAおよび

RAどちらの濃度も増加する展開開始後 3日の葉の乾物重は小さい。このため、収穫方法と

して一部収穫を選択し、繰り返し収穫を行うことで、収穫部位全体の濃度を増加させることが

できると考えられた。 

他方、10 °C での低培養液温処理によって生理活性物質の濃度を増加させる場合、RA

および LU については節位によらず濃度が増加するため、収穫方法として全体収穫または

一部収穫どちらを用いても収穫部位全体の濃度を増加させることができると考えられ、PA お

よび ANT 濃度については最上位節のみで濃度が増加するため、収穫方法として最上位節

の一部収穫を用いることで収穫部位全体の濃度を増加させることができると考えられた。さら

に、20/15 °C での気温処理では RA 濃度が節位によらず増加することから、これについても

どちらの収穫方法でも収穫部位全体の RA濃度を増加させることができると考えられた。 

また、10 °C での低培養液温処理の結果を用いて、温室でアカジソを栽培する際に生理

活性物質の生産に必要な消費電力量を試算した結果、RAおよび LUについて、1 mg生産

するために必要な消費電力量が低培養液温処理を行う場合に低培養液温処理を行わない
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場合よりも小となったことから、低培養液温処理を行うことでより効率的に生産できるとことが

示された。 

温室での生産を想定した生理活性物質の生産に必要な消費電力量の試算結果をUV照

射と低温処理で比較すると、RAおよび LUについては、6日間 10 °Cの低培養液温処理を

行い、最上位節から 4節を収穫することで最も年間収量が大となり、1 mgを生産するために

必要な消費電力量が最も小となった。また、PAおよび ANTを 1 mg生産するために必要な

消費電力量は、UV 照射を行う場合に UV 照射を行わない場合よりも大となったものの、低

培養液温処理を行う場合では、培養液温処理を行わない場合と同程度であった。このため、

低培養液温処理は UV 照射よりも効率的に RA および LU 濃度および収量を増加させると

考えられた。 

以上より、付与する環境ストレスで目的とする生理活性物質濃度が増加する節位を把握し、

目的に合った収穫方法を選択することで生理活性物質の効率的な生産が可能となることが

示唆された。また、本研究の範囲では 6日間の低培養液温処理（10 °C）により RA と LU、気

温処理（20/15 °C）により RAを高含有するアカジソの高効率生産が達成できると考えられた。  
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5.2 今後の課題および展望 

本研究では、人工気象室内でアカジソの生理活性物質の濃度を増加させる環境ストレス

の探索を行い、植物工場および簡易温室でアカジソの生理活性物質を効率的に生産する

方法を検討した。その結果、6 日間の低培養液温処理（10 °C）により RA と LU、気温処理

（20/15 °C）によりRAを高含有するアカジソの効率的生産が達成できることが明らかとなった。

しかし、生薬としてアカジソを利用する際に重要とされる PA については株全体の葉の濃度

が増加する環境条件は不明であった。ただし、本研究の第 2章ではトリコームの形成数を増

加させることで PA の蓄積量が増加する可能性が示された。既往の研究からトリコーム数の

決定時期は葉の展開のごく初期であることが示唆されていることから、今後は栽培光源の変

更など長期的な環境制御によってトリコームの形成数を増加させることで PA 濃度を増加さ

せられるかを調査する必要があると考えられた。 

第 4章では、10 °Cでの低培養液温処理によって RAおよび LU濃度を、または 20/15 °C

での気温処理では RA 濃度を増加させる場合、収穫は一斉刈り取り法または一部刈り取り

法どちらを用いても収穫部位全体の濃度を増加させることができると考えられた。さらに、連

続的な栽培で、収穫前 6 日間の低温処理や気温処理を行う場合には、次の収穫まで（新し

い芽が数節伸びるまで）、ストレス付与を休止することができ、生育抑制を軽減し、大幅な収

量の低下を回避できる可能性が示された。また、短期的な UV 照射についても収穫から次

の収穫まで数日、照射を停止することができることが示されたが、長期間のUV照射ではRA

濃度の低下がみられた。このため、いずれの処理についても、断続的な照射が生理活性物

質濃度に及ぼす影響についてさらに調査を行う必要があると考えられた。また、第 4 章では

RAや LUの濃度は気温や培養液温の影響を大きく受けることが明らかとなったが、そのメカ

ニズムについては不明瞭であった。今後、新たな環境ストレス付与の応用の可能性を見出

すなど、これらの成分を高蓄積させるための技術を構築させるために、気温や培養液温の

変化によるRAおよび LU濃度の変動のメカニズムを明らかにする必要があると考えられた。 

本研究ではアカジソを供試材料として用いたが、調査した生理活性物質はテルペノイド、

フェニルプロパノイド、フラボノイドに分類され、これらと一部共通の生合成経路で生合成さ

れる成分は機能性野菜やその他の薬用植物にも広く含まれている。すなわち、本試験で得

られた知見が、アカジソ以外の薬用植物、あるいは機能性野菜などの効率的生産にも適用

できる可能性があり、今後、温室および人工光型植物工場での植物生産の生産技術発展

に寄与することを期待したい。  
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付録 

1. UV波長が食用アカジソの生育および生理活性物質濃度に及ぼす影響 

1.1 目的 

これまで、本研究グループでは、ピーク波長 310 nm の UV 蛍光灯を用いてアカジソに

UV 照射を 21 日間照射したところ、アカジソの生育は抑制され、ANT 濃度が低下したもの

の、PA濃度はUV照射区で増加する傾向があったこと報告している（Nishimura et al., 2009）。

この報告では、長期的に UV を照射したことで生育が抑制され、ANT 濃度が低下した可能

性がある。本試験では、効果的に PA 濃度を増加させる UV 波長を明らかにすることを目的

として、短期間の UV 照射の波長がアカジソの生育、PA および ANT 濃度に及ぼす影響を

調査した。 

 

1.2 材料および方法 

供試材料および育苗条件 

試験には、アカジソ（‘芳香赤しそ’（中原採種場（株））を供試し、人工気象室内で育苗を

行った。本試験で用いた品種のペリルアルデヒド濃度は、薬用品種と比較して 1/10 以下で

ある。種子を水道水に浸水し、1 週間後に発根および発芽がみられたものをウレタンマットに

移植した。乾燥を防ぐために、ウレタンマットに移植後 7日間は播種面にサランラップを被せ

て保湿した。潅水には、播種後 14 日目までは水道水、その後は大塚 A 処方 1/4 単位培養

液を与えた。播種後 28日目に湛液水耕装置に定植した。試験には、播種後 42日目の苗を

使用した。明期光源には白色蛍光灯（FHF32-EX-N-H, パナソニック（株））を用い、環境条

件は Table S1.1のように設定した。 

 

処理区 

処理区は、ピーク波長が異なる 4 種類の UV 光源を用いた 4 処理区（290, 310, 330）と

UV 無照射の Control とした。UV 強度は供試植物の第 5 および第 6 葉（植物体成長点付

近）付近で 3.0 W m-2になるように調整した。 

UV 光源には 2 種類の紫外線エキシマ蛍光ランプ（UV-XEFL, ウシオ電機, ピーク波長

297, 338 nm）と 1 種類の UV-B 蛍光灯（TL20W/01 RS SLV, Philips Co., Ltd., ピーク波長

313 nm）を用いた（Fig. S1.1）。その他の環境条件は育苗期間と同一とした。 
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測定および算定項目 

測定項目は、部位別の生体重、乾物重、PA および ANT の濃度とした。分析対象葉は、

子葉から数えて第 5 および第 6 節目の葉とした。本試験では、葉身内の主脈を中心にして

左右に切り分け、それぞれ生体重を測定し、片方を生理活性物質の分析用の試料に使用

するために液体窒素で凍結させ、分析まで-30 °Cで保存した。もう片方は、恒温乾燥器で乾

燥させ（80 °C）、乾物重を測定した。乾燥させた葉の生体重および乾物重から乾物率を算

定し、分析に使用した葉の推定乾物重を算定した。さらに、第 2 節以上を対象として節位ご

との含水率を算定した。 

各測定項目について試験開始日、UV 照射開始後 3 および 6 日目に調査した。各測定

日における調査株は 6 株とした。各生理活性物質の分析方法については、2.2.4 と同様とし

た。 
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 Table S1.1 Environmental conditions during the cultivation period. 

 

 

 

 

*PPFD: photosynthetic photon flux density provided to culture panel. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. S1.1 Spectral irradiance of UV light sources. Relative spectral intensities of each lamp 

were normalized to 1.0 at 297, 313, and 338 nm. The spectral energy distribution was measured 

by spectroradiometer (USR-45DA; USHIO Co., Ltd., Japan). 
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1.3 結果 

1.3.1生育・外観 

ピーク波長を 290 nmに持つ 290区では、照射開始 1 hで第 4－6節葉の向軸側の先端

が緑色に変化し（Fig. S1.2 (A)）、照射開始後 1日で葉脈と葉柄付近を残して向軸側全体が

緑色に変化した（Fig. S1.2 (B)）。UV 照射開始後 3 日の各処理区の第 5 節葉の色は、

Control、330、310 区では赤色であったが、290 区では緑色であった（Fig. S1.3 (A)）。また、

290区では照射開始後 3日には葉の先端が乾燥し、枯れがみられ、照射開始後 4日に 290

区の第 4節および第 5節葉の先端が枯れ、第 6節葉が収縮したことが目視で確認されたた

め、290区は UV照射開始後 3日までで試験を終了した。 

照射開始後 3 日の葉の総乾物重は、処理区間で差はなく、いずれの株でも最大展開葉

である第 4葉の乾物重が最も大となった（Table S1.2）。また、処理開始後 3日の節位別の葉

の含水率は、第 6 節葉を除き、290 区で他の区よりも小となる傾向がみられ、特に第 4 節お

よび第 5節葉では 290区で Control よりも有意に小となった（Table S1.3）。照射開始後 6日

目での葉色に処理区間の差はなく（Fig. S1.3 (B)）、葉の総乾物重および含水率について

も、処理区間で差はみられなかった（Tables S1.4 and S1.5）。 

 

1.3.2 生理活性物質 

ペリルアルデヒド（PA） 

照射開始後 3日の第 6節葉の PA濃度は、320区を除く UV照射区で Control よりも大と

なる傾向がみられた。特に、290区では PA濃度が Control よりも有意に大となった（Fig. S1. 

(A)）。第 5 節葉の PA 濃度は 290 および 310 区で Control よりも大となる傾向がみられた。

照射開始後 6 日の第 6 節および第 5 節葉の PA 濃度は、処理区間で有意差はみられなか

った（Fig. S1.4 (B)）。 

 

アントシアニン（ANT） 

ANT 濃度は、照射開始後 3 日、6 日ともに UV 照射によって減少する傾向がみられた

（Fig. S1.5）。特に、照射開始後 6日目のアントシアニン濃度は、全 UV照射区で対照区より

も低くなったことから、継続的な UV 照射はアカジソのアントシアニン濃度を低下させる可能

性があると考えられた。 

 



 147 

Fig. S1.2 The appearance of red perilla leaf under UV irradiation at 290. The leaf color turned 

green from red. The leaf color change commenced at 1 h after the exposure to UV irradiation 

started (A), and it was completed about 1 d later on the adaxial leaf surface. 

 

 

 

Fig. S1.3 Effect of 3 (A) and 6 (B) days of UV irradiation on color of the leaves at 5th node of 

red perilla plants. 
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Table S1.2 Effects of 3 days UV irradiation using three types of UV light sources with a peak 

of 320, 310, and 290 nm, on dry weight (g/plant) of red perilla plants. 

The levels of UV were set at 3.0 W m-2. The plants were harvested at 3 days after the start of 

UV irradiation (16 h d-1). Leaf position was counted from the stem base of the main shoot. 

Growth data are the means of 6 plants. The mean of leaf dry weight at the 1st node was 

calculated using 3–6 plants because at the 1st node in all plants exposed to 290 nm UV light, 

and in some of the plants subjected to 310 and 330 nm treatments withered.  

 

 

Table S1.3 Effects of 3 days UV irradiation using three types of UV light source with a peak at 

320, 310, and 290 nm, on water content (%) in red perilla leaves. 

The levels of UV were set at 3.0 W m-2. The plants were harvested at 3 days after the start of 

UV irradiation (16 h d-1). Leaf position was counted from the stem base of the main shoot. 

Growth data are the mean of 6 plants. Different letters indicate significant differences among 

the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

  

Treatment code

Main shoot
Lateral 
shoot

Root TotalLeaves
Stem

1 2 3 4 5 6 Total

Control 0.02 0.11 0.30 0.38 0.22 0.06 1.08 0.38 0.23 0.31 2.00

290 - 0.07 0.19 0.41 0.28 0.06 1.01 0.41 0.22 0.34 1.98

310 0.03 0.11 0.28 0.38 0.24 0.07 1.09 0.38 0.26 0.34 2.07

330 0.03 0.09 0.28 0.40 0.29 0.11 1.17 0.43 0.24 0.36 2.23

Treatment code
Node position

2 3 4 5 6
Control 87.3 86.8 85.0 a 83.8 ab 83.9

290 86.2 84.0 80.4 b 81.8 bc 83.8
310 86.8 86.6 85.3 a 84.0 ab 83.4
330 87.2 85.6 84.8 a 84.1 ac 83.5
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Table S1.4 Effects of 6 days UV irradiation using two types of UV light source with a peak at 

320 and 310 nm, on dry weight (g/plant) of red perilla plants. 

The levels of UV were set at 3.0 W m-2. The plants were harvested at 6 days after the start of 

UV irradiation (16 h d-1). Leaf position was counted from the stem base of the main shoot. 

Growth data are the mean of 6 plants.  

 

 

Table S1.5 Effects of 6 days UV irradiation using two types of UV light source with a peak at 

320 and 310 nm, on water content in red perilla leaves. 

The levels of UV were set at 3.0 W m-2. The plants were harvested at 6 days after the start of 

UV irradiation (16 h d-1). Leaf position was counted from the stem base of the main shoot. 

Growth data are the means and 6 plants used for investigation of growth.  

 

 

  

Treatment code

Main shoot
Lateral 
shoot

Root TotalLeaves
Stem

1 2 3 4 5 6 7 Total

Control 0.05 0.12 0.35 0.44 0.38 0.16 0.03 1.48 0.53 0.57 0.31 2.49 

310 0.02 0.11 0.32 0.47 0.33 0.14 0.03 1.41 0.52 0.51 0.34 2.45

330 0.09 0.14 0.39 0.47 0.37 0.15 0.03 1.61 0.52 0.39 0.36 2.47

Treatment code
Leaf position

2 3 4 5 6
Control 87.0 85.3 84.3 84.1 83.8

310 84.3 84.8 82.0 84.4 84.5

320 84.1 82.9 83.2 83.3 83.2
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Fig. S1.4 Effects of 3 (a) and 6 (b) days of UV irradiation using three types of UV light source 

with a peak at 320, 310, and 290 nm, on perillaldehyde (PA) concentration in red perilla leaves. 

The levels of UV were set at 3.0 W m-2. The plants were harvested at 6 days after the start of 

UV irradiation (16 h d-1). Leaf position was counted from the stem base of main shoot. Different 

letters indicate significant differences among the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test 

(n = 6). 

 

Fig. S1.5 Effects of 3 (a) and 6 (b) days UV irradiation using three types of UV light source 

with a peak at 320, 310, and 290 nm, on anthocyanin (ANT) concentration in red perilla leaves. 

The levels of UV were set at 3.0 W m-2. The plants were harvested at 6 days after the start of 

UV irradiation (16 h d-1). Leaf position was counted from the stem base of main shoot. Different 

letters indicate significant differences among the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test 

(n = 6).  
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1.4 考察 

本試験では、照射開始後 1 日で 290 区の植物体の葉色が赤色から緑色に変化した。こ

の葉色の変化は UV が直接照射されている向軸側のみでみられ、UV が照射されていない

と考えられる胚軸側の葉色は変化しなかった。本試験では、UV照射区において ANT濃度

が著しく低下した。ただし、葉色が緑色に変化したのは 290区のみであり、310および 330区

では葉色は Control と差はなかった。これらのことから、UV 照射による葉色の変化の理由と

して、葉の表面に含まれている ANT が分解され無色化した、または ANT の生合成量が著

しく減少したことが考えられた。また、この結果はアカジソ葉への UV-B 照射によって ANT

濃度が低下したことを報告している Ota ら（2017）および Nishimura ら（2008）と一致した。 

節位別の葉の含水率は、第 6節葉を除いて 290区で他の区よりも小となる傾向がみられ、

特に第 4および第 5節葉において 290区で Control よりも優位に小となった。290区の UV

光源は、297 nmにピーク波長を持ち、他の処理区で使用した UV光源よりも 300 nm以下の

UVを多く放射している。遺伝子の主要な成分である核酸や、タンパク質はそれぞれ 260 nm、

280 nm 付近に紫外線の吸収ピークがあり、インドール酢酸のような植物ホルモンなど多くの

生体物質も UV に吸収のピークがある。これらの物質の多くは紫外線を吸収すると損傷を受

け、場合によっては破壊される（野内, 2001）。このため、本試験 290区では、これらの物質が

著しく損傷または破壊されたことにより、含水率の低下や枯れが観察されたと考えられた。ま

た、本試験の範囲では 6 日間 UV 照射を行う場合でも 300 nm よりも短波長の光をほとんど

含んでいない 310 や 330 区では、生育の抑制や外観上の変化は引き起こされないことが示

された。 

試験開始日の第 5 節および第 6 節葉は、それぞれ展開開始後 6－9 日、0－3 日であっ

た。本試験では、いずれの節位の葉も展開中であったが、UV の照射開始時期の葉齢がよ

り若かった第 6 節葉でのみ、PA 増加した。このため、展開初期の葉ほど UV 照射によって

PA 濃度が増加しやすいと考えられた。UV 照射による、PA 濃度の増加の理由として、ROS

の発生量の増加によるトリコーム数の増加やPA生合成量の増加が考えられた。本試験で用

いた品種は薬用のアカジソの生産に使用されている品種ではないが、アカジソは品種によら

ずトリコームに PA を蓄積させているため、同様の手法を用いることで、薬用品種でも同様の

結果を得られる可能性がある。また、本試験では、PA濃度は 3日間の UV照射では 290お

よび 310 区で Control よりも大となったが、6 日間照射では処理区間での差はみられなかっ

た。 
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以上より、310 nmにピーク波長をもつ光源を用いて 3.0 W m-2の UVを 3日間照射するこ

とで、生育抑制や葉の変色を伴わずに展開初期の葉の PA 濃度が増加することが示された。

ただし、本試験の範囲では 3 日間の UV 照射が RA および LU 濃度やトリコーム数および

体積に及ぼす影響は不明であり、PA濃度の増加に有効な葉齢の範囲は不明瞭であった。 
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2. 気温が食用アカジソの生育および生理活性物質濃度に及ぼす影響 

2.1 目的 

これまで、短期間（6 d程度）の気温処理がアカジソの生理活性物質の濃度に及ぼす影響

について調査した例は報告されていない。そこで、本試験では短期間の気温がアカジソの

生育、PAおよび ANT濃度に及ぼす影響を明らかにした。 

 

2.2 材料および方法 

2.2.1 供試材料および栽培方法 

試験には、アカジソ（‘芳香赤しそ’（中原採種場（株））を供試し、人工気象室内で育苗を

行った。本試験で用いた品種のペリルアルデヒド濃度は、薬用品種と比較して 1/10 以下で

ある。種子を水道水に浸水し、1 週間後に発根および発芽がみられたものをウレタンマットに

移植した。乾燥を防ぐために、ウレタンマットに移植後 7日間は播種面にサランラップを被せ

て保湿した。潅水には、播種後 14 日目までは水道水、その後は大塚 A 処方 1/4 単位培養

液を与えた。播種後 28日目に湛液水耕装置に定植した。試験には、播種後 42日目の苗を

使用した。栽培中の光源には白色蛍光灯を用い、環境条件は付録 1.2 と同様とした。 

 

2.2.2 処理区 

試験はインキュベータ内で行った。インキュベータ内の気温を 10、15、25、30oC に設定し、

それぞれのチャンバ内に 10 株ずつ定植した。光源は電球色のツイン蛍光灯とし、その他の

条件は育苗時と同一とした。 

 

2.2.3 測定および算定項目 

測定および算定項目は乾物重、含水率、PAおよびANT濃度とした。PAおよびANTにつ

いては第4－第6節葉を分析対象葉とした。処理開始後6日に各処理区6株ずつ生育、PAお

よびANTの濃度を調査した。PAおよびANTの分析方法および乾物重あたりの濃度の算定

方法については、2.2.4と同様とした。 
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2.3 結果 

生育 

処理開始後 6 日における総乾物重は気温 10 °Cおよび 15 °Cで 25 °C よりも有意に小と

なり、主な収穫部位である主枝葉の乾物重は気温 10 °C で 25 °C よりも有意に小となった

（Table S2.1）。根の乾物重は気温 10 °Cおよび 15 °Cで 25 °C よりも有意に小なった。含水

率は、第 4 および第 5 節葉で気温 10 °C が最小となった（Table S2.2）。平均節数は、気温

10 °C 15 °Cで 6節、気温 25 °Cおよび 30 °Cで 7節となった。 

 

ペリルアルデヒド（PA）およびアントシアニン（ANT） 

第 4 および第 5 節葉の PA 濃度は、気温 15 °C でその他の処理区よりも大となる傾向が

みられ、30 °C と比較すると有意に大となった（Fig. S2.1）。第 6節葉の PA濃度は、気温が低

いほど高くなる傾向がみられた。 

  第 6葉の ANT濃度は、15 °Cが他の処理区よりも大となった（Fig. S2.2）。その他の節位

についても気温 10 °Cおよび 15 °Cで気温 25 °Cや 30 °C よりも ANT濃度が高くなる傾向

がみられた。 
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Table S2.1 Effects of air temperature on dry weight (g/plant) of main leaves, main stem, root, 

and other parts of red perilla plants.  

Air temperature was set to 10, 15, 25, and 30 °C. The plants were harvested at 6 days after the 

start of each treatment. Different letters indicate significant differences among the treatments 

at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

 

 

Table S2.2 Effects of air temperature on water content (%) in main leaves of red perilla. 

Air temperature was set to 10, 15, 25, and 30 °C. The plants were harvested at 6 days after the 

start of each treatment. Different letters indicate significant differences among the treatments 

at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Air temperature (°C)
Leaf position

2 3 4 5 6

10 85.5 81.7 79.8 b 80.1 b 84.9

15 85.9 82.8 83.0 a 83.2 a 84.0

25 86.6 84.7 84.1 a 85.5 a 86.0 

30 86.5 84.4 84.2 a 83.6 a 86.5

Air temperature (°C)
Main shoot

Lateral shoot Root Total
Leaves Stem

Before treatment 1.04 0.50bb 0.12 0.37bb 2.02bb

10 1.74 0.70 bb 0.30 0.50 bb 3.08 bb

15 1.61 0.74 ab 0.30 0.53 bb 3.19 bb

25 1.81 0.97 ab 0.78 0.84 ab 4.39 ab

30 1.75 0.82 ab 0.70 0.70 ab 3.96 ab
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Fig. S2.1 Effects of air temperature on perillaldehyde (PA) concentration in red perilla leaf. Air 

temperature was set to 10, 15, 25, and 30 °C. The plants were harvested at 6 days after the start 

of each treatment. Vertical bars indicate SE (n = 6). Different letters indicate significant 

differences among treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. S2.2 Effects of air temperature on anthocyanin (ANT) concentration in perilla leaf. Air 

temperature was set to 10, 15, 25, and 30 °C, respectively. The plants were harvested at 6 days 

after the start of each treatment. Vertical bars indicate SE (n = 6). 
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2.4 考察 

乾物重および節数の結果より、気温 10 °Cおよび 15 °Cでは、25 °Cおよび 30 °C と比較

して生育が抑制されたと考えられた。また、気温を 10 °C 下では含水率が低下することが示

された。 

本論文の第 3 章では、UV 照射によって展開開始後 3 日の葉でのみ PA 濃度が増加し

た。他方、本試験では処理開始時に展開を始めていた第 4節葉についても気温 15 °Cで他

の処理区よりも PA濃度が有意に増加した。この理由として、葉の生育の遅延が考えられる。

第 2 章の結果からアカジソの PA 濃度は、葉の成長が進むほど低下する。葉の生育速度や

出葉速度を処理区間で比較すると、気温 15 °C では気温 25 °C および 30 °C よりも 1節分

遅れていた。さらに、第 6節における気温 25 °Cおよび 30 °Cの PA濃度は、第 5節におけ

る 15 °C と同程度であった。これらのことから、気温 15 °Cでは気温 25 °Cや 30 °C よりも葉

の成長が抑制されたことにより、第 4 節葉の PA 濃度が増加したと推察される。また、アカジ

ソでは気温 10 °C または 15 °C で 6日間栽培すると 25や 30 °C 栽培した場合よりも ANT

濃度が増加することが明らかとなった。ただし、気温 10 °C では ANT 濃度の増加効果は小

さいことが示された。 

以上より、短期間の低気温処理（気温 10 °C または 15 °C）では生育が遅れることで PA濃

度が増加し、気温 15 °Cでは ANT濃度が増加するものの、株全体の生育が抑制されること

が明らかとなった。他方、高気温条件として用いた気温 30 °C では生育は抑制されないもの

の ANT濃度が低下することが示された。 
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3. 培養液温が食用アカジソの生育および生理活性物質濃度に及ぼす影響 

3.1 目的 

付録 2章より、食用アカジソでは気温が低いほど ANT濃度が増加するものの、低気温処

理では生育が抑制されることが示された。既往の研究では、地下部温度を低くすることで植

物の生理活性物質の濃度が増加することが報告されており（Voipio and Autio, 1994; 

Sakamoto and Suzuki, 2015）、培養液温のみを低くした場合には地上部の乾物重は低下し

ないことも多く報告されている（Beauchamp and Lathwell, 1967; Cumbus and Nye, 1982）。そ

こで、本試験では食用のアカジソを用いて地下部温度が生育および生理活性物質の濃度

に及ぼす影響を調査した。 

 

3.2 材料および方法 

試験には、アカジソ（‘芳香赤しそ’（中原採種場（株））を供試し、人工気象室内で育苗を

行った。本試験で用いた品種のペリルアルデヒド濃度は、薬用品種と比較して 1/10 以下で

ある。種子を水道水に浸水し、1 週間後に発根および発芽がみられたものをウレタンマットに

移植した。乾燥を防ぐために、ウレタンマットに移植後 7日間は播種面にサランラップを被せ

て保湿した。潅水には、播種後 14 日目までは水道水、その後は大塚 A 処方 1/4 単位培養

液を与えた。播種後 28日目に湛液水耕装置に定植した。試験には、播種後 42日目の苗を

使用した。栽培中の光源には白色蛍光灯を用い、その他の環境条件は 1.2 と同様とした。 

処理区は、明期中の培養液温度を 10、20、25 °Cに制御する 3区（T10、20、25）と培養液

温を制御しない Control（23－25 °C 程度）とした。培養液温は 4.3.2 と同様の方法で制御し

た。 
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3.3 結果 

3.3.1 生育 

 本試験の明期中の培養液温度の平均は、Control で 24.6 °C、T10 で 11.5 °C、T15 で

15.7 °C、T20 で 20.8 °C となった。処理開始後 6 日目の葉および茎の生体重、部位別の乾

物重は、処理区間で有意差はみられなかった（Table S3.1）。よって、6 日間の処理であれば

培養液温を 10 °C または 15 °C程度の低温にしても生育は抑制されないことが示された。 

 

3.3.2 生理活性物質 

ペリルアルデヒド（PA） 

処理開始後 6 日の乾物重あたりの PA 濃度は、第 4 および第 5 葉において培養液温度

が低いほど増加する傾向がみられた（Fig. S3.1 (A)）。葉面積あたりの PA濃度についても同

様の傾向を示した（Fig. S3.1 (B)）。 

 

ロズマリン酸（RA） 

処理開始後 6日の RA濃度は、第 4葉においては T10および T15で、第 5葉において

は T10で Control よりも有意に大となった（Fig. S3.2）。 

 

ルテオリン（LU） 

処理開始後 6日の LU濃度は、処理区間で有意差はみられなかった（Fig. S3.3）。 

 

アントシアニン（ANT） 

処理開始後 6日の ANT濃度は、第 4葉において T20、T15、T10で Control よりも大とな

る傾向がみられた（Fig. S3.4）。第 5葉においては T20で最大となる傾向がみられた。 
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Table S3.1 Effects of nutrient solution temperature (NST) on growth of red perilla.  

Treatments were applied for 6 days. NSTs of the control, T10, T15 and T20 were 24.6, 11.5, 

15.7, and 20.8 °C, respectively. 

 

 

Fig. S3.2 Effects of nutrient solution temperature (NST) on perillaldehyde concentration in red 

perilla leaf. NSTs of the control, T10, T15, and T20 were 24.6, 11.5, 15.7, and 20.8 °C, 

respectively. Leaf number was counted from the cotyledons. The plants were harvested at 3 

days after the start of each treatment. Vertical bars indicate SE (n = 5). 
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Treatment code

Fresh weight (g/plant) Dry weight (g/plant)
Leaf area

(cm2)

Specific leaf 

weight (gDW m-2)
Main 

leaves
Main stem

Main 

leaves
Main stem Root Total

Control 7.83 4.44 1.21 0.43 0.42 2.05 530.6 22.8

T10 7.13 4.19 1.11 0.43 0.40 1.94 464.9 24.1

T15 7.17 3.98 1.07 0.39 0.43 1.89 448.2 23.4

T20 8.04 4.26 1.08 0.38 0.45 1.91 520.3 20.6
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Fig. S3.3 Effects of nutrient solution temperature (NST) on rosmarinic acid concentration in 

red perilla leaf. NSTs of the control, T10, T15, and T20 were 24.6, 11.5, 15.7, and 20.8 °C, 

respectively. Leaf number was counted from the cotyledons. The plants were harvested at 3 

days after the start of each treatment. Vertical bars indicate SE (n = 5). Different letters indicate 

significant differences among the treatments at P < 0.05 by Tukey-Kramer’s test. 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. S3.4 Effects of nutrient solution temperature (NST) on luteolin concentration in red perilla 

leaf. NSTs of the control, T10, T15, and T20 were 24.6, 11.5, 15.7, and 20.8 °C, respectively. 

Leaf number was counted from the cotyledons. The plants were harvested at 3 days after the 

start of each treatment. Vertical bars indicate SE (n = 5).  
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Fig. S3.5 Effects of nutrient solution temperature (NST) on anthocyanin concentration in perilla 

leaf. NSTs of the control, T10, T15, and T20 were 24.6, 11.5, 15.7, and 20.8 °C, respectively. 

Leaf number was counted from the cotyledons. The plants were harvested at 3 days after the 

start of each treatment. Vertical bars indicate SE (n = 5). 
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3.4 考察 

PAは葉の裏側表面のトリコームで生合成、蓄積される。また、トリコームの形成は、ROSの

発生により誘導されることが報告されている（Nagata et al., 1999）。本試験においては低温の

区ほど乾物重あたりおよび葉面積あたりの PA 濃度が増加したことから、根圏が低温に曝さ

れたことで植物体内に ROSが発生し、葉のトリコームの形成が誘導されたと考えられた。 

RA はフェニルプロパノイド類に分類され、フェニルプロパノイド生合成経路で生合成され

る化合物である。フェニルアラニン－ヒドロキシケイヒ酸系路の最初の反応では、シキミ酸経

路で生合成されたフェニルアラニンがフェニルアラニンアンモニアリアーゼ（PAL）によって触

媒される。PAL の活性は様々な環境要因によって制御されており、低栄養条件や傷害によ

って PALをコードしている遺伝子の発現が高まることが報告されている（桜井ら、2008）。この

ため、低温条件である T10で RA濃度が Control よりも増加したと考えられた。 

LU は、フラボノイド類に分類され、フラボノイド生合成系路で生合成される。この経路はフ

ェニルアラニン－ヒドロキシケイヒ酸系路の下流に位置する。フラボノイド生合成経路は、カ

ルコン酸シンターゼ（CHS）の反応で開始する。既往の研究では、CHS をコードする遺伝子

についても低温条件や傷害で発現量が高まることが報告されている（Leyva et al., 1995）。し

かし、本試験において LU の濃度は増加しなかった。アカジソの LU は ANT の上流に位置

する化合物（ナリンゲニン）から生合成される。本試験の結果より、食用アカジソの場合、根

圏の低温はナリンゲニンから ANT への生合成を促進し、LU への生合成には影響を及ぼさ

ないと考えられた。 

植物の ANT濃度は、気温もしくは培養液温に影響を受けることが多く報告されており、水

耕栽培されているレタスでは、培養液温度を気温よりも 2－5 °C 低く制御すると培養液温を

制御しない区に比べて、ANT 濃度が増加したことが報告されている（Voipio and Autio, 

1994）。T20、T15、T10 では Control よりも培養液温度が 3－13 °C 程度低く制御できていた

ことから、第 4葉において既往の研究と同様な傾向がみられたと考えられた。 

以上より、気温 25oC の場合、培養液温度を 6 日間、10 または 15 °C に制御することで生

育を阻害せずに培養液温を制御しないよりも食用アカジソの PA、RAおよび ANT濃度が増

加することが示された。よって、低培養液温処理は、アカジソの生理活性物質の濃度を効率

的に増加させる方法として有用であると考えられた。 
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